


大阪ガスは、2008年3月末時点で、以下のＳＲＩ（社会責任投
資）関連インデックスに採用されています。 

●FTSE4Good Index Series 
●Ethical Index Global（E.capital Partners） 
●モーニングスター社会的責任投資株価指数 
●KLD Global Climate 100 Index 
  （KLD Research ＆ Analytics） 
●Ethibel Sustainability Index

1．本レポートは、大阪ガスグループのＣＳＲ（Corporate Social 

Responsibility：企業の社会的責任）への取り組みを「大阪

ガスグループＣＳＲ憲章」に沿って報告しています。 

2．持続可能な社会の実現に向けた取り組みとして、「地球温暖化

対策」を特集テーマとしました。 

3．レポート全体に関しては、簡易な審査を含んだ「評価・勧告タイプ」

の第三者レビューを採用しました。また、活動内容の個別テーマに

ついて、第三者の方々のご意見をいただきました。 

4．環境省の「環境報告ガイドライン（2007年版）」に準拠しています。

また、ＧＲＩの「サステナビリティ・リポーティング・ガイドライン2006」

を参考にしています。 

　（環境報告ガイドライン対照表はウェブサイトに掲載しています） 

1.対象 

 

 

 

 

 

 

2.期間 

 

 

3.発行 

・本レポートでは、大阪ガスおよび関係会社を「大阪ガス

グループ」としています。内容により、大阪ガス個別に限定

される項目については、その旨明示します。 

・環境パフォーマンス・データの集計対象は、大阪ガスと関

係会社77社です。ただし、海外およびデータ把握が困難な

テナント入居の会社は除きました。（集計対象の関係会社

はウェブサイトに掲載しています） 

 年間実績データは、基本的に2007年度（2007年4月1日～

2008年3月31日）ですが、活動内容には、一部、2008年度

も含みます。 

  2008年8月（次回発行予定2009年8月） 
ご意見・ご指摘への対応・取り組み状況 

CSR憲章に基づいた構成は
わかりやすいが、内容が豊富
すぎる。ポイントを絞った方が
よい。 

冊子ではトピックの要点につ
いてのみ掲載し、詳細情報等
についてはウェブサイトで補
完する方針で編集しました。 
 

地球温暖化対策への取り
組みに期待している。 

昨年に続いて、特集記事に
て取り上げました。特に今回は、
エネルギー事業者の使命とし
て、未来へ向けての取り組み
を中心にご紹介しています。 

環境対策関連の目標・実績
データについて、自己評価の
コメントを添える方が望ましい。
環境以外の項目も、可能な
限り目標と実績、自己評価を
記載するのが望ましい。 

中期目標・年度実績の一覧
表（P.26参照）に自己評価
欄を設けました。また、章ごと
の扉ページにて過去の経緯
も含めたＰＤＣＡサイクル提
示を試みました。 

字が小さく文章量が多い。
硬い表現、難解な語句が散
見されるので、図表等でわか
りやすくしてほしい。 

本文を2段組で図表と文章に
分け、ユニバーサルデザイン
を意識するなど、視認性の向
上に努めました。また、定量
的な表現を心がけ、画像を多
用するなど工夫しました。 

http://www.osakagas.co.jp/company/csr/
本レポートの内容は、ウェブサイトにも掲載しています。 

本レポート内にこのマークのある項目は、 
さらに詳しい内容がご覧いただけます。 

■ 編集方針 

SRIインデックス採用状況 

■ 報告範囲 

■ 報告書 

［CSRレポート］ 
CSRへの取り組みを紹介
したレポートです。 

［CSRレポート ダイジェスト版］ 
CSRレポートをよりわか
りやすくまとめたB5サイ
ズのレポートです。 

［大阪ガスグループの現状］ 
一般の方向けの会社案内
です。 

［アニュアルレポート］ 
株主さま・投資家さま向け
のレポートです。 
 

［ウェブサイト］ 
大阪ガスグループのCSR情報を
発信しています。 
 

媒　体 当社評価 

東洋経済新報社 
「CSR総合ランキング」 
（2008年5月） 

 

13位（1,061社中） 

日経環境経営度調査 
（2007年12月） 

 

3位（電力・ガス部門） 

日経「企業評価システム・プリズム」 
（2008年3月） 

 

柔軟性･社会性順位5位 
（1,033社中） 

2007年度 外部評価結果 

マージナル係数 
（0.69kg-CO2/kWh） 
マージナル係数 
（0.69kg-CO2/kWh） 

を用いた適切な評価 を用いた適切な評価 

2007年12月にISO統合認証
を取得 

（財）世界自然保護基金ジャパン
からの感謝状 

01



目  次 

03 

04 

05 

06 

07 

09

経営理念／CSR憲章　 

企業行動基準／ＣＳＲ推進体制 

コーポレート・ガバナンス 

リスクマネジメント／国連「グローバル・コンパクト」参加 

トップメッセージ 

補助事業における不適切な行為と再発防止策 

47 

49 

50

コンプライアンス 

コンプライアンス取り組み事例 

人権啓発への取り組み 

40 

41

　 

42 

43 

 

 

44 

45 

 

 

 

46

良き企業市民として／“小さな灯”運動とは 

“小さな灯”運動の取り組み 

　子どもたちとともに／ご高齢の方 と々ともに 

　障がいのある方 と々ともに 

大阪ガスグループの地域貢献活動 

　地域社会との関わり 

　関西文化への貢献 

　生物多様性の保全 

社会とのコミュニケーション 

　エネルギー環境教育 

　社会への情報発信 

　開かれた会社「インターンシップ」 

財団活動 

　高齢者支援／国際貢献 

39 再生可能エネルギーへの取り組み 

　発電事業への取り組み 

　バイオガスの有効利用 

51 

52 

 

53 

 

　

54 

 

55

　 

56

雇用 

ワーク・ライフ・バランス 

　仕事と生活両立支援 

人材育成と処遇 

　「価値の高い人材」の育成 

　人事評価・面談制度の整備 

コミュニケーション 

　会社と従業員のコミュニケーション 

安全衛生 

　安全活動の取り組み 

　健康づくり 

57 

61 

63 

65

関係会社の取り組み 

環境パフォーマンス・データ集 

第三者レビュー 

大阪ガスグループの概要 

 

11 地球温暖化対策 
ステークホルダー・ 
ダイアログ 

16 

17 

17 

19 

21 

22 

 

23

安心・安全 

　“製造”における安心・安全 

　“供給”における安心・安全 

　“お客さま先”での安心・安全 

お客さまの声を生かす取り組み 

新たな価値提案 

　かしこい暮らし、ウィズガス住宅 

　マルチエネルギー事業への取り組み 

24 

 

25 

26 

27 

29 

 

 

31 

33 

35 

 

 

 

 

36 

 

 

37 

 

 

38

　 

環境行動基準／環境マネジメントシステム（ＥＭＳ）／ 

大阪ガスグループの主な環境負荷 

環境経営指標／環境会計 

中長期目標と2007年度実績 

バリューチェーンでの環境負荷 

電気の使用を減らすことによる 

CO2削減効果について 

 

事業活動での温室効果ガス排出量削減への取り組み 

お客さま先でのCO2排出量抑制への貢献 

資源消費の低減と再生資源の利用促進 

　廃棄物の発生抑制と再資源化 

資源の再生利用促進 

　ガス導管工事における掘削土およびガス導管の再生利用 

　使用済みガス機器等のリサイクル 

環境リスクへの対応 

　土壌・地下水の保全／アスベストの管理／化学物質の管理 

グリーン購買、グリーン配送の促進 

環境情報の発信 

　従業員の環境教育や各種団体への参画 

　G8北海道洞爺湖サミット関連行事 

環境技術への取り組み 

 

24時間365日の監視体制
を完備 

電力事業、天然ガスの広域
展開、LPG事業などに取り
組んでいます。 
 

2006年3月に稼動を開始
した高知県の葉山風力発
電所 

地域の植生を考慮し、郷土
種中心の緑化を推進してい
ます。 

海外からのインターン生の
受入など国際的な文化交
流を行っています。 

仕事と生活を両立しながら、
能力を最大限に発揮できる
職場環境づくりを目指して
います。 

マージナル係数 
（0.69kg-CO2/kWh） 
マージナル係数 
（0.69kg-CO2/kWh） 
マージナル係数 

を用いた適切な評価 を用いた適切な評価 を用いた適切な評価 
（0.69kg-CO2/kWh） 
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大阪ガスグループの経営とCSR

CSR憲章Ⅴ 
人間成長を目指した企業経営 

CSR憲章Ⅳ 
コンプライアンスの推進と人権の尊重 

CSR憲章Ⅲ 
社会とのコミュニケーションと社会貢献 

その他 

特集 

CSR憲章Ⅰ お客さま価値の創造 

CSR憲章Ⅱ 
環境との調和と持続可能な社会への貢献 
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「価値創造の経営」という基本理念に基づいた事業活動により、 
企業の社会的責任を果たしていきます。 

大阪ガスグループの経営とCSR

大阪ガスグループの経営理念 

「価値創造の経営」  
 ～ 4つの価値の増大 ～ 
 Design Your Energy　夢ある明日を 

お客さま 
価値 

社会 
価値 

株主さま 
価値 

従業員 
価値 

お客さま価値の 
創 造 

Ⅰ 　大阪ガスグループは、天然ガスをコアとするマルチエネルギーの安定供給、保安の確
保およびサービスの向上を通じて、お客さまの快適な暮らしとビジネスの発展に貢献して
いきます。あわせて、社会的に有用な商品・サービスの提供により、新しい価値の創造に
挑戦し、お客さまとともに進化し発展し続ける企業グループを目指します。 

　地域および地球規模の環境保全は、エネルギービジネスを中心に事業展開する大阪ガ
スグループにとって極めて重要な使命であります。大阪ガスグループは、我々のあらゆる活動
が環境と深く関わっていることを認識し、その事業活動を通じて環境との調和を図り、エネル
ギーと資源の効率的利用を実現することによって、持続可能な社会の発展に貢献します。 

　大阪ガスグループは、自らの企業活動を世の中に正しく理解していただくため、情報を
積極的に公開し、経営の透明性を高めるとともに、社会とのコミュニケーションを推進しま
す。また、良き企業市民として、地域社会に貢献するよう努めます。 

　大阪ガスグループは、全ての役員および従業員が、コンプライアンスを確実に実施す
ることで、社会からの信頼を得る健全な企業グループを目指します。コンプライアンスとは、
法令遵守だけでなく、社会の一員としての良識ある行動までを含む幅広いものと捉え、
お客さま、取引先さまなど全ての人 と々の公正な関係を維持し、人権の尊重に努めます。 

　大阪ガスグループは、雇用の確保を図るとともに、従業員の個性と自主性を尊重し、仕
事を通じて人間的成長を図ることのできる企業を目指します。また、常に研鑽と啓発に努め、
お客さま、株主さま、社会の期待に応える新しい価値を生み出すように努力します。従業員
と会社は、相互に信頼感と緊張感をもって、グループ各社の健全な成長をともに高めます。 

大阪ガスグループCSR憲章（2006年4月制定） 

P.16

環境との調和と 
持続可能な社会への貢献 

Ⅱ P.24

社会とのコミュニケーションと 
社会貢献 

Ⅲ P.40

コンプライアンスの 
推進と人権の尊重 

Ⅳ P.47

人間成長を 
目指した企業経営 

Ⅴ P.51

　大阪ガスグループは、公正で透明な事業活動を通じて、全て

のステークホルダーの価値をともに高めていく「価値創造の経

営」を基本理念としています。 

　大阪ガスグループは、お客さま価値の最大化を第一に、公正で透明な事業活動を通じて、株主さま、社会、従業員など全て

のステークホルダーの価値をともに高めていく「価値創造の経営」を基本理念としており、この価値創造の経営を実現するこ

とが、当社グループのCSR（社会的責任）を全うすることと考えています。 

　企業の社会的責任を全うし、大阪ガスグループが持続的な発展を図っていくため、ここに「大阪ガスグループCSR憲章」を

定め、当社グループの役員および従業員の行動の指針とします。 

　経営トップをはじめとする各組織の責任者は、本憲章の趣旨を体し、率先垂範に努めます。また、法令違反等の問題が発生

したときは、経営トップをはじめとする各組織の責任者は、自ら問題解決にあたり厳正に対処します。 

大阪ガスグループの経営とCSR



大阪ガスグループ  CSR REPORT 2008 04

　2000年、役員・従業員が守るべき具体的な行動基準として制定。2008年5月に、前回の本格改定（2006年４月１日）以後の

当社不祥事、他社事例、当社施策、新たな法令等の制定・改正等に関して、反映すべき重要なものを行動基準に織り込み、

改定を行いました。 

　CSRを推進するために、責任者である社長のもと役員等

がCSRに関する活動計画の審議および活動報告を行う「CSR

推進会議」、大阪ガスグループのCSR活動を統括する役員

「CSR統括」のもと組織長に社外の有識者が加わり組織

横断的な調整・推進を行う「CSR委員会」を設置し、適切

かつ積極的な活動の実践に努めています。また、「大阪ガス

グループCSR憲章」、「大阪ガスグループ企業行動基準」の

周知徹底を通じ、当グループの全員に法令遵守だけでなく

社会の一員として良識ある行動をするよう徹底しています。 

 

■ CSR推進体制 

良き企業市民としての行動基準 
1.人権の尊重  
2.環境保全への配慮 

Ⅰ 

製造・供給活動等における行動基準 
3.エネルギー事業者 
　およびその他事業者としての責務  
4.製品等の安全性の確保 

Ⅱ 

取引活動における行動基準 
5.独占禁止法の遵守  
6.公正な取引の実施  
7.お客さまとの応対  
8.関係先・取引先との交際 

Ⅲ 

情報管理における行動基準 
  9.情報の取扱いと公開・開示  
10.情報システムの取扱い  
11.知的財産等の取扱い 

Ⅳ 

職場における行動基準 
12.安心して働ける環境の整備  
13.雇用と処遇等 

Ⅴ 

社会に対する行動基準 
14.反社会的勢力との関係遮断、 
　  利益供与の禁止  
15.適正な納税 

Ⅵ 

取締役会 

会長／社長 

コンプライアンス部会 環境部会 

大阪ガス／大阪ガス関係会社／ガスグループ／取引先 

CSR推進会議 

CSR統括 

CSR委員会 

大阪ガスグループ企業行動基準 

大阪ガスグループCSR推進体制 

大
阪
ガ
ス
グ
ル
ー
プ
の
経
営
と
C
S
R



　大阪ガスグループ経営理念「価値創造の経営」に基づき、経営の健全性をより一層向上させるとともに、当グループ

を取り巻く経営環境の変化に、より迅速かつ的確に対応するために、コーポレート・ガバナンスの充実・強化を推し進め

ています。 

 

　大阪ガスは明確に定められた社内規程に則って、業務執

行を行う取締役および執行役員で構成する「経営会議」で

事案を精査し、「取締役会」で十分に審議を尽くしたうえで

意思決定を行っています。取締役会は、社外取締役１名を

含む12名で構成されており、関係会社等を含めた大阪ガス

グループ全般に関わる重要事項を取り扱い、的確かつ迅速

な意思決定と監督機能の充実を期しています。また、当社は、

執行役員制度を導入しており、執行役員は取締役会で定め

た業務の執行に従事しています。 

　当社は監査役を設置しています。監査役4名のうち、2名

は社外監査役であり、それぞれが当グループに関する業務

執行の適法性を監査しています。これに加えて取締役の指

揮命令系統外の専従スタッフにより構成される「監査役室」

が、監査役の調査業務を補助することにより、監査役の監

査機能の充実を図っています。 

　会計監査については、「会計監査人」としてあずさ監査法

人と監査契約を締結しています。 

■ 業務執行および監査体制 

■

■

■

　大阪ガスは内部監査組織として「監査部」を設置し、

大阪ガスグループの業務活動が適正かつ効率的に行われ

ているかを監査し、社内組織に助言・勧告を行っています。

また事業部門には、組織内部に監査人を設けるなど、社内

規程で職責権限を明確に定めたうえで、権限委譲等を行っ

ています。 

　監査役、会計監査人および監査部は、定期的な会合を

含め、必要に応じて情報の交換を行うことで、相互の連携を

高め、監査の実効性や質の向上を図っています。 

　コンプライアンスについては、「コンプライアンス部」を中

心に、事業活動における法令遵守の徹底を推進しています。 

■ 内部統制 

■ コーポレート・ガバナンス体制 

株主総会 

選任／解任 選任／解任 選任／解任 

取締役会 
会計監査人 取締役12名 

（内、社外取締役1名） 

監査役会 

監査役室 

監査役4名 
（内、社外監査役2名） 

報告 

連携 監査 

代表取締役社長 

選定／解職 
監督 

報告 報告 

大阪ガスグループのコーポレート・ガバナンス 

監 査 部  

経営会議 

事業部門 

コンプライアンス部 

05

大阪ガスグループの経営とCSR



大阪ガスグループ  CSR REPORT 2008 06

　大阪ガスグループは、事業活動の適正性確保をはじめ、

会社法・金融商品取引法制定に伴う内部統制強化にも前

向きに対応しています。また、社内規程でリスク管理体制と

その有効性を確認するための体制等を明確にしています。

さらに、各組織に共通するリスク管理については、グループ

本社が各組織をサポートすることで、グループ全体としての

リスクマネジメントに取り組んでいます。  

 

■

　大阪ガスグループにおけるリスクマネジメントの基本単位は、

大阪ガスの組織および関係会社とし、基本単位の長は、損

失の危険の管理を推進し、定期的にリスクマネジメントに係

る点検を実施することとしています。 

■ 推進体制および職責権限 

　前述「G-RIMS」等の点検によって明確になった課題に

ついては、各組織長および管理監督者によって対応を図る

とともに、改善状況の定期的なフォローを行っています。 

　また、事業部門・ガスグループ中核会社等に設置された

監査人が中心となって、自主監査テーマへ反映し、さらに管

理者自身による自己点検活動を推進するなど、組織の自律

的な運営に基づくリスクマネジメントの強化を図っています。 

　これらの活動を通じて、グループ全体のリスクマネジメント

のPDCAサイクルが有効に回るように努めています。 

 

■ 監督・チェック機能 

　リスクマネジメントを適切に推進するためには、各組織

（大阪ガスの組織および関係会社）が抱えるリスクを的確に

認識し、現在の対応状況や残存リスクの大きさ等の基礎的

情報を正確に把握したうえで、今後の対応方針を検討する

ことが必要です。　 

　大阪ガスグループでは、2006年度にリスクマネジメントの

自己点検をシステム化した「G-RIMS（Gas Group Risk 

Management System）」を開発し、共通の枠組みで運用

しています。自己点検終了後は、G-RIMS事務局（企画部・

監査部・コンプライアンス部）が各組織と意見交換を行い、

実施状況をモニタリングしています。そのなかで、点検結果を

集約するとともに、今後対応すべき各組織固有の重要リス

クとグループ横断的なリスク項目について確認しています。 

■ 定期的な点検の実施とモニタリング 

■

グローバル・コンパクトの10原則 

企業はその影響の及ぶ範囲内で国際的に宣言され
ている人権の擁護を支持し、尊重する。 

人権侵害に加担しない。 

原則 1． 

原則 2． 

原則 3． 

原則 4． 

原則 5． 

原則 6． 

原則 7． 

原則 10． 

原則 8． 

原則 9． 

組合結成の自由と団体交渉の権利を実効あるものに
する。 

あらゆる形態の強制労働を排除する。 

児童労働を実効的に廃止する。 

雇用と職業に関する差別を撤廃する。 

環境問題の予防的なアプローチを支持する。 

環境に関して一層の責任を担うためのイニシアチブを
とる。 

環境にやさしい技術の開発と普及を促進する。 

強要と賄賂を含むあらゆる形態の腐敗を防止するた
めに取り組む。 

〈人権〉 

〈労働〉 

〈環境〉 

〈腐敗防止〉 

大阪ガスグループの 
リスクマネジメント 

国連「グローバル・コンパクト」 
に参加 

aOG

　2007年6月、大阪ガスは、CSRへの取り組みを一層推進

するため、国連の提唱する「グローバル・コンパクト」に賛同

し、参加を表明しました。 

　「グローバル・コンパクト」は、国連が提唱している、人権、

労働、環境、腐敗防止の4つの分野において企業が遵守

すべき10原則を示したものです。2008年4月時点で、世界

の企業約5,226社、日本の企業約62社が参加しており、日

本の公益企業としては当社が初めての参加となります。 

　2008年5月には、「大阪ガスグループ企業行動基準」に「グ

ローバル・コンパクト」の10原則を全て織り込む改定を行い

ました。ＣＳＲへの取り組みをより一層強化し、社会の良き

一員として10原則を今後あらゆる局面で実践していきます。 
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トップメッセージ 

クリーンエネルギー「天然ガス」の 
高度利用に努める 

お客さま・社会から選ばれ続ける企業グループとして、 
CSR経営の実践を通じて進化し続けます。 
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　大阪ガスグループは、グループの経営理念である「価

値創造の経営」を実現し、公正で透明な事業活動を

通じて社会に貢献していくことがCSR活動の基本で

あると考えています。 

　この考えに基づき、2006年4月には「大阪ガスグループ

ＣＳＲ憲章」を制定し、2008年5月には「大阪ガスグループ

企業行動基準」を改定いたしました。また、2007年には

国連「グローバル・コンパクト」への参加を表明し、ＩＳＯ

14001の統合認証を取得するなど、これまで積極的に

ＣＳＲ活動に取り組んできました。 

　今年度は、これまでの取り組みに加え、グループ内の

全ての関係会社で環境マネジメントシステムの構築を

目指すなど、地球環境保全への取り組みを加速します。

また、お客さまの信頼と支持を得るためのコンプライアンス

強化への取り組みに一層注力します。 

大阪ガスグループのCSR経営とは 

お客さまの信頼と支持を得るために 

　昨年度は、大阪ガスおよび関係会社において、新エネ

ルギー等事業者支援対策事業等として補助金の交付

を受けた天然ガスコージェネレーション設備等の補助事

業の一部に不適切な行為が確認され、経済産業省等

から補助金交付停止措置等を受けました。 

　当グループはこの事態を極めて厳粛に受け止め、こう

した問題を繰り返すことのないよう、コンプライアンス体

制の見直しを進めてきました。その一環として、当グルー

プのコンプライアンス活動ならびに関連する諸活動全

般について、社外の視点から、専門家の方々の提言を

　地球環境保全の取り組みを通じて持続可能な社会の

実現に貢献することは、我々エネルギー事業者のＣＳＲ活

動の根幹であると認識しています。都市ガスの主原料で

ある天然ガスは、化石燃料の中で最も環境負荷の小さ

いクリーンエネルギーであり、これからの時代の基幹エネル

ギーとして注目を集めています。大阪ガスグループはこれま

で、クリーンエネルギー「天然ガス」の普及拡大を通じて、

お客さま先での温室効果ガスの発生を可能な限り抑制し、

地球温暖化防止に貢献してきました。今後とも、天然

ガスのさらなる普及拡大に努めるとともに、燃料電池の

商品化、水素利用技術の開発等、天然ガスのさらなる高

度利用に向けた技術開発を加速し、さらに、再生可能エ

ネルギーの活用促進を図り、持続可能な社会の実現に

貢献していきます。 

　加えて、調達、製造、供給から販売、サービスにいたる

まで、自らの事業活動で生じる環境負荷低減にも引き

続き努めます。 

大阪ガスグループの経営とCSR



大阪ガス株式会社　取締役社長 
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いただき、企業倫理の向上に資することを目的として、「企

業倫理委員会」を設置いたしました。 

　また、法令遵守はもちろんのこと、従業員一人ひとり

が高い倫理観を持ち、社会の一員としての良識ある行

動を実践し、さらに関係先との信頼関係を維持し続けら

れるような企業風土を目指します。そのために、私自身も

現場に出向き従業員と直接対話するなど、経営幹部が

率先垂範し継続的なコンプライアンス強化に取り組み

ます。 

　さらに、ガスの製造・供給における予防保全や地震

対策等を通じた安全の確保、安全機能と便利機能を兼

ね備えた「Ｓｉセンサーコンロ」の普及をはじめ、製品・サー

ビスにおける安全・安心の高度化を追求し、さらなる信

頼獲得に努めます。 

最後に 

　地球温暖化防止、ライフスタイルの多様化、エネルギー

市場の競争の激化等、大阪ガスグループをとりまく経

営環境は大きく変化しています。 

　この変化をチャンスととらえ、これからも、お客さま

および社会から選択される企業グループであり続け

るために、お客さまと時代が求める多様なニーズ

にタイムリーにお応えし、お客さまの快適な暮らし

とビジネスの発展に貢献していきます。 

　こうした当グループのＣＳＲ活動をより深くご理解いた

だくために、「大阪ガスグループＣＳＲレポート2008」を

発刊いたしました。地域に根ざしたＣＳＲ活動の概況や、

これまで継続してきたボランティア活動・環境保全活動

等につきましても記載しています。ぜひご一読いただき、

皆さまの忌憚のないご意見、ご感想をいただければ幸い

です。 
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　大阪ガスは、関係会社が過去に応札した天然ガス自動車用等のガス充填スタンド（エコ・ステーション）建設事業の受注過程

において、不適切と思われる行為が判明したため、2006年6月に公正取引委員会に自主的に報告し、その後社内処分を実施す

るとともに、再発防止に取り組んできました。 

　本件については、2007年5月、当社の関係会社が、公正取引委員会から、エコ・ステーションの建設事業において独占禁止

法に基づき、排除措置命令および課徴金納付命令を受けました。 

エコ・ステーション建設事業における不適切な行為 

　2006年度に当社関係会社において独占禁止法違反行為が判明し、再発防止策の実施を進めていくなかで、2007年7月に、新た

に補助事業における不適切な行為が判明しました。一連の事態を二度と起こしてはならない重大な問題と受け止め、大阪ガスグルー

プ全体で再発防止に向けた対策に取り組んできました。今後も引き続きコンプライアンス徹底の強化を図り、信頼回復に努めます。 

信頼回復を目指して、大阪ガスグループ全体で 
不適切な行為の再発防止に取り組みます。 

法令・規程類を知る 

■階層別コンプライアンス関連研修の強
化と継続的実施 

■グループ全従業員に対するｅラーニング
等による法令教育の実施 

守る風土･違反を起こさない 
仕組みを構築する 

■ＣＳＲ統括、事業部・中核会社等に「コンプラ
イアンス統括」を設置。そのメンバーからなる
コンプライアンス部会において事例の共有化
・再発防止策の詳細検討等を実施  

■事業特性を踏まえた企業・組織ごとの自主的
なコンプライアンス推進計画の実施 

大阪ガスグループ全体で 
監視・モニタリングする 

■社内規程・業務マニュアルの遵守状
況等に関する自主点検の強化と点検
状況に対するフォローの強化 

 

　2007年7月、大阪ガスグループは、新エネルギー事業者支援対策事業の採択を受け補助金の交付を受けた天然ガスコージェネレー

ション設備等の補助事業の一部において、不適切な行為のあったことを社内調査により確認し、経済産業省に報告しました。 

　その後、社内の独立組織である「補助金調査特別委員会」を設置して、類似の補助事業案件について社内調査を行いました。

9月12日に、その調査結果と再発防止に向けた今後の対応について、経済産業省に報告するとともに、その報告内容と社内処分

についてプレス発表を行いました。 

天然ガスコージェネレーション設備等の補助事業における不適切な行為 

調査手法 

｢補助金調査特別委員会｣を組織し、下記を対象に調査
を進めました。 

　対象期間：過去10年間（1997～2006年度） 
　対象案件：対象期間に補助金交付申請を行った補助
　　　　　　事業151件のうち、補助金額が定額である、
　　　　　　当社と第三者との請負契約等の締結が
　　　　　　生じないなどの理由で、調査対象外とした
　　　　　　27件を除く、124件を調査しました。 

調査結果 

2007年9月、不適切な行為として、交付要綱等に定めら
れた発注先選定方法※がとられなかった案件を16件、発
注先選定方法において一部不備が認められた案件を6
件確認しました。  
 

※補助金交付要綱等においては、請負契約等の締結に先立って、競争
　入札または複数の見積書の取得の実施が求められる。ただし、補助金交
　付要綱等に示されるやむを得ない事由がある場合には、随意契約が
　認められる。 

経緯と措置 

再発防止策 

経 緯  

1 2 3

大阪ガスグループの経営とCSR



大阪ガスグループ  CSR REPORT 2008 10

　2008年1月、補助金の一部返還を求められるとともに、経済産業省等※から厳重注意を受け、補助金交付等停止措置およ

び指名競争入札に係る指名停止措置と、再発防止の取り組みについて指示されました。  
※経済産業省および、一部の補助事業の交付主体である独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構、社団法人日本ガス協会 

「天然ガスコージェネレーション設備等の補助事業
に関する経済産業省等からの措置と再発防止の取
り組み」について   

「平成19年度コンプライアンス関連活動第3四半期
までの報告」について  

「平成20年度コンプライアンス活動計画（素案）」に
ついて 

　（主な意見は、大阪ガスのウェブサイトに掲載しています。） 

企業倫理委員会の開催 

・補助事業の管理業務を、地域エネルギー
営業部から事業部全体の管理組織である
本社エネルギー計画部へ移管（2007年9月） 

・グループ全体を対象として、補助事業に関
する購買機能を資材部へ移管（2008年1月） 

・取締役会の諮問機関として、大阪ガスグルー
プのコンプライアンス活動および企業倫理
の向上に対して社外の視点から提言を行う
企業倫理委員会を設置 

・組織業績評価指標や個人の目標管理の
仕組みにコンプライアンスを含む業務品質
の要素を組み込む（2008年度より） 

・全従業員に対するコンプライアンスの再
徹底とコンプライアンス認識度調査の実
施（2007年9月～2008年1月） 

・コンプライアンス･デスクの従業員への再周
知（2007年9月～11月） 

・人員増強による監査部の体制強化（2008
年1月） 

2008年2月5日「第1回企業倫理委員会」を開催
し、以下の報告および意見交換を行いました。 

「平成19年度コンプライアンス関連活動状況」および
「平成20年度コンプライアンス活動計画」について  

再発防止策について  

「大阪ガスグループ企業行動基準」について  

お客さまの声の収集・お客さま保安等について 

　（主な意見は、大阪ガスのウェブサイトに掲載しています。） 

2008年5月22日「第2回企業倫理委員会」を開
催し、以下の報告および意見交換を行いました。 

1. 

2. 

3. 

1. 

2. 

3. 

4. 

根岸　哲 
甲南大学法科大学院教授 

國部　克彦 
神戸大学大学院経営学研究科教授   

三沢　邦子 
社団法人日本消費生活アドバイザー・ 
コンサルタント協会常任理事 

尾崎　裕 
大阪ガス取締役社長  

出田　善蔵 
大阪ガス取締役副社長　CSR統括 

1.相互チェックが働く仕組みの強化 

5.企業倫理委員会の設置 

4.組織と個人の業績評価の見直し 3.コンプライアンス違反に対する 
　措置の厳格化と 
　コンプライアンス・デスクの 
　さらなる活用 

2.内部監査体制の強化 

企業倫理委員会 構成メンバー 
（2008年6月27日より） 
 

第2回企業倫理委員会の模様 
左から、尾崎委員、槙野委員（当時）、根岸委員長、三沢委員、國部委員 

委員長： 
 

委　員： 
 

委　員： 
 
 

委　員： 
 

委　員： 

再発防止策 

経済産業省等からの措置 

　大阪ガスは、社内処分を実施するとともに、二度と不適切な行為を起こさないよう、再発防止策をさらに強化しました。 
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　大阪ガスグループでは、天然ガスを主原料とした都市ガ

スをお客さまに提供しています。天然ガスは、石油や石炭

等に比べて燃焼時のCO2（二酸化炭素）発生量が少なく、

ＳＯｘ（硫黄酸化物）の排出がないなど、化石燃料の中で

最も環境負荷が小さいことが特徴です。環境意識の高ま

りや原油価格の高騰を受け、一層の注目を浴びている「ク

リーンエネルギー」です。また中東地域に偏在している石

油とは異なり、世界各地に豊富に存在していることから、

資源を輸入に頼るわれわれにとって調達リスクが小さいこ

ともメリットとなっています。 

クリーンエネルギー「天然ガス」 

実験集合住宅「NEXT21」 

　大阪ガスグループは、クリーンエネルギー「天然ガス」の普及

促進と高度利用を通じて、温暖化対策の取り組みをより一層強

化していきます。また、地球環境を守り、皆さまの豊かな生活を確

保するために、省エネルギー・省CO2に配慮した製品・サービスを

開発・研究しています。今後もエネルギー事業を通して、皆さまに

快適な暮らしをお届けするとともに、地球温暖化防止の貢献に努

めます。 

天然ガスの普及と高度 
利用を通じ、地球温暖化 
の防止に貢献しています。 

■ 化石燃料の燃焼生成物発生量の比較（石炭を100とした場合） 

［出典］ 
・IEA（国際エネルギー機関）「Natural Gas Prospects to 2010」（1986年） 
・「火力発電所大気影響評価技術実証調査報告書」 
  （エネルギー総合工学研究所1990年3月） 

0

50

100 CO2（二酸化炭素） SOX（硫黄酸化物） NOX（窒素酸化物） 

石炭 
100

石油 
80

天然 
ガス 
57

石炭 
100

石油 
71 天然 

ガス 
20 
　 
37

石炭 
100

石油 
68

天然 
ガス 
0

〜 

「LCAによる化石燃料の温室効果ガス排出量評価」等については、P.27をご覧ください。 

［ コラム ］ 
Column① 

天然ガス自動車（NGV）の普及・促進 ■ 近畿地区の天然ガス自動車普及状況（累計） 

■ 天然ガス自動車 

　NGVは、排ガス中の黒鉛ゼロ、NOx発生量がわずかなうえ、

CO2の発生量はガソリン車の約8割とクリーンな自動車です。

大阪市バス等公共サービス用車両をはじめ、各種業務用車

両への導入が進んでいます。また、大阪ガスグループ内にお

いても、社有車両を順次NGVに切り替えるなど普及促進に

取り組んでいます。 

地球温暖化対策 特 集 

（年度） 
0

4,000

2,000

6,000

8,000

台数 
（台） 

2003 2004 2005 2006 2007

6,445
7,390

8,298
8,920

5,551

大阪市バス バイフューエル車（ガソリンでも走るNGV） 
 

2tトラック 
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【コージェネレーションシステムの開発】 

　分散型エネルギーの中でも、大阪ガスグループは、天然

ガスを使用してお客さま先で発電し、その際に発生する排

熱を冷暖房や給湯・蒸気等に活用する、業務用･産業用「天

然ガスコ－ジェネレーションシステム」の開発・普及に注力

してきました。2003年からは、コンパクトでありながら85.5％

と高い一次エネルギー利用率の家庭用ガスエンジンコージェ

ネレーションシステム「エコウィル」を販売しています。さらに、

次世代のエネルギーシステムと注目されている家庭用燃料

電池（固体高分子形）について、業界で名称を「エネファーム」

に統一し、2009年度の商品化を目指して開発を進めています。 

【未来に向けた取り組み】  

　近未来の集合住宅のあるべき姿を検証するため、大阪

市内に建設したNEXT21（1993年竣工）では、現在、第3フェー

ズ居住実験として、水素供給固体高分子形燃料電池

（PEFC）および固体酸化物形燃料電池（SOFC）の2種

類の実証試験に取り組んでいます。前者については、屋

上に設置した小型水素製造装置から水素を供給し、複数

の住戸間で必要に応じて電気を相互に融通し、省エネルギー

性を高めるシステムの実証等にも取り組んでいます。 

「エコウィル」 

家庭用燃料電池「エネファーム」 

■ 家庭用コージェネレーションシステム 

「燃料電池」について ： 詳細は P.38 
「水素製造装置」について ： 詳細は P.38

【分散型エネルギーシステムの開発・普及促進】 

　地球温暖化防止のためには、エネルギーを効率的に活

用して無駄をなくすことが不可欠です。特に分散型エネルギー

システム※は、送電ロスがなく、大幅な省エネルギー・CO2排

出量抑制効果が期待できるとして、「京都議定書目標達

成計画」においてもコージェネレーション、燃料電池等の開

発・導入を例に挙げて積極的推進が記載されています。 

※従来の原子力発電所、火力発電所等の大規模な集中型の発電所で発電

し各家庭・事務所等に送電するシステムに対して、地域ごとにエネルギーを作

りその地域内で使うシステムのこと。 

天然ガスの高度利用 ■ 総合エネルギー効率の比較 

〈従来方式による発電システム〉 

〈マイホーム発電〉 

〈家庭用燃料電池〉 

〈天然ガスコージェネレーションシステム〉 

1部屋の供給図 

特 

集
　
地
球
温
暖
化
対
策 

■ NEXT21での電力融通実証実験 

水
素
を
各
住
戸
の
ユ
ニ
ッ
ト
へ
供
給 

都市ガス 

蓄電池設備 水素 
供給 
燃料 
電池 

貯湯 
ユニット 

給湯 

水素供給 

電力融通 

電力融通 

水素製造装置 

水素製造装置 
「ＨＹＳＥＲＶＥ－mini」 



13

■ エナジーバンクの仕組み 

　業務用・工業用のお客さまにおいては、天然ガスコージェ

ネレーションシステムをはじめとした、高効率な機器やシステ

ムの提案に加えて、さらなる省エネルギー・CO2排出削減が

可能な新たなサービスの開発と普及を進めています。 

【お客さま設備の省エネルギー】 

　CO2削減が企業の最重要課題となっているなか、大阪ガ

スではお客さまと一体となった省エネルギー活動を推進して

います。工場や病院等のお客さま設備を精査し、専門メンバー

による熱計測診断を通じて省エネルギー対策を絞り込んで

います。2007年度は、176件、都市ガス量で15百万m3/年

の省エネルギーを実現しています。 

　この活動を通じてお客さまとの信頼関係をより深めること

ができるとともに、実測データを社内で蓄積し、さらなるCO2削

減に向けて、お客さまと一体となった活動を継続していきます。 

【エナジーバンク】 

　製品・技術によるソリューションに加えて、CO2削減に寄

与する設備投資を促進するファンドの運営によって、資金

面からもお客さまの省エネルギー活動をサポートします。 

　企業の環境貢献投資を支援するために、日本政策投資

銀行さまと（株）日本スマートエナジーさまが協同で日本初の

CO2削減ファンド「エナジーバンク」を設立されました。当社

が委託を受けエネルギーサービスを提供します。お客さまの

メリットは、省エネルギー設備導入の際、多額の設備投資が

不要となるばかりでなく、ＣＯ２の削減、ならびにエネルギーコ

ストの削減といった、3重のメリットを受けられることにあります。 

　3社のノウハウを最大限に活用し、天然ガスを利用した省

エネルギー・CO2排出削減に寄与する設備への投資を進め

ます。民生・業務部門等の分野において、3年間で150億

円の省エネルギー設備の導入を目指しています。2007年8

月にサービスを開始し、この1年間で約80件（約28億円）の

契約内定実績を上げています。 

【エネフレックス】 

　さらに、省エネルギー設備導入後もフォローするサービス

を用意しています。その1つが「エネフレックス」です。大阪

ガスの遠隔監視システムでガス機器の運転データを収集し、

エネルギー使用状況をインターネットを介してお客さまに提

供します。エネルギー使用状況を自動的かつ一元的に管理

できること、さらに遠隔操作できることが特徴です。モニター

画面で使用状況を視覚的に確認できるだけでなく、メール

でもお知らせすることで、「継続的に省エネルギー活動を行っ

ていくことができる」といった評価もいただいています。当社

はエネルギー使用状況を「見える化」し、お客さまの省エネ

ルギー活動をサポートしています。 

 

■ お客さま設備の省エネルギー活動〈熱計測診断〉 

共同出資 劣後融資 優先融資 

日本スマートエナジー 
（CO2削減量認証機関） 

民間金融機関 

CO2 
削減認証 

日本政策投資銀行 
日本スマートエナジー 

お客さま 

エネルギーサービス 設備・工事 

借入金 

設　備 

資本金 

メーカー等 

省エネルギー、CO2削減に寄与可能
な設備→ガスコージェネレーション・
ガス空調・ガスボイラーなど 

乱流 凝似的層流 

マルチ・エネルギーソリューションのご提供 

地球温暖化対策 特 集 

■ エネフレックスの仕組み 

ガス機器の 
運転状況が 
見える 

ムダ遣いの 
状況がわかる 

どこからでも 
操作できる 

■データ表示・帳票出力・ 
　 ダウンロード機能 

前年同月比や計画値比など 
簡単に運転状況を確認する 
ことができます。 

離れた場所からでも 
インターネット経由で 
遠隔操作することができます。 
（GHP・ハイパワーエクセルのみ） 

お客さまが設定された条件に 
基づき、ムダを見つけて 
メールでお知らせします。 

■遠隔操作・スケジュール運転 

■メール通知 
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　大阪ガスグループでは技術や製品だけでなく、環境について

の教育・啓発活動にも力を入れています。小中学校への出張

授業をはじめ、関西圏を中心に環境イベントにも積極的に参加

したり、公開の環境シンポジウムを開催しています。また、天然

ガスの調達先を中心とした海外へも目を向け、オーストラリアの

植林プロジェクトに参加したり、大阪ガス国際交流財団活動と

して、インドネシア・マレーシア等において教育事業を支援する

など、国際貢献にも尽力しています。今後も当グループは、様々

な観点から地球温暖化への対策を推進していきます。 

地域との交流と国際社会への貢献 

環境フェア in KOBE（詳細はP.37） 

オーストラリア植林プロジェクト 

環境シンポジウム（詳細はP.37） 

［ コラム ］ 
Column③ 

LNGの冷熱を有効利用し、CO2排出を抑制 

　天然ガスの利用法は、都市ガスの主原料としてだけではありま

せん。LNG（液化天然ガス）を気化して都市ガスを製造する際

の-160℃の冷熱を有効利用しています。大阪ガスでは冷熱発電

により製造所での電力需要の一部をまかなっています。 

　関係会社のリキッドガスグループでは、大阪ガス泉北製造所よ

り冷熱供給を受けて、液化酸素・窒素・アルゴンや液化炭酸を

製造しています。これにより、使用電力が電気式プラントの約半

分で済み、CO2の排出が削減されます。環境にやさしいうえ、効

率よく製品を製造することができます。 製品タンクローリー出荷場 液化ガス製造プラント 

［ コラム ］ 
Column② 

冷温水圧損低減剤（「エコミセル」） 

■ LNG冷熱利用プラントのCO2排出抑制実績 

10

5

0

（万t） 

2004 2005 2006 2007

※（株）コールド・エアー・プロダクツ、（株）クリオ・エアーおよび近畿液炭（株）の合計値 

1年目 6年目 

（年度） 

12.0 12.4
11.5 11.5

■ エコミセルによるポンプ動力低減の仕組み 

〈エコミセルなし〉 〈エコミセルあり〉 

エコミセルを 
添加すると 

疑似的層流 

圧損 

ポンプ ポンプ 

乱流乱流 

消費電力大 消費電力小 

乱流  凝似的層流凝似的層流 凝似的層流 数100mn 
　～数10　ｍ  

数10　ｍ 

棒状ミセル 

　エコミセルは、ビル空調のポンプ動力を低減させる目的

で開発された添加剤です。既築ビルであっても、ポンプ交

換等環境負荷の高い設備改修工事のいらない省エネ

ルギー対策として評価されてい

ます（2008年5月現在17件）。 

　エコミセルの導入により、ビ

ル空調システムを稼働させる

際に排出されるCO2の約3％を

削減できます。 

「地球温暖化防止活動環境大臣表彰」
授賞式〈中央は鴨下環境大臣（当時）〉 

特 

集
　
地
球
温
暖
化
対
策 

一層の省エネルギー化に向けて 

寺井 博 
（株）クリオ・エアー 
 代表取締役社長 

［経営者のコメント］ 

　電気式プラントに比べ年間約7

万トンのCO2排出を抑制して製品を

生産しています。電力使用量をさら

に低減するため、生産プロセスや操

業方法の改善に取り組んでいます。 

VOICE



15 http://www.osakagas.co.jp/company/csr/reportmap/詳細はウェブサイトのCSRレポートマップに掲載しています。   

「地球温暖化対策において、大阪ガスに期待すること」 
ステークホルダー・ダイアログ 

　社外の有識者の方々からご意見をいただくことを目的に、

2008年3月17日、「地球温暖化対策において、大阪ガスに

期待すること」をテーマとしたステークホルダー・ダイアログ

を開催しました。消費者問題、電力・ガス事業、環境等の専

門家や企業の環境室担当者の方々計4名をお招きし、貴重

なご意見やアドバイスをいただきました。 

（財）関西消費者協会 理事長 

　このたびは、初めての試みとしてテーマを地球温暖化対策に限定した形で開催しました。3時間におよぶ活発な意見交換がされましたが、「見える化」

「地域密着」というキーワードに集約されるといえます。この2点は、環境に限らず、当社のＣＳＲ全般における課題であり、温かいエールでもあります。真摯

に受け止め、今後の事業活動を進めるなかで、念頭に置いて活動していきたいと考えています。 

（大阪ガス 環境部） 

大阪ガスグループは、環境問題に限らずCSR重点課題をテーマに、今後も継続してステークホルダーの皆さまと直接対話を行っていく予定です。 

■ ステークホルダー・ダイアログを受けて 

　消費者問題を取り扱うなかで感じることは、企業の常識は消

費者の非常識、消費者の常識は企業から見た非常識ということ

です。企業にとっては「湯沸器は換気するのが当たり前」でも、

消費者は「どこにも書いていなかった」など、認識のズレが増え

てきています。消費者にはもっと勉強をしてもらい、企業は消費

者が知らないことをアドバイスしてあげる必要があるのではないで

しょうか。また、環境面での地域貢献活動は、積極的に行うべき

だと思います。特に、ガスはエリア販売の分野ですので、より地

域の方に評価されるべきです。さらに、こうした地域性の違いを

出すことで、CSRにも個性が出せるでしょう。

CSRは、Cが取れてSR（ソーシャル・レス

ポンシビリティ）に変わっていきますが、私は、

個性あるSRが最終的には企業ブランド

へ行き着くのだと思います。 

　コージェネレーションシステムや燃料電池等、様々な取り組み

が行われていることを知り、非常に感銘を受けました。エネルギー

はCO2排出と1対1になってしまうので、地球温暖化対策のため

にも、より効率の高いシステムの技術開発へ向けて、今後の取

り組みに期待しています。オール電化が環境にやさしいといいま

すが、LCA（製品やサービス等の一生の評価）の観点からみると、

本当に効率の高いエネルギーはガスじゃないかと思っています。

電力は発電所で出るCO2や配電ロス等見えない部分で問題が

あります。ガスも燃料輸送からの流れを追うとどうか、ということは

ありますが、少なくとも将来、エネルギーが

分散化され、コージェネレーションシステム

等が導入されれば、絶対効率が良くなりま

す。もっとアピールされてはいかがでしょうか。 

　従来、クリーン燃料導入等が地球環境に貢献するという認識

でしたが、最近は、系統からの電力を「ブラウンエネルギー」と呼

ばれる方がおられるように、CO2の削減や省エネルギーを超えて、

CO2フリーという観点が入ってきていると強く感じます。エネルギー

供給産業は難しい局面に立たされており、こうした需要にどのよ

うに応えていくのかが重要になってきています。日本の場合は、

エネルギーや水の無駄遣いといった効率の悪い部分がほとんど

なく、コージェネレーションシステム等総合的な改善をしないと状

況は変わりません。そのため、できるだけ可視化しながら、企業の

環境貢献を国内的にも国際的にも行う

ことが大事だと思います。さらに、CSRレポー

ト等を活用しながら、そうした取り組みを

PRしていただければと思います。 

　エネルギー事業は全て、商品の販売がCO2の排出を伴います。

また、公益性の高い事業であることから、供給の安定性を図りな

がら、お客さまの期待に応え、お客さまの環境教育にも貢献しな

ければなりません。つまり、エネルギー事業は、全てが直接的・

間接的に環境問題と関係しています。だからこそ、環境対策の取

り組みの位置付けの明確化が必要ではないでしょうか。例えば、

CSRレポート。誰に読んでいただきたいのかを明確にし、わかりや

すく伝える工夫をお考えいただきたいと思います。そして、大阪ガ

スとして、大阪としてのアイデンティティの貢献にも頑張って欲し

いと思います。水環境の再生等、何か大

阪の特徴の再確認やイメージの向上につ

ながることを積極的に実践していただきた

いです。わかりやすく、目に見える貢献が

今後のキーワードではないでしょうか。 

惣宇利 紀男 様 神戸山手大学 教授 〈ファシリテーター〉 中野 加都子 様 

（財）日本エネルギー経済研究所 グループリーダー 小笠原 潤一 様 西日本電信電話（株） 環境対策室 室長（当時） 三村 尚史 様 

Plan

Do Action

Check

地球温暖化対策 特 集 
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aI

安心・安全 

CSR憲章I
お 客 さ ま 価 値 の 創 造  

お客さまとの関係強化・
保安の確保 

PlanPlan

お客さまセンター
稼動（1985～） 

DoDo

P.21
お客さまの声を生かす 
取り組み 
新たな価値提案 

ActionAction

P.21
P.22

安心・安全の取り組み 
お客さま満足度調査 

CheckCheck
P.17
P.21

5.3
ナイジェリア 

2.1
エジプト 

7.2
サウジアラビア 

3.0
ノルウェー 

1.9
中国 

6.0
アメリカ 

5.2
ベネズエラ 

1.6
カナダ 

177  m3兆 

世界の天然ガスの 

確認埋蔵量 

44.7
ロシア 

25.6
カタール 27.8

イラン 

4.5
アルジェリア 

6.1
UAE

0.7
オマーン 2.5

マレーシア 

3.0
インドネシア 

2.5
オーストラリア 

主な天然ガス埋蔵国 
大阪ガスの天然ガス調達先 

出典：BP「BP Statistical Review of World Energy June 2008」 

数字は確認埋蔵量（単位：兆m3） 

■ 大阪ガスのLNG輸入実績 

800 

700 
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500 

400 

300 
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0

（万t） 

2007年度 

731

61
28

67

80

116

117

263

その他 
カタール 
マレーシア 
ブルネイ 
オーストラリア 
オマーン 
インドネシア 

0.3
ブルネイ 

安定調達 

　安全に、安定して都市ガスを供給することを最重要課題と

して、大阪ガスでは、原料であるLNG（液化天然ガス）の輸入、

都市ガスの製造およびガスパイプラインでのお客さま先への

供給のあらゆる段階において、常に安全・安定供給のため最

善を尽くしています。 

原料の安定調達 

　都市ガス原料である天然ガスは、世界中に広く埋蔵して

います。大阪ガスは現在世界6カ国の生産者と長期購入

契約を締結し、原料調達先の多様化を図っています。また、

海外でのガス田の権益取得やLNGタンカーの保有等、原

料調達の上流分野にも積極的に事業展開し、安定的か

つ経済的な原料調達に努めています。 

■ 世界の主な天然ガス埋蔵国および埋蔵量 

ガスを送る ガスを製造する ガスを輸入する 

ガス田 液化基地 
LNGタンカー LNGタンク 

（製造所） 
気化器 

中
圧
導
管 

中
圧
導
管 

高
圧
幹
線 

低
圧
導
管 

球形 
ガスホルダー 

整圧器 
お客さま 

整圧器 
（ガスの圧力を 
調整する装置） 

ガス田からお客さま先まであらゆる段階において安定供給を心がけ、常に安全に天然ガスをお届けしています。 

 

大阪ガスの 
 取り組み 
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“製造”における安心・安全 

“供給”における安心・安全 

都市ガス製造所での安定製造・安定供給 

　泉北製造所と姫路製造所の2拠点で、輸入したLNGを

海水の熱で気化させ、所定の熱量に調整し、においを付け、

都市ガスとしてお客さまのもとへ送り出します。これらの製造

所では、都市ガスの安定供給のために、地上式では世界最

大規模のものをはじめ合計30基のLNGタンクを保有してい

ます。また、LNG受入から都市ガスの製造、送出にいたるまで、

全てコンピューターを用いて集中的に運転管理するシステ

ムを採用しており、製造所内の全ての設備を、常に中央制

御室から監視・操作しています。各製造所には運転管理シミュ

レーターを設置し、定期的に操作訓練や緊急時対応訓練を

実施し、安全管理能力の維持向上を図っています。 

　これらの取り組みを通じて、季節や時間帯による需要の

変化に応じて、高品質のガスを安定して効率的に製造・供

給しています。 

都市ガス製造所の防災設備・活動 

　製造所の中央制御室には、24時間365日の監視体制を

完備。製造所内の防災検知器の監視、カメラによる監視、

および各所に設置した防消火設備の操作を集中して実施

することで、予防、早期発見、拡大防止を徹底しています。 

　また、製造所では様々な防災設備を多数設置しています。

異常を早期発見する防災検知器、LNGが漏洩した時にも

外部に流出させない防液堤、防液堤に流出したLNGを拡

散させない高発泡設備・水幕設備等がその一例です。 

　さらに、万一の災害に備え、また保安意識の向上を図る

ために、定期的に防災訓練を行っています。製造所内に保

有している消防車を使用した消防訓練や、地震による被災

を想定した全社的な地震訓練、事前に訓練者に訓練内容

や時期を知らせずに行う実践訓練等、様々な訓練を年間

延べ約150回（2007年度実績）実施しています。 

http://www.osakagas.co.jp/company/csr/reportmap/詳細はウェブサイトのCSRレポートマップに掲載しています。   

bI

cI

製造所の中央制御室 

運転管理シミュレーターによる訓練 

■ 「近畿幹線滋賀ライン」「三重・滋賀ライン」のルート概要 パイプラインによる安定供給 

　都市ガスは、製造所から供給エリアまで、パイプラインを通

じて送り出します。需要拡大に応じた長期的供給計画に沿っ

てパイプラインの整備を続け、近畿2府4県にネットワークが

できあがっています。2006年には滋賀地区の需要拡大に

対応するため「近畿幹線滋賀ライン」を開通しました。「三

重・滋賀ライン」の建設も進めています。 

LNGタンクの防液提に設置されている高発泡設備および水幕設備 

消火器による消火訓練 

消防車を使用した消防訓練 

滋賀事業所 三 重 県 伊勢湾 

琵琶湖 京滋事業所 
（滋賀東事務所） 

滋 賀 県 
近畿幹線京滋ライン 

近畿幹線滋賀ライン 

三重・滋賀ライン 
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供給段階での保安対策 

　大阪ガスグループの使用するガス導管は、総延長約

58,500km、大阪ガス単体では総延長約57,900kmにおよ

ぶ高圧幹線と中・低圧導管から成り立っています（2007年

度末）。ガス漏れを未然に防ぐため、耐久性に優れたガス

管の導入や経年ガス管の改修、ガス管の漏洩検査等、安

全性の向上に取り組んでいます。また、製造所とガス導管

網を一元的に監視・制御する体制を敷き、ガスの安定供給

と安全を常時見守るとともに、万一のガス漏れ事故等に備

え、24時間365日の受付・緊急出動体制を整えています。 

 

大規模地震に備えた対策 
 
　大地震に備えて、耐震性に優れたガス管の開発・導入、

地震計の設置、社内通信網の無線化、供給区域のブロッ

ク化と供給遮断システムの導入、本社中央指令室の被災

に備えたサブセンター（京都）の設置等を行ってきました。

これらのハード面の整備に加え、地震の被害内容を参加者

に事前に公表しない筋書きのない地震訓練を全社的に実

施し、状況に応じた迅速・的確な対応がとれるかを確認す

るとともに、浮き彫りになった課題を今後の対策強化に役

立てています。 

お客さま敷地内におけるガス工事の 
保安強化に向けた取り組み 

　大阪ガスでは、当社が行うガス内管工事における事故、お

よび、他社さまによる当社ガス管の破損事故の撲滅を目指し、

安全・確実な作業の徹底と積極的な保安ＰＲ活動に取り組ん

でいます。 

　内管工事事故防止に向けては、過去の事故事例の発生

原因を詳細に分析し、各作業工程での指差呼称による確

認や作業終了後に作業者自身が確認するセルフチェックシー

トの活用等、対策の推進に全社を挙げて取り組んでいます。 

　他社さまによるガス管破損防止に向けては、埋設された

ガス管の場所をわかりやすく標示し、注意喚起を図るととも

に、建築業者さまや設備工事業者さま等に対して、ガス管

近傍で工事をされる際には、当社へ事前にご連絡いただく

ようお願いするなど、保安ＰＲ活動を展開しています。 

地震訓練 

緊急車両 中央指令室 

強度に優れたガス管（ポリエチレン管） 橋梁管の定期点検 

CSR憲章 I

埋設されたガス管の標示 各作業工程での指差呼称による確認 
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“お客さま先”での安心・安全 

お客さま先での保安活動 

「製品安全自主行動計画」の制定 

詳細はウェブサイトのCSRレポートマップに掲載しています。   

dI

http://www.osakagas.co.jp/company/csr/reportmap/

　2007年5月の「消費生活用製品安全法」の改正を受け、家庭用ガス機器の修理・設置工事事業者、販売事業者として、

製品安全の確保、製品安全文化の定着を図るため、同年11月に家庭用ガス機器に関する「製品安全自主行動計画」を制

定しました。 

　消費生活用製品安全法では、修理・設置工事事業者、販売事業者は、重大製品事故が生じたことを知った時、当該消費

生活用製品の製造事業者または輸入事業者に通知するよう努めなければなりません。また、製造事業者または輸入事業者

が行う当該製品の回収等の措置に協力することが求められています。 

　大阪ガスは、この「製品安全自主行動計画」に基づき行動し、家庭用ガス機器の安全の確保に努め、製品安全文化の定

着に努めています。 

　ガス設備点検調査として定期保安巡回業務を、一般建

物については40月に１回以上、特定地下街・特定地下室等

については14月に１回以上の頻度で実施しています。さらに

お客さまの所有機器情報の調査・登録の実施や、一部のガ

ス機器に関する点火確認の実施等、定期保安巡回業務の

拡大を行うとともに、これらを確実に実行するための体制の

強化を図っています。業務用のお客さまには、法律で定めら

れた点検項目に加え、お客さまのご要望に応じて提供する「オー

ダーメイド保安」も行っています。  

　また、大阪ガスでは「全員保安活動」に取り組み、大阪ガ

スグループの全従業員が「保安に関する正しい知識を持ち、

あらゆる機会においてガスに関するお客さまからの疑問に対

し、正確に説明できるようになること」「ガス漏れや非安全型

機器等を見逃さないこと」「社会の皆さまに理解を深めてい

ただくために、積極的に情報を発信すること」を目指してい

ます。そのため、イントラネット上に安全確保への取り組みや、

ガスおよびガス機器の安全性に関する基礎知識等を掲載し

て、全従業員に周知を図り、ガスの安全性についてお客さま

に正しく説明し、ご理解いただく活動を推進しています。 

　さらに当社では、市場からの早期一掃に向け、不完全燃

焼防止装置が装備されていないガス瞬間小型湯沸器や金

網ガスストーブ等をお持ちのお客さまに対して、当社が取替

費用の一部を負担する取替促進策も実施し、より安全なガ

ス機器へのお取り替えをおすすめしています。また、他のガス

機器に関しても、テレビCM等のPRに加え、検針時における

チラシ配布等を通じて、ご使用時の注意喚起の強化、徹底

を図っています。 

■ 定期保安巡回業務 

■ お客さま安全確保のための「全員保安活動」 

ポケットブック 
「安全・保安のポイント集」 

■ お客さまとの合同保安訓練 
　 （オーダーメイド保安） 
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お客さま価値の創造 
CSR憲章 I

ガス機器の安全性をお伝えする活動 

　お客さまに安心してガス機器をご使用いただくため、定期保安巡回、
開栓、機器修理等の機会を活用し、例えばガスコンロには天ぷら油
過熱防止装置等、ガスファンヒーターには不完全燃焼防止装置等
が搭載されていることをご紹介するなど、お客さまの所有するガス機
器に応じて安全性をご説明しています。また、家庭用のお客さまにガ
ス機器の正しい使い方や製品の改修・不具合等の情報を迅速かつ
正確にお伝えし、ご理解いただけるよう大阪ガスウェブサイト内に「ガ
ス機器に関する大切なお知らせ」コーナーを新たに開設しています。 

安心・安全サービスの充実 

「Si（エスアイ）センサーコンロ」の普及促進 

　ガスコンロに起因する火災の根絶を目指し、ガス業界を挙げて安
全性向上に取り組んできましたが、大阪ガスでは2008年3月以降
に販売する家庭用ガスコンロ全機種（据置1口タイプを除く）の全
てのバーナーにセンサーを搭載しました。今後、業界で名称を「Si
センサーコンロ」と統一し、その普及促進を図っていきます。 
　「Siセンサーコンロ」には、天ぷら油過熱防止装置・立消え安全
装置・消し忘れ消火機能という3つの安心・安全機能を搭載してい
ます。また、炒め物等、強火で調理を行う際に温度を自動調整する
機能を標準搭載しています。 
　様々な機能が装備されていることで安心して上手かつ便利に調
理を楽しめます。 

迅速な市場対策の推進 

　万一、大阪ガスが販売・設置施工・修理を行うガス機器を起因と
する重大な製品事故および不具合やトラブルが発生した場合には、
プレス発表や社告、ウェブサイト掲載等を通じ、迅速に情報を公表す
るとともに、該当製品の点検・修理・部品交換等の対策を実施します。 
　2007年度は左記製品の市場対策を実施しました。今後とも迅速
な対応はもとより、より磐石な品質管理を進め、製品の不具合やトラ
ブル発生を未然に防止し、お客さまに安心してガス機器をお使いい
ただけるよう努めていきます。 

　大阪ガスでは、お客さまの安心・安全をさらに確実なものとするため、
様々なサービスをご提供しています。 
　万一、お客さま宅でガス漏れや不完全燃焼による一酸化炭素が
発生した場合、音声でガス漏れ等をお知らせするガス警報器「ぴこ
ぴこ」の普及促進に努めています。火災警報機能も有した「ぴこぴこ」
もあります。 
　また、消防法改正による住宅での火災警報器設置義務化の進
展に伴い、住宅用火災警報器「けむぴこ」の普及促進にも取り組ん
でおり、2007年10月には業界初となる「無火災お祝い金」「火災お
見舞金」の付帯サービスを含めた10年リース制度をスタートしました。 
　さらに、電話回線を利用してお客さまのガスのご使用状況を監視し、
異常時には通報・遠隔遮断等を行う「るるるコール」や、インターネッ
トを活用したホームセキュリティ「アイルス」といったサービスも展開し
ています。 

■ 2007年度の市場対策案件 

ガス機器の安全性を 
お伝えする配布チラシ 

Si（エスアイ）センサーコンロ 

　  年月 

2007年 4月 

2007年 6月 

2007年 7月 

2007年12月 

2008年 1月 

2008年 2月 

機器 

ビルトイン型 
食器洗い乾燥機 

屋外設置型 
ガスふろ給湯器 

給湯暖房機 

浴室暖房乾燥機 

エコウィル排熱利用 
給湯暖房ユニット 

卓上型食器洗い乾燥機 

型式 

115-5058型 

31-027、086、 
116型 

44-880～889、 
804型 

161-5501型 

136-0002型 

115-1056型 

台数 

257台 

4,230台 

22,069台 

974台 

6,737台 

999台 

対策 

電装基板の交換 

ダイヤフラムの交換 

遮熱板 
（温度ヒューズ付き）の 

取り付け 

電装基板の交換 

水漏れ対策部品の 
取り付け 

電装基板の交換 



■ 直近のお客さま満足度調査の実績推移 

目　標 

80.0% 

87.0点 

2004 

83.5% 

92.8点 

2005 

85.1% 

93.5点 

2006 

86.3% 

92.8点 

2007 

87.1% 

93.1点 

年　度 

総合満足度 

業 務 品 質  
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お客さまの声を生かす取り組み 

情報の共有化 

「お客さまの声」 
登 録 C-VOICE 

データベース 

発 信 

閲 覧 

おしかり 
ご意見 
ご要望 

担当部署 

お客さま 
センター等 

対

応

 

連

絡

 

お客さま対応 「お客さまの声」による改善 

事務局  担 当 部 署  
提 言 

分　析 課題抽出 改善の検討・実施 

対
応
内
容
登
録
 

■ 「C-VOICE」の活用イメージ 

お客さま 
    経営幹部・ 
一般社員 

取り組み 

お客さまセンターでの受付 

IT技術によりサービスのさらなる向上を 
～お客さまセンターとハローサービス～ 

　お客さまからのサービスのお申し込みやお問い合わせを

承る「お客さまセンター」を設置しています。また、通信ネット

ワークを介してガスグループの業務と連携し、迅速かつ的

確なサービスをお客さまにお届けする「ハローサービス」を

展開しています。 

「お客さまの声」を生かした業務改善の実施 

　「C-VOICE」とは、様々な業務機会でいただいた「お客

さまの声」をデータベースに登録し、社内で共有化するシス

テムです。お客さまからのおしかりやご不満、ご意見、ご要望、

あるいは担当者へのおほめ等の声を、業務改善につなげて

います。 

お客さま満足度調査の実施による 
業務品質の向上 

http://www.osakagas.co.jp/company/csr/reportmap/詳細はウェブサイトのCSRレポートマップに掲載しています。   

eI

お客さまに対して、6段階からなる満足度を調査し、うち「非

常に良かった」「良かった」とご回答いただいた割合 

総合 
満足度 

各業務の主要な作業項目と、お客さまの満足度向上に寄与

する項目に対する評価について、お客さまからご回答いただい

た内容をレベルに応じて点数化し、100点満点で表したもの 

業務 
品質 

　大阪ガスでは、1988年より「お客さま満足度調査」を実

施しており、開栓、機器修理、定期保安巡回、電話受付、

機器販売、ガス警報器販売、ST24※販売、検定満期による

ガスメーターの取り替え等、主要な接点業務におけるお客

さまの満足度の把握に努めています。調査を通して課題を

抽出し、対応策・改善策を検討、実施することにより、業務

品質の向上を目指しています。 

※ST24（ステーション24事業）：通信技術を活用してお客さま宅の安心・安
　全を24時間見守るサービス 
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　お客さまのお持ちのガス機器に応じて料金がお得になる

「GAS得プラン」をご用意しています。また、お客さまが追

加で所有しておられる機器によってはオプション割引も適

用され、さらに料金がお得となります。現在、「GAS得プラン」

は54万件（2008年3月末時点）を超えるお客さまにご利用

いただいています。今後もお客さまのニーズに応じた最適

なガス機器と料金メニューのご提案に努めていきます。 

大阪ガスでは家庭用のお客さまに対し、「かしこい暮らし、ウィズガス住宅」というコミュニケーションワード

のもとに、ガスがあるからこそ実現できる「環境にやさしい暮らし」「家計にやさしい暮らし」「進化

する快適な暮らし」「いつでも安心な暮らし」のご提案に努めています。 

お
客
さ
ま
価
値
の
創
造 

お
客
さ
ま
の
声
を
生
か
す
取
り
組
み 

お客さま価値の創造 
CSR憲章 I

改善事例 

警報器取り替えのワンストップサービス化 

メーター取り替え工事時の入室不要工法の導入 

GAS得プラン 

　ガスメーターは定期的に取り替えることが法律で定められ

ています。メーターの取り替え時には、新しいメーターを取り

付け後に異常がないかどうかを確認するため、台所での点

火テスト等を行っていました。そのため、お客さまからは「家

に入ってきて欲しくない」「在宅しなければならず予定が立

てられない」等のご意見をいただきました。 

　こうしたお客さまの声を踏まえ、お客さま宅に入室するこ

となく取り付け確認ができる「入室不要工法」を開発し、標

準工法として全社で導入しました。これにより、道路面や集

合住宅等の共用廊下から取り替えができるお客さまに対し

ては、在宅いただくことなく、メーターの取り替えができるよう

になりました。 

　また、この工法の導入によりご不在のお客さま宅に何度

も訪問することもなくなり、業務効率も向上しています。 

GAS得プラン料金票 

入室不要工法によるメーター取り替え 

fI

新たな価値提案 
かしこい暮らし、ウィズガス住宅 

「GAS得プラン」にご加入いた
だいているお客さまに対しては、
一般料金との差額を表示して
います。 

ガス警報器の取り替え 

　お客さまからのガス漏れの通報を受けて緊急出動した場合、

お客さま宅にてガス漏れ箇所ならびに原因の徹底した調査を

行います。 

　ガス漏れが発生しておらず、ガス警報器の故障・誤報によ

るものと判明した場合には、従来は警報器を取り外し、後日サー

ビスショップが訪問、再設置するという業務処理を行っていま

した。「再訪問までの期間、ガス警報器が設置されていない

状態で不安」「また、再訪問となると在宅しなければいけない」

等のお客さまからのご意見を受けて、2006年6月より、社員が

緊急出動した際に漏れ調査からガス警報器の取り替えまでを

ワンストップで実施する業務処理ルールに変更しました。 



国内販売電力量 国内自社電源 海外IPP
※国内自社電源は国内IPPを含む 

■ 電源容量・販売電力量の推移 
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400 
 

300 
 

200 
 

100 
 
0

276

850 

 

（万kW） （千万kWh） 

電
源
容
量 

販
売
電
力
量 

 

300 

200 

 

181

116

65

300 

 120 

 

180 

 

266 

 

302 

 
183

119 

 
64 

 
59 

 

171 

 112 

 

（年度） 

23

■ LPG事業の拡大 

販売量（千ｔ） 

小売顧客数（千件） 

2005年度 

748 

172

1,002 

185

975 

205

2006年度 2007年度 

　現在、大阪ガスグループは、エネルギー市場の自由化と

多様化するお客さまのニーズに対して、天然ガス、電力、LPG、

熱等のエネルギーのベストミックスでお応えするマルチエネ

ルギー事業者として、お客さま価値の向上を目指しています。 

　なかでも電力事業を都市ガス事業に次ぐ「第2のコア事業」

と位置付け、国内発電・販売事業、海外IPP事業等、本格

的な展開を進めています。 

　特に国内発電事業では、大阪ガス泉北製造所において、

110万9千kWの泉北天然ガス発電所（2009年4月以降、

順次運転開始）の建設工事を進めています。泉北天然ガ

ス発電所は、他燃料に比べて環境負荷の小さい天然ガス

を燃料とすることに加えて、発電効率の高いガスタービン

コンバインドサイクル方式の採用等により、環境にやさしい

発電所として電力の安定供給に貢献します。 

　また、電力事業を本格展開するとともに、天然ガス事業

の広域展開、LPG事業等、国内外を問わず、広域的に事

業を発展させていきます。 

マルチエネルギー事業への取り組み gI

詳細はウェブサイトのCSRレポートマップに掲載しています。   

に関するその他取り組みはウェブサイトでご覧いただけます。 レポート 
マップ 

CSR憲章 

● 泉北天然ガス発電所計画の概要 1I

I

ユニバーサルデザインコンロの発売 

「大阪ガスショップ くらしプラス」による 
 様々なサービス展開 

　「大阪ガスサービスショップ　くらしプラス」は、ガスの使

用開始手続き等の大阪ガスからの委託業務の他、ガス機

器の販売・修理、リフォーム事業等をはじめ、全てのメーカー

のガス機器修理承りや、住まいの修繕・メンテナンス、住宅

用火災警報器「けむぴこ」やホームセキュリティ「アイルス」

等、サービスメニューを幅広く拡充し、地域のお客さま窓口

として快適な暮らしをお手伝いしています。今後とも多様化

するお客さまのニーズを的確に捉え、さらにサービスメニュー

の充実を図ることで、お客さまの住まい・暮らしの価値向上

にワンストップで貢献していきます。 

Plan

Action

Check

Do

http://www.osakagas.co.jp/company/csr/reportmap/

泉北天然ガス発電所（建設中） 

ユニバーサルデザインコンロ 

● 消費者団体さまとの対話 2I

　あらゆるお客さまにとって使いやすいユニバーサルデザイン（UD）

の考え方を取り入れた商品に対するニーズの高まりに応える

ため、大阪ガスでは商品の使い勝手の良さについても評価

改良に努めています。こうした観点から、より本格的なUD面

での評価検証のもとに商品開発したビルトインコンロ「Udea

（ユーディア）」を2007年10月に発売しました。今後もこうし

たUDを追求したガス機器の開発を進めます。 
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大阪ガスグループ環境行動基準 
　大阪ガスグループは、1992年に「環境基本理念」を制

定し、環境保全はエネルギー事業者にとって極めて重要な

使命であること、すなわち、われわれの事業活動全てが環境

と深く関わっていることを認識し、より一層環境との調和を図っ

ていくことを掲げています。さらに、理念を具体的な行動レ

ベルに展開した3つの基準からなる「環境行動基準」を定め、

この基準に基づいた環境行動を推進しています。なお、

2006年4月に「大阪ガスグループCSR憲章」を制定した際、

「環境基本理念」を、その一項目として統合しました。 

 

　大阪ガスは、1997年以降、各部門で順次ISO14001の

認証取得を進めた結果、2005年度までに7つのEMSで全

社をカバーすることができました。2006年度からは、CSRの

一層の推進や管理のさらなる効率化等を目的に、EMSの

全社統合を進め、2007年6月に統合運用を開始し、同12月

に統合認証を取得しました。 

大阪ガスのISO認証取得状況 

関係会社におけるEMS導入状況 

■ 関係会社におけるEMS導入状況 

ISO14001 

エコアクション21＊1等外部認証 

大阪ガス版EMS（OGEMS�）＊2

認証取得済 認証取得予定 
（2008年度） 2007年度 

1社 

4社 

17社 

20社 

8社 

26社 

1社 

- 

49社 

累計 

2007

267 

105 

24 

2,938 

157 

1,126 

122 

3.5 

150

2006

258 

115 

24 

2,913 

131 

1,177 

215 

4 

145

2005（年度） 

大気 

産業廃棄物＊4

大阪ガス＊1 関係会社＊2 計 

一般廃棄物 

掘削土最終処分量（万t） 

水使用量（万ｍ3 ）＊5

260 

127 

17 

3,358 

198 

1,120 

177 

5 

151

2007

2,089 

- 

319 

92,679 

10,047 

831 

540 

- 

621

2006

2,140 

- 

497 

78,286 

9,086 

1,062 

773 

- 

698

2005

1,966 

- 

452 

75,447 

7,869 

1,086 

850 

- 

525

2007

2,356 

105 

343 

95,616 

10,204 

1,957 

662 

3.5 

771

2006

2,398 

115 

521 

81,198 

9,218 

2,240 

988 

4 

842

2005

2,226 

127 

469 

78,805 

8,067 

2,207 

1,027 

5 

675

CO2（千t）＊3 

CH4（t） 

NOx（t） 

発生量（t） 

最終処分量（t） 

発生量（t） 

最終処分量（t） 

環境マネジメントシステム（EMS） 

大阪ガスグループの主な環境負荷 

● 

基準Ⅰ 大阪ガスグループの事業活動にお
ける環境負荷の軽減 

基準Ⅱ 大阪ガスグループの製品・サービス
による環境負荷軽減への貢献 

基準Ⅲ 地域および国内外における環境改
善への貢献 

大阪ガスの 
 取り組み 

環境負荷の軽減 

PlanPlan

今後の取り組み 
環境技術開発 

ActionAction

P.38

CheckCheck

環境負荷軽減のための
取り組み 

DoDo

P.31～ 

aII

bII

 

● 

EMSや指標を用いた
フォロー P.24～ 

　大阪ガスグループ全体で、効果的かつ整合性のとれた

環境保全活動を積極的に展開していくため、全ての関係

会社において、2008年度中にEMSを導入する計画です。 

＊1 環境省策定のガイドラインに基づく主に中小企業を対象にしたEMS 
 
＊2 大阪ガスが独自に策定したEMS

＊1：大阪ガスのデータは、都市ガス事業、熱供
給事業、発電事業の3つの事業の合計値。詳
細は巻末のデータ集（P.61）をご覧ください。 
＊2：関係会社については、海外およびデータ把
握が困難なテナント入居の会社を除いて過去
3年のデータを集計。ただし、会社の統廃合に
より、年度および項目によって、集計会社数は
異なります。 
＊3：購入電力を削減した際のCO2排出削減効
果を適切に評価することを重視し、火力電源平
均係数（0.69kg-CO2/kWh）を用いて算定した
CO2排出量を管理対象としています。 
＊4：産業廃棄物の大阪ガス分には、使用済み
ガス機器・住設機器分を含みません。 
＊5：水使用量は上水・工水を合わせた量。 
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環境経営指標 

　大阪ガスは2003年度から「環境経営指標」を導入・運

用し、都市ガス事業に伴う環境負荷を単一指標で表し、環

境経営の進展度合いを継続的・一元的に評価しています。

事業活動に伴う主な環境負荷について、負荷の発生量や、

抑制量（1998年度基準）を金額換算し、環境負荷の軽減

を定量的にフォローする仕組みにしています＊1。 

　そのうち、主なものは「環境経営効率」で、ガス販売量あ

たりの環境負荷発生量を示しています。これは環境負荷発

生量（CO2、NOx、COD＊2、産業廃棄物・一般廃棄物の最

終処分量、掘削土の最終処分量）をそれぞれ金額換算し

て合算し、それをガス販売量で割ったものです。数字が小さ

いほどガス販売量あたりの環境負荷が軽減されていること

になります。中期目標を設定し、フォローを行っています。 

重要な環境負荷を「金額換算」して指標化 

環境会計 

　投資については、省エネルギー設備改修の一巡で減少する一方、掘削土を減らす非開削工法関連の投資等を行い、全体

では前年度より2億円増加しました。また、費用については、グリーン購入の定義を見直し、全ての洗い出しを行った結果、品目

の範囲が拡大し、計上額も大幅に増加しました。 

2007年度の集計結果（大阪ガスの都市ガス事業に関して） 

http://www.osakagas.co.jp/company/csr/reportmap/詳細はウェブサイトのCSRレポートマップに掲載しています。 

cII

dII

■ 環境経営効率（円／千m3） 

自社業務における 
環境負荷発生量の 
金額換算値 

ガス販売量 

（注）2007年度：ガス販売量8,887百万m3、ガス導管工事延長909km。 
＊1 購入電力のCO2排出量は火力電源平均係数で算出（0.69kg-CO2/kWh）。 
＊2 NOX、COD、CO2、産業廃棄物、一般廃棄物はガス販売量1m3あたりの数値を算出。 
　 残土最終処分量はガス導管工事1kmあたりの数値を算出。 

※2007年度費用については、従来の方法では166百万円、新方式では2,000百万円となりました。 

＊3 NOX、CODについては設備ごとに規制値水準との差を計上。CO2、産業廃棄物、一般廃棄物は1998年度をベースとした原単位 
　  （ガス販売量1m3あたりの量）の差に当該年度の販売量を乗じた数値。 
　   残土最終処分については、掘削土の発生抑制量と再生利用量から、海面埋立処分抑制量を算出。 

＊1「環境経営指標」として、当社の事業における環境負荷の軽減に関し「環境経営効率」「環境負荷抑制
量金額」「環境負荷抑制効率」の3つ、お客さま先における環境負荷軽減への貢献に関し「環境負荷抑
制量金額」「環境負荷抑制効率」の2つの計5指標を設けています。 

＊2 COD：化学的酸素要求量。数値が高いほど水中の汚染物質の量が多いことを示しています。 
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実績値 2008年度目標値 
（円／千m3 )

（年度） 

①環境保全コスト 

③環境保全効果（物量効果） （環境保全による社会的効果の金額換算） 

②内部経済効果（経費削減等の節約効果） 
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31 

17 
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0 

0 
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0 
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2007
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175 

160 
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200
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2006

60 
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43 
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1 

73 
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1,188 

127 

215

2,862

2007

0.68 

0.31 

12.95 

5.02 

38 

0.01 

0.11

2006

0.75 

0.23 

11.00 

5.18 

43 

0.02 

0.12

2006
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96 
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40 
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t 

t 

千t-CO2 

千t-CO2 

千t 

t 

t

2007

6.07 

2.76 

115 

45 

35 

122 

943

2007

24.04 

9.63 

21 

37 

83 

1,211 

5,100

2007

2,215

9 

14 

73 

130 

1,830 

4 

156

2006

2,224

10 

14 

131 

122 

1,792 

3 

151

4,861

2007

4,799

246

-308

掘削土の発生抑制、 
再生利用による 
経費削減効果額 

有価物（LNG冷熱） 
売却額 

省エネルギー・ 
省資源等による 
経費削減額 

合　計 4,737

2006

4,864

240

36

5,140

環境負荷発生の抑制による社会
的効果を金額換算。残土最終処
分量についてCVM（環境保全に
対する住民の支払い意志額を調
査し、保全価値を金額換算する方
法）により算出した原単価を用い、
それに抑制量を乗じた額を環境保
全効果額として算定。他の環境
負荷についても内外の環境損害
コスト等の研究事例をもとに環境
価値金額に相当する原単位を選
定し、それぞれの負荷についての
当社の抑制量を乗じて環境保全
効果額を算定。 

環境保全コスト項目 

環境負荷水準＊2 環境負荷抑制量＊3環境負荷総量 

合　　　計 

合　　　計 

経費削減効果 

経済効果（百万円） 

社会的効果（百万円） 

主な内容 

投資額（百万円） 費用額（百万円） 

自社業務 

地球環境 

公害防止 

資源循環 

環境マネジメント 

その他 

環境R&D 

使用済みガス機器再資源化 

 

NOX（製造所） 

COD（製造所） 

CO2（製造所）＊1 

CO2（事務所等）＊1 

残土最終処分量 

一般廃棄物処分量 

産業廃棄物処分量 

省エネルギー設備関連費用等 

大気・水質汚染防止設備関連費用等 

掘削残土再生、廃棄物管理費用等 

グリーン購入※、環境教育、EMS構築、環境対策組織等のコスト 

工場緑化、環境保全関連補償金等 

環境負荷低減技術、環境配慮型商品研究開発 

販売したガス機器の回収リサイクルコスト等 

自主緑化、環境広告、環境情報公表等のコスト 

お客さま先 
での環境 
負荷改善 

163 154

 

※ 

※冷熱発電の稼働率低下に伴う購入電力増加による費用増。 

社会貢献活動 
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中長期目標と2007年度実績 
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環境との調和と持続可能な社会への貢献 
CSR憲章 II

　2005年度に策定した2006～2008年度の新中期経営計画「Design 2008」に基づき、環境目標の実績フォローを行っています。 

　大阪ガス単体だけでなく、大阪ガスグループ全体にも対象を広げ、定量目標10項目を含む16項目について、2008年度に

加え、2010年度目標も設定し、達成に向けて取り組んでいます。 

＊1 購入電力使用に伴うＣＯ2排出量算定の際の排出係数は、削減効果を適切に表すために0.69kg-ＣＯ2/kWh（火力電源平均係数）を用いています。 
＊2 ＣＯ2、ＮＯx、ＣＯＤ（化学的酸素要求量）、廃棄物、掘削土の5つの環境負荷をそれぞれ金額換算して合算したものを、ガス販売量で割って算出。 
＊3 掘削土の再生利用率は、ガス導管工事で使用した再生材料の利用量を、ガス導管工事で発生した掘削土の量で割って算出。 
＊4 最終処分量を発生量の3％未満にする。　＊5 使用済みガス機器・住宅設備機器を除く。 
＊6 19９8年度を基準年度として、コージェネレーションシステム、ガス空調、高性能工業炉等の高効率機器・システムの普及を通じて抑制されたＣＯ2量を算出。 
＊7 熱供給・発電事業を除く。 
＊8 ・エコアクション21：環境省策定のガイドラインに基づく主に中小企業を対象にした環境マネジメントシステム。 
　  ・大阪ガス版ＥＭＳ：大阪ガスが独自に策定したＥＭＳ（環境マネジメントシステム）。 
＊9 日本国内の従業員数11人以上の関係会社。 

大
阪
ガ
ス 

関
係
会
社 

基
準
Ⅰ 

事
業
活
動
に
お
け
る
環
境
負
荷
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・
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ス
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の
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環
境
改
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へ
の
貢
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主要施策 目標項目 2007年度実績 2008年度中期目標 評価 関  連 ページ 

P.31 

P.24

天然ガスおよび 
省エネルギーシステム・ 
機器の普及促進 

技術開発の推進 

使用済みガス機器の 
再資源化 

環境コミュニケーション 
活動の展開 

環境関連の新技術 
開発とその普及 
（ガス機器 
システム以外） 

（ ） 

備考 2010年度 数値目標 （ ） 

○ 

 

○ 

○： 達成見込 

△： 達成に向けて努力中 

○ 

 

△ 

 

○ 

 

○ 

 

△ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

環境経営効率の 
向上＊1

環境マネジメントシステム 
（EMS）の導入･定着 

事業活動における 
CO2排出抑制 

P.25 

 

P.31 

 

P.35 

 

P.35 

 

P.35 

 

P.35 

 

P.33 

 

P.33 

 

P.35 

 

P.44 

 

P.45 

 

P.38 

 

P.39 

 

P.39

15.4g-CO2/m3 

（2000年実績比　▲28％） 

75％以上 

最終処分量をほぼゼロにする 

再資源化率　90％以上 
最終処分量　100t以下 
（2000年実績比　▲90％） 

再資源化率　95％以上 
最終処分量　180ｔ以下 
（2000年実績比　▲85％） 

2004年度比　▲3.5％ 

全ての関係会社＊9で 
取得・導入 

190円/千m3 

（2000年実績比　▲62％） 

15.1g-CO2/m3

75％以上 

最終処分量を 
ほぼゼロにする 

再資源化率 90％以上 
最終処分量 100t以下 

再資源化率 95％以上 
最終処分量 170ｔ以下 

250万t-CO2 
（対1998年度） 

90％以上 

2004年度比 
▲4.5％ 

185円/千m3 
 

再資源化率　89％ 
最終処分量　122t 
（2000年実績比　▲88％） 

再資源化率　95％ 
最終処分量　155ｔ 
（2000年実績比　▲82％） 

ISO14001：1社（累計20社） 
エコアクション21等外部認証：4社 
（累計8社） 
大阪ガス版EMS：17社（累計26社） 

2004年度比▲12.3％ 

最終処分量 2.9t（発生量の1.6％） 
　一般廃棄物 0.6t 
　産業廃棄物 2.3t

ISO14001、エコアクション 
21等の認証取得または 
大阪ガス版EMS導入＊8

ガス販売量1m3あたりの 
CO2排出量の低減 

掘削土の再生 
利用率の向上＊3

都市ガス製造所での 
ゼロエミッション＊4

製造所以外での 
一般廃棄物の削減と 
再資源化率の向上 

製造所以外での 
産業廃棄物の削減と 
再資源化率の向上＊5

家庭用も含めた 
コージェネレーション 
システムの効率向上 

再資源化率の 
向上 

環境一善活動の 
推進 

環境啓発活動の 
推進 

環境技術の 
国内外への普及 

再生可能エネルギーの 
導入促進 

売上高あたり 
CO2排出量の低減＊7

お客さま先での 
CO2排出量の抑制＊6

ガス販売量千m3あたりの 
環境負荷発生量 
（金額換算値）の低減＊2

都市ガス事業における 
CO2排出抑制＊1

導管工事における 
掘削土の再生利用 

都市ガス事業における 
廃棄物の削減と 
再生率向上 

215万t-CO2 
（対1998年度） 

一層の効率向上 

90％以上 

各事業所における地域と 
一体となった環境活動の実施 

当社施設を利用した環境学習や 
啓発イベントの実施、学校の 
環境教育への支援（講師派遣等） 

・コンパクト水素製造装置の普及 
・排煙を処理する新触媒技術の普及 
・吸着式消化ガス貯蔵技術の普及 

・バイオマス、廃棄物からの 
メタン発酵技術の開発 

・風力発電事業の 
取り組み推進 

217万t-CO2 
（対1998年度） 

1,000kW高効率ガスエンジンを 
開発・商品化し、販売開始 

90％ 

継続して地域と一体となった 
環境活動を展開中 

エネルギー環境教育 
（出張授業）を410回実施 

・大阪府庁前に水素ステーションを開所 
・排煙NOx除去装置が本格採用 
・吸着式バイオガス車両、貯蔵設備が採用 

・高効率メタン発酵技術の 
 実証試験を開始 

18.0g-CO2/m3 

（2000年実績比　▲16％） 

84％ 

154円/千m3 

（2000年実績比　▲70％） 

・広川明神山風力発電所 
（和歌山県）を建設中、 
2008年度稼働予定 
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※ LCA（Life Cycle Assessment）: 製品やサービスについて、使用される資源の採取から製造、
輸送、使用、リサイクル、廃棄にいたる全ての工程での資源やエネルギーの消費、環境へ与え
る負荷の程度をできる限り定量的かつ総合的に調査・分析・評価する手法。 

（出典） 
「LNG及び都市ガス13Aのライフサイクル温室効果ガス排出量の将来予測」 
（「エネルギー・資源」第28巻、第2号　2007年3月） 

石炭 石油 LPG LNG（天然ガス） 

■ 排出量評価 

生産 

輸送 

設備 

燃焼 

合計 

比率 

4.58 

1.71 

0.11 

88.53 

94.93 

157

4.06 

0.79 

0.08 

68.33 

73.26 

121

4.94 

1.80 

0.11 

59.85 

66.70 

110

9.17 

1.97 

0.04 

49.40 

60.58 

100

（g-CO2/MJ、総発熱量基準） 

（t） （％） 
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CO2排出等 

ガス販売量あたりのCO2排出量 CO2排出量 （万t-CO2） （g-CO2/m3） 

0
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5
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15

0
2004 2005 2006 20072003

（年度） 

CO2排出量（注） 

 ……………  

 

 
11.5万t-CO2

 

 

（7.1万t-CO2） 

ガス販売量1m3あたりのCO2排出量（注） 

 　…………………  
 

NOx排出量   …………………… 

 
12.9g-CO2/m3

 
 

（8.0g-CO2/m3） 

6t

バリューチェーンでの環境負荷 
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冷熱の活用による自家発電量3,456万kWh

ガス圧の活用による自家発電量2,804万kWh

化石燃料の中で最もCO2排出量の少ない天然ガスを原料としています。 
さらに、以下のような取り組みも実施されています。 

天然ガス田採掘現場および液化設備での取り組み例 
○採掘現場で使用する電力の発電用燃料として、環境負荷の少ない天
然ガスを使用。 

○廃熱回収を実施して発電効率を上げることにより、発電量あたりの環
境負荷を低減。 

海上輸送での取り組み例 
○航海中の燃料として、環境負荷の少ない天然ガスを併用。 

LCAによる化石燃料の温室効果ガス排出量（CO2換算）評価 

下表はライフサイクルアセスメント（LCA※）手法により化石燃料が採掘
され燃焼するまでの各段階における温室効果ガス排出量（CO2換算）の
比較を示します。LNGは、温室効果ガス排出量が化石燃料の中で最
も少ないクリーンなエネルギーです。 

海　外 ［大阪ガス輸入相当分］ 国　内 ［大阪ガス］ 

購入電力 …………  
都市ガス …………  
工水・上水 ………… 

12,497 
1,279 
117

万kWh 
万m3 
万m3 

都市ガス製造所エネルギー消費 

INPUT

OUTPUT

廃棄物 
一般 発生量………… 

 最終処分量…… 

 再資源化率…… 

63t 
0.6t 
99％ 

産業 発生量………… 

 最終処分量…… 

 再資源化率…… 

124t 
2.3t 
98％ 

LNG輸入量 

731万t
LNGの発熱量54.5GJ/t（地球温暖化対策推進法の省令値） 

 

L N G（ 液 化 天 然 ガ ス ） 

天然ガス田採掘 液化設備 LNGタンカー輸送 

都市ガス製造所（生産） 

http://www.osakagas.co.jp/company/csr/reportmap/詳細はウェブサイトのCSRレポートマップに掲載しています。   



廃棄物 
一般 発生量…… 

 最終処分量… 

 再資源化率… 

1,063t 
 122t 
89％ 

産業 発生量…… 
 最終処分量… 

 再資源化率…  

2,814t 
155t 
94％ 

（千t） （％） 

0

1

2

50

100

0
2004 2005 2006 20072003

（年度） 

再資源化率（一般廃棄物・産業廃棄物 計） 最終処分量 

CO2排出 

（g-CO2/m3） （万t-CO2） 

0

4

8

5

10

0
2004 2005 2006 20072003

（年度） 

ガス販売量あたりのCO2排出量 CO2排出量 

4.5万t-CO2 
（3.1万t-CO2） 

CO2排出量（注） 

 …………  

 

  5.0g-CO2/m3 
（3.5g-CO2/m3） 

ガス販売量1m3あたりのCO2排出量（注） 

 ……… 

掘削土 
発生量……… 

最終処分量…… 

再生利用率…… 

100万t 
3.5万t 
84％ 

ポリエチレン管 
最終処分量……… 

リサイクル率… 

0t 
100％ 

廃材量………… 

リサイクル量…… 

152t 
152t 

（t） （％） 

0

25

50

50

100

0
2004 2005 2006 20072003
0 0 0 00

（年度） 

リサイクル率 最終処分量 

お客さま先でのCO2排出 
CO2排出量 

……… 2,035万t-CO2
 

使用済みガス機器・住設機器※ 
発生量 ……… 4,327t 
  （内、使用済みガス機器 
    回収量 …… 3,894t） 

再資源化率 …… 82％ 
最終処分量 …… 786t
※サービスチェーン等による回収分 
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（注）大阪ガスでは、CO2排出量の計算に際して購入電力を削減した効果を適切に評価することを重視し、電気の排出係数は火力電源平均係数（0.69kg-CO2/kWh）を用いて算定したCO2排出量を
　　管理対象としています。（　）内は参考として関西電力の排出係数（0.338kg-CO2/kWh：2006年度実績値）を用いて算定したCO2排出量。 

 3,767 
666 
 

1,015 
42 
 8 
 34

INPUTINPUT

事業所等エネルギー消費 都市ガス販売量 

都市ガス販売量8,887百万m3
 
 

 

OUTPUT OUTPUT OUTPUT

都市ガスの性状 

（注）2003年3月からの 
　　適用値です。 

総発 
熱量 

 CO2  排出係数 

45.0MJ/m3N

50.9g-CO2/MJ

（約10,750kcal/m3N） 

（2.29kg-CO2/m3N） 

都 　 市 　 ガ 　 ス  

事業所等 お客さま（都市ガスご使用） ガス導管 
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環境との調和と持続可能な社会への貢献 
CSR憲章 II

詳細はウェブサイトで 

購入電力……… 
都 市ガス……… 
車両燃料 
 ガソリン……… 
  都市ガス……… 
  軽 油……… 
上 水………… 

万kWh 
万m3 
 
kl 
万m3
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200 0.69 138

200kWhの電気を節約した場合のCO2排出削減量計算式 

削減されるCO2排出量 

　日本のCO2排出量の約3割は、発電から発生しています。省エネルギー等の取り組みにより電気の使用を減らした

場合、そのCO2削減効果が適切に評価されることが、省エネルギー等の取り組みを加速する上で重要です。 

CO2削減効果の適切な評価方法について 

削減されるCO2排出量 電気の使用削減量 

参 考 

（kg-CO2） （kWh） 
マージナル係数 0.69

（kg-CO2/kWh）  
マージナル係数 0.69

（kg-CO2/kWh） 
マージナル係数 0.69

（kg-CO2/kWh） 

火力発電所で1kWhの電気を作った 
ときに排出されるCO2量 

24時 

（kWh） （kg-CO2/kWh） （kg-CO2） 

200kWh節約 
200kWh発電 

火力発電 

火力発電 

原子力発電 

水力発電 

原子力発電 

水力発電 

ビル 400kWh使用 

工場 500kWh使用 

200kWh
削減 

CO2

マージナル電源 
（火力発電） 

400kWh発電 

マージナル電源 
（火力発電） 

火力発電の出力によって 
電気の総供給量が調整される 

CO2排出のないベース電源は 
調整されない 

CO2 CO2 CO2 CO2 CO2

500kWh発電 
（原子力・水力発電） 

ビル 400kWh使用 

工場300kWh使用 

500kWh発電 
（原子力・水力発電） 

ベース電源 ベース電源 

http://www.osakagas.co.jp/company/csr/reportmap/詳細はウェブサイトのCSRレポートマップに掲載しています。   

電気の使用を減らすことによるCO2削減効果について 
　－「マージナル係数」を用いた適切な評価－ 
 

　省電力によるCO2削減効果は、電力需要の増減により年間発電量に影響を受ける電源（「マージナル電源」と呼び

ます）がどのような電源であるかを考慮して評価する必要があります。 

　日本ではマージナル電源は当面火力発電と考えられます。このため電気の使用を減らした場合のCO2削減効果は、

火力発電の稼働が減るとして、「火力電源係数」を用いて計算し評価することが妥当です。この考え方は、国際的な規

格にも整合しており、国内の各種行政資料においても採用されています。 

 
　　　「排出量の算定」と「排出削減効果の算定」 

　排出量の算定においては、一般的に原子力や水力も含む全電源平均係数を用います。地球温暖化対策推進法による電気の使用によるCO2の排出
実績量の算定・報告でも基本的にこの方法によります。 
　しかし、排出削減効果の計算で、この全電源平均係数を用いると、電気の使用を減らしても影響を受けない原子力や水力の発電量も減ったとみなすこと
になり、CO2削減量が過少評価されることになります。「排出量の算定」と「排出削減効果の算定」では、排出係数を使い分けることが必要です。 

■ CO2排出削減量の算定式 

　電気の使用を減らした場合のCO2削減効果は、マージナル係数である火力電源係数（0.69 kg-CO2/kWh）を用いて

以下の式で計算します。 

■ 200kWhの電気を節約した場合のCO2排出削減量の算定例 

138kg-co2

CO2削減対策前 CO2削減対策後 

上の図について説明した動画をご覧いただけます。 
 

http://www.osakagas.co.jp/company/csr/co2movie/index.html

6時 
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マージナル係数 0.69
（kg-CO2/kWh）  

マージナル係数 0.69
（kg-CO2/kWh） 

　日本の電力は主に火力、原子力、水力の各発電所から供給されています。原子力発電は定期検査等以外は一定運

転されています。水力発電は、ランニングコストが安く、最大限利用され、年間発電量は降雨量、降雪量に依存します。

一方、火力発電は需要の増減により年間発電量が変動します。 

　従って、マージナル電源は、当面「火力発電」と考えられます。 

 

CO2削減効果算定の国際基準・国内基準 

　日本の電力は主に火力、原子力、水力の各発電所から供給されています。原子力発電は定期検査等以外は一定運

転されています。水力発電は、ランニングコストが安く、最大限利用され、年間発電量は降雨量、降雪量に依存します。

一方、火力発電は需要の増減により年間発電量が変動します。 

　従って、マージナル電源は、当面「火力発電」と考えられます。 

 

　削減量を算定するための電気の係数として、対策により削減さ
れる電源を想定し、マージナル係数を求め、その係数を用いて削減
量を算定する方法が示されています。 
　同ガイドラインの考え方に基づく場合、企業等が実施する省エネ
ルギー・省電力等による削減量算定のマージナル係数は火力電
源係数と考えられます。 
 

 
ＧＨＧプロトコル「系統電力削減量算定ガイド 
ライン」における削減量算定方法 

電力使用量に応じて 
発電量が変動【マージナル電源】 

CO2を排出する 

CO2を排出しない 
発電量は一定【ベース電源】 

電
力
量
 火力 

原子力 

水力 

15時 
���

24時 24時 

■ 電源別発電パターンイメージ 

原子力・水力は、最大限稼働しています。 
また、これらの発電ではCO2は排出されません。 

電気の使用量を減らすと、CO2を排出する 
「火力発電による発電量」が減少します。 

CO2削減対策効果は、 
「火力発電の発電量がどれだけ減ったか」 
で評価します。 

1
日
の
流
れ 

環
境
と
の
調
和
と
持
続
可
能
な
社
会
へ
の
貢
献 

環境との調和と持続可能な社会への貢献 
CSR憲章 II

詳細は（社）日本ガス協会のウェブサイトをご覧ください。 http://www.gas.or.jp/kankyo/co2h.pdf

マージナル電源は「火力発電」 

　購入電力を減らすことによるCO2削減効果をマージナル係数（日本では火力電源係数）を用いて算定する方法が、

国際的に標準的な考え方です。国連の京都議定書に基づくCDM（クリーン開発メカニズム）に用いられており、国際

的な標準規格であるＧＨＧプロトコルの「系統電力削減量算定ガイドライン」にもこの考え方が示されています。 

　また、国内においても、政府の省エネルギー等に関するガイドライン等にこの考え方が記載されています。 

◆中央環境審議会地球環境部会 
　目標達成シナリオ小委員会中間取りまとめ 
　（平成13年6月） 

◆環境報告ガイドライン（2007年度） 
　〈環境省　平成19年6月〉 

◆グリーン庁舎基準及び同解説 
　（官庁施設の環境保全性に関する基準及び同解説） 
　〈国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 
　　社団法人公共建築協会発行　平成17年版〉 

◆グリーン診断・改修計画基準及び同解説 
　（官庁施設の環境保全性に関する診断・改修計画基準及び同解説） 
　〈国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 
　 　財団法人建築保全センター発行　平成18年版〉　　　　 

マージナル係数（火力電源係数）が 
採用されている行政資料 

0
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事業活動での温室効果ガス排出量削減への取り組み 

CO2等の排出状況 

　大阪ガスグループでは、事業活動における環境負荷の軽減に努めています。特に、地球温暖化防止のため、温室効果ガ

ス排出量の一層の削減に向け、事業活動でのエネルギー管理の徹底・効率化を推進しています。 

■ 大阪ガスグループの温室効果ガス排出状況 

■ 大阪ガスの都市ガス事業でのCO2 排出量推移 

大阪ガスグループの温室効果ガス排出状況 

大阪ガスの都市ガス事業でのCO2排出量推移 

大阪ガスのメタン排出状況 

　大阪ガスグループでは、大阪ガスの都市ガス事業でのエ

ネルギー起源CO2とメタン、熱供給・発電事業および関係

会社でのエネルギー起源CO2を管理対象として、削減に努

めています。 

　大阪ガスの排出する温室効果ガスには、CO2の他に都市ガスを製造・供給する過程での成分の測定やガス工事の際に排

出するメタン（ＣＨ4）があります（2007年度105t）。排出量の少ない測定機器の導入やメタンの回収およびガス工事の工法

の工夫等によって排出削減に努めています。 

（参考）状況把握としてのCO2排出量推移 

CO2（千t-CO2） 

都市ガス事業 

製造所 

事業所等 

熱供給事業 

発電事業 

年度 2003 2004 2005 2006 2007

CO2排出量（千t-CO2） 

排出原単位（g-CO2/m3） 

ガス販売量（百万m3） 

84 

10.8 

7,766 

0.260

84 

10.4 

8,053 

0.261

100 

11.8 

8,448 

0.356

99 

11.3 

8,738 

0.358

102 

11.5 

8,887 

0.338

注）購入電力の排出係数は、関西電力公表値（販売電力量あたり）を使用。 
各年度直近値（前年度）を使用（ex.2007年度の排出係数は2006年度の実績値） 

2003 2004 2005 2006 2007

76社 

1,689 

155 

141 

94 

47 

15 

- 

1,534 

 

141

2,010 

252 

143 

101 

42 

14 

95 

1,757 

 

93

2,226 

260 

145 

102 

43 

13 

101 

1,966 

 

127

2,398 

258 

141 

96 

45 

14 

103 

2,140 

 

115

2,356 

267 

160 

115 

45 

15 

93 

2,089 

 

105

81社 81社 81社 77社 

管理対象環境負荷 

2003 2004 2005 2006 2007（年度） 

事務所等 製造所 ガス販売量1m3 あたりのCO2 排出量 

0

50

100

150

0

10

20

30

（千t-CO2／年） （g-CO2／m3） 
※ 

94 101

18.118.1 17.817.8

47 42

143141

102

17.217.2

43

145

96

16.216.2

45

141

115

18.018.0

45

160

〈管理対象環境負荷とは〉 
大阪ガスでは、購入電力を削減した効果を適切に評価することを重視し、電気の排出係数は火力電源平均係数（0.69kg-CO2/kWh）

を用いて算定したCO2排出量を管理対象としています。 

※電気のCO2排出係数：火力電源平均係数0.69kg-CO2/kWh。 
　（中央環境審議会地球環境部会「目標達成シナリオ小委員会中間取りまとめ（2001年7月）」参照） 
 

電気のCO2排出係数（kg-CO2/kWh） 

大阪ガス 

大阪ガス 

関係会社 

年度 

http://www.osakagas.co.jp/company/csr/reportmap/詳細はウェブサイトのCSRレポートマップに掲載しています。 

メタン（t-CH4） 

　2007年度の大阪ガスの都市ガス事業におけるCO2排出

量は160千tで、前年度より19千t増加しました。都市ガス製

造所での購入電力量が増加したことと、都市ガス製造以外で、

GTL※実験に伴う都市ガス使用量等の増加（CO2換算約5

千tの増加）によります。 

　前者については、従来、製造所内のLNGの冷熱を利用し

た冷熱発電で、都市ガス製造に必要な電力の約半分をまかなっ

ていましたが、一部の冷熱発電設備の稼働率低下による発

電量減少に伴い、外部からの購入電力量を増やしたことによ

ります（CO2換算約21千tの増加）。 

　今後も、稼働している冷熱発電設備のより一層の活用や、

オフィス等での省エネルギーのさらなる徹底を行い、CO2排

出を最大限抑制して、目標達成へ向け努力します。 

※GTL:Gas to Liquids（P.38参照） 

注）購入電力の使用に伴うCO2排出量は、各年度の電力使用量×各年度の排出係数で算定。 
各年度間のCO2排出量の差異は、排出削減効果を表すものではありません。 
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4,122

冷熱発電 膨張ターピン BOG※再液化 

0

1,000

2,000

3,000

4,000 653

953

2,517

4,031

708

969

2,354

4,194

749

1,000

2,445

4,085
596

1,036

2,453

3,391

702

1,143

1,546

※BOG：LNGがタンク内で蒸発して発生するガス（Boil off Gas） 

2003 2004 2005 2006 2007 （年度） 

2003 2004 2005 2006 2007（年度） 

電力 その他エネルギー 
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環境との調和と持続可能な社会への貢献 
CSR憲章 II

（千t） 
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CO2排出量削減への取り組み 

■ LNG冷熱利用量 

■ エネルギー使用量削減によるCO2排出抑制 

関係会社のCO2排出量 

都市ガス製造所での取り組み 

　大阪ガスでは、都市ガスを製造する工程で発生するLNGの

冷熱やLNGを気化した際に生じるガス圧力等、従来、未利用

であったエネルギーを利用して発電しています。また、クリーン

な天然ガスを燃料とする高効率ガスタービンコンバインドサイ

クル発電や、製造工程の高効率化等を行っています。これら

の取り組みによって購入電力を削減し、CO2排出を抑制して

います。 

事務所等での取り組み 

　ISO14001に基づく環境マネジメントシステムを構築し、

各事業部・各組織の事務所等において、エネルギー管理

およびCO2排出量の目標管理を行っています。この仕組み

のもと、従業員一人ひとりの地道な省エネルギー活動の推

進や、省エネルギー機器の導入等の設備改善により、CO2

排出量の削減に努めています。 

　また、社員向けにイントラネットを活用した環境教育およ

びそのツールの整備を進め、社員の省エネルギー・環境保

全への意識を高めています。さらに、ＬＮＧの卸販売事業に

おいて、鉄道を利用するなど、物流でのＣＯ2削減にも努め

ています。 

エネルギー使用量削減によるCO2排出抑制 

18.1 17.8 17.2 16.2
18.0

■ LNG鉄道輸送 

（千t-CO2／年） 

eII

　2007年度の関係会社でのCO2の排出量は、2,089千tと、昨年より2.4％削減しました。積極的な事業展開に伴う排出量増

加等の一方、発電事業者の発電量変動に伴う排出減少やビル管理事業者の省エネルギーへの取り組みにより削減しました。 

　大阪ガスグループでは、会社の規模や業態に応じて、2008年度までにISO14001や大阪ガス版EMS等の環境マネジメントシ

ステムを全社に導入する予定です。この仕組みをもとに、関係会社において、オフィス等でのエネルギー使用量の管理やCO2排

出削減に努めていきます。 

2007年度「第8回物流環境大賞※」 
物流環境負荷軽減技術開発賞受賞 
※主催：（社）日本物流団体連合会 

（注1）1998年度を基準年とし、この年度のエネルギー原単位（エネルギー使用量／
ガス販売量）で事業活動が推移するとしたCO2排出量を対策を行わない場
合の推定値とし、各年度のCO2排出量との差を抑制量としました。その際、
電気のCO2排出係数は、購入電力の削減対策効果を正しく評価するため火
力電源平均排出係数を使用しました。 

（注2）電気のCO2排出係数（火力平均）：0.69kg-CO2/kWh〈中央環境審議会
地球環境部会「目標達成シナリオ小委員会中間取りまとめ（2001年7月）」
参照〉 

　都市ガス製造所での発電や、事務所での省エネルギー

対策等によるエネルギー使用量削減努力の結果、2007年

度は、購入電力の削減により約35千t、その他燃料の削減

により約25千tのＣＯ2排出量を抑制しました。一方、冷熱

発電設備の稼働率が低下したため、ＣＯ2抑制量は前年度

より減少しました。 

　　　 地球温暖化対策推進法（温対法）に基づき、大阪ガスグループ内の特定排出事業所はCO2排出量の報告を行っています。13社27事業所における2007年度のCO2
排出量の合計は、238千t-CO2です。（自社としてのエネルギー消費に伴うCO2排出量。お客さまに販売した電力・熱の製造に伴うCO2排出量は除く） 
〈参考〉 
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お客さま先でのCO2排出量抑制への貢献 
　大阪ガスグループは、エネルギービジネスを中心に事業展開しており、地球温暖化防止のために、自社のみならず、お客

さま先・社会全体でのCO2排出量の一層の抑制に向け、高効率のエネルギー機器・システムや省エネルギーサービスの提

供を積極的に推進・拡大しています。環境にやさしい天然ガスや、コージェネレーションシステム・ガス空調等環境負荷軽減

に寄与する製品・サービスの提供を通じて、お客さまとともに環境負荷の軽減に努めていきます。 

（千t-CO2／年） 

0

1,000

2,000

2003 2004 2005 2006 2007（年度） 

1,058
1,316

1,631

2,068 2,171

■ お客さま先でのCO2排出抑制量（対1998年度）（家庭用を除く） 

業務用・工業用の省エネルギー機器・システムの開発 

業務用・工業用高効率コージェネレーションシステム 

ガス空調システムと高性能工業炉・バーナー 

　ガス空調システムには、ガスエンジンヒートポンプ（GHP）と

ガス吸収冷温水器があり、ともに省CO2化を進めています。

2006年発売の「ハイパワーエクセル」は、消費電力がゼロのう

え、さらに建物内に電力を供給できる発電機能付GHPで、これ

まで給湯等の需要が少なく、コージェネレーションをご利用いた

だけなかった事務所ビル・商業施設のお客さまにもメリットがあ

ります。また、1,400機種にのぼる工業用バーナーの開発をは

じめ、高性能制御システムの開発等、省エネルギー化を追求し、

各業種・業態に対応するトータルテクノロジーを提案しています。

なかでも工場の加熱炉の約50％の省エネルギーを実現するリ

ジェネバーナーの開発・導入を進めています。 

■ ハイパワーエクセルの仕組み 

その他 
補機へ 

インバータ 
コンバータ 
インバータ 
コンバータ 

冷却水 
ポンプ 

ファンモータ 

圧縮機 

電
気 

エンジン 

商用電力 

発電機 ここがポイント！ 

ハイパワー 
機能部分 
ハイパワー 
機能部分 

1次熱交換器 

0

1,000

2,000

3,000 3,000

2,000

1,000

0

（件） 

2003 2004 2005 2006 2007（年度） 

1,278 1,385 1,471 1,5041,203

■ コージェネレーションシステムの累積設置容量・件数 
累積設置容量 累積設置件数 

（千kW） 

2,608

2,210

1,853
1,548

http://www.osakagas.co.jp/company/csr/reportmap/詳細はウェブサイトのCSRレポートマップに掲載しています。 

　コージェネレーションシステム、ガス空調、高性能工業炉

等の高効率機器・システムの普及促進によりお客さま先で

のCO2排出抑制量は、1998年度を基準年度として、2007

年度には約217万tに達しています。 

CO2排出量の抑制 

2,718 　大阪ガスグループでは、大幅な省エネルギーとCO2排出抑

制を実現する天然ガスコージェネレーションの普及に力を入れ

ています。天然ガスで発電し、その排熱を有効利用して温水

等の熱エネルギーを作るシステムで、その経済性、環境性に

対するニーズは年々高まっています。当グループはこれらのニー

ズに応えるために発電効率・総合エネルギー効率の向上や

発電容量のラインナップの拡充、コストダウン等の技術開発

を進めています。例えば、発電効率41.7％の「アドバンスト・ミ

ラーサイクル・ガスエンジン」を開発し、販売を開始しました。

1,000kW以下のクラスで世界最高効率を更新し、大規模な

発電所並みの効率を発揮します。また、小型機種でも「ジェネ

ライト」は総合効率85％とエネルギー効率が高く、導入が

進んでいます。 
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環境との調和と持続可能な社会への貢献 
CSR憲章 II
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家庭用省エネルギー機器の普及拡大 

3,187

10,730

21,338

33,840

45,722
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■ 大阪ガスエリアのエコウィルの普及状況（累計） 

■ エコジョーズの仕組み 

■ 省エネ法基準を満たす機種の販売比率 

■ 「エコウィル」と太陽光発電との組み合わせによる「W発電」 

エコウィル 

　一般のご家庭において、お客さまが、日常生活で省エネ

ルギー・省CO2を実現できる製品として「エコウィル」「エコジョー

ズ」の普及・促進に努めてます。 

　「エコウィル」は、ご家庭で、クリーンな天然ガスで発電し、

その時に出る熱でお湯を沸かし暖房もするガスエンジンコー

ジェネレーションシステムです。それぞれのご家庭の毎日の

電気とお湯の使い方に合わせて、最も省エネルギーとなる

ような運転を自動的に行うので、従来に比べて一次エネルギー

消費量を約22％低減することができます。大幅な省エネル

ギーによりCO2排出量を約32％抑制し、地球環境の保全

に貢献します。 

　現在では、「エコウィル」と太陽光発電との組み合わせに

よる、なお一層環境性に優れたエネルギーシステム「Ｗ発電」

のご提案にも努めています。 

エコジョーズ 

ブルー&グリーンプロジェクト 

　「エコウィル」と「エコジョーズ」の出荷台数に応じて、「ブ

ルー＆グリーンプロジェクト」から資金を提供し、ベトナムにお

いて1台につき1本の植樹を行っています。2006年6月のプ

ロジェクト開始以来、2008年3月末で累計出荷台数は約38

万台であり、機器の普及によるCO2削減量と植樹による

CO2吸収量を合わせると、年間約104千tのCO2削減に貢

献しています。2008年度には目標を「50万台＆50万本」か

ら「100万台＆100万本」に引き上げ、引き続きプロジェクト

の推進に努めています。 

高効率ガスコンロ 

　バーナー形状の工夫や、ごとくの高さ、グリル庫構造の最

適化等の技術開発に取り組み、ガスコンロの高効率化を

進めています。 

インバータ 
コンバータ 

1次熱交換器 1次熱交換器 

約50℃ 

排気口 

約200℃ 

約1500℃ 

バーナー 

水 湯 

あたためられたお湯は、 
1次熱交換器でさらに 
加熱される 

約200℃になった 
燃焼ガスの熱を 
2次熱交換器で再利用 

2次熱交換器 

お湯の流れ2

約50℃になった 
燃焼ガスを排出 

●「エコジョーズ」は東京ガスさまの 
     登録商標です。 

ここがポイント！ 熱利用 

�

送られてきた水は、 
まず2次熱交換器で 
あたためられる 

お湯の流れ 

�

約1500℃で 
1次熱交換器を加熱 

熱利用1

コンロバーナー 
（2006年度基準） 

グリル 
（2008年度基準） 

据置型テーブルコンロ 

2006年度 

100％ 

74％ 

2007年度 

100％ 

87％ 

ビルトインコンロ 

2006年度 

100％ 

90％ 

2007年度 

100％ 

99％ 

fII

　「エコジョーズ」は、排熱を有効利用した、環境にも家計

にもやさしい高効率なガス給湯器です。給湯効率は従来

型の給湯暖房機80％に対し95％、暖房効率は同80％に

対し89％と、大幅な省エネルギーを実現しています。エコジョー

ズ1台あたりのCO2削減量は、1年間にユーカリの木24本

が吸収するCO2量に相当※するという試算もあります。 

※ユーカリの木1本あたりのCO2吸収量を年間9.25ｋｇと想定。 

なお、現在販売しているガスコンロは、全て基準を達成しています。 

「ブルー＆グリーンプロジェクト」は、（財）ベターリビングが主催、日本ガス体エネルギー
普及促進協議会が共催し、大阪ガスをはじめとするガス会社・ガス機器メーカー25社
が参加するプロジェクトです。 
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資源消費の低減と再生資源の利用促進 
廃棄物の発生抑制と再資源化 gII

産業廃棄物 

　2007年度の大阪ガスの産業廃棄物は、発生量、再資源
化率、最終処分量ともほぼ前年度並みとなりました。2008
年度中期目標（95％、180t）をクリアしました。また、2007年
度のゼロエミッション（再資源化率97％以上）達成の事務
所は、前年度の12事業所から16事業所に増加しました。 

資源の再生利用促進 
ガス導管工事における掘削土およびガス導管の再生利用 hII

家電リサイクル法への対応 iII
使用済みガス機器等のリサイクル 

掘削土の発生抑制 

　ガス導管工事での掘削土を減らすため、非開削工法や浅層埋設を推進
してきました。これにより、2007年度は掘削土の発生を83万ｔ抑制しました。 

掘削土の再生利用 

　大阪ガスグループでは、1983年度より「道路廃材総合再利用シス
テム」を構築して、ガス導管工事の際に発生する土砂とアスファルト廃
材の再生利用を促進してきました。ふるい分け簡易判別法（FK法）や
掘削土再生（SR）の利用拡大等を図り、2007年度の再生利用率は
84％となっています。その結果、最終処分量は3.5万ｔに低減しました。 

ガス導管材料のリサイクル 

　工事現場で発生するポリエチレン管（PE管）の廃材のリサイクル
を推進しています。主に、供給管を防護するカバーや導管の埋設位
置を示す杭等にリサイクル利用しています。また、鋼管、鋳鉄管等の
金属管は、電炉メーカーや再生業者を通じてリサイクルを図っています。 

　家電リサイクル法（2001年4月施行）に基づき、家庭用ガ
スエアコンの適正処理に努めています。 

　大阪ガスでは、使用済みガス機器等の回収リサイクルシ
ステムである「e-サイクル」システムを開発し導入しています。
また、2007年2月には、環境省の「電子マニフェスト普及促
進方策」に則り、電子マニフェスト化を実施しました。なお、
2007年度は、回収したガス機器の90％（重量比）をリサイク
ルしました。 

一般廃棄物 

　2007年度の大阪ガスの一般廃棄物は、2006年度と比べて発
生量はほぼ横ばいでしたが、最終処分量が約90t減少したため、
再資源化率は7ポイント向上し89％となりました。分別の徹底が
図れたことが寄与しました。 
　これにより、2007年度のゼロエミッション（再資源化率97％以上）
達成の事業所は前年度の7事業所から10事業所に増加しました。 

水使用量の削減 

　カランの小口径化、混合栓バルブのシングルレバー化や、女
性用トイレに擬音設備を設置するなど節水活動を続けた結果、
製造所以外の上水使用量が前年度から約8％減少しました。 

■ 産業廃棄物最終処分量と再資源化率 

157131198
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最終処分量 再資源化率 （t） （％） 
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■ 一般廃棄物最終処分量と再資源化率 
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■ 水使用量 

製造所 

事業所等 

2005年度 2006 2007
8 9 9

102 99 108
41,782 38,208 38,827

41

上水（万m3） 
工水（万m3） 
海水（万m3） 
上水（万m3） 37 34

■ 掘削土の再生利用率と最終処分量 

2003 2005 2006 2007
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4
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発生抑制量（万t） 

再生利用率（％） 

最終処分量（万t） 
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152
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157
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廃材量（t） 

リサイクル率（％） 

年度 

■ ポリエチレン管のリサイクル率 

2004

■ 家庭用ガスエアコンリサイクル率 
再商品化等処理台数 

5,572台 240t 199ｔ 82％ 

再商品化重量（回収総重量） 再商品化重量 再商品化率※ 

※法の基準60％ 

http://www.osakagas.co.jp/company/csr/reportmap/詳細はウェブサイトのCSRレポートマップに掲載しています。 
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環境との調和と持続可能な社会への貢献 
CSR憲章 II

　2001年から2004年にかけて、石炭ガス製造工場跡地21
カ所を対象に、土壌・地下水の環境リスクを把握するための
自主的な調査を実施しました。調査の結果、土壌汚染対策
法の指定基準を超過する物質が検出された場合は、周辺
の生活環境への影響がないことを確認するとともに、結果を
公表しました。 
　工場跡地の土地改変にあたっては、必要な調査や掘削
土壌の適正処分など適切な対応を実施しています。 

環境リスクへの対応 
土壌・地下水の保全 

グリーン購買、グリーン配送の促進 
グリーン配送 グリーン購買 

アスベストの管理 

化学物質の管理 

化学物質の管理 

　大阪ガスは輸入したLNGを気化し熱量調整を行い都市ガス
として供給していますが、都市ガス製造、供給を通して取り扱う
化学物質はほとんどありません。大阪ガスグループとして左記の
方針で化学物質管理に取り組んでいます。 

ガス機器のエコデザインへの取り組み 

　2006年７月から家電機器ではRoHS指令（欧州）ならびにJ-Moss（日
本）により、鉛やカドミウム等の6種類の特定化学物質が規定値以上含
有しないように設計・製造されています。大阪ガスではJ-Moss規制を超
えた特定化学物質を含有するガス機器の販売は行っておりません。 

　大阪ガスでは2001年に「グリーン配送方針」を制定し、グ
リーン配送を推進しています。事業活動に天然ガス自動車
やハイブリッド自動車等の低公害車を使用することで、大気
汚染物質の排出抑制に取り組んでいます。また、取引先さ
まおよび関係会社に対して、当社の事業所への配送や営
業活動等に低公害車の使用を依頼しています。 

PCB ※廃棄物の管理 

　大阪ガスの所有するPCB含有廃棄物は、法令に基づいて
適正に管理、処理しています。今後も行政指導に従い順次
PCB廃棄物の処理を実施する予定です。 
※PCB：ポリ塩化ビフェニルのことで、人体に有害なことがわかり1974年に製造・輸入が禁止されました。 

2007年1月～2008年3月 

2008年4月～10月（予定） 

堺 

岩崎 

加熱処理、バイオ処理、不溶化処理＊1、 
原位置封じ込め＊2

掘削除去、原位置分解＊3、遮水壁設置 

工場跡地 実施期間 対策工事内容 

■ 土壌対策工事（2006年～2008年度） 

ガス製造、供給設備 

新規設備でアスベストは使用していません。既存設備に使用されている
アスベスト材料は通常の設置状況では、飛散することはありません。これ
らは、整備・回収時に順次非アスベスト製品に取り替えを進めています。 

ガス機器、燃焼設備 

新規ガス機器、燃焼設備でアスベストは使用していません。過去に
販売されたガス機器にパッキン等で一部アスベスト材料が使用され
ていますが、通常の使用状態では飛散することはありません。 

大阪ガスの建物 

建物の吹き付けアスベストは計画的に除去を進めています。お客さ
まにご来場いただくショールーム等の開放部に吹き付けアスベストは
使用していません。 

1. 化学物質の使用に関する関係法令、環境規制を遵守します。 

2. ISO14001等の環境管理活動において、化学物質のリスク 
　アセスメントを実施し、排出の削減に取り組んでいきます。 

3. CSRレポートやウェブサイト等により 
　化学物質管理情報を一般に公開していきます。 

取扱量（t） 排出量（t） 移動量（t） 

0

0

3.45

1.49

3.45

1.49

キシレン 

トルエン 

項目 

■ 大阪ガスのPRTR法※届出対象物質の取扱量・排出量・移動量 

■ 大阪ガスグループの化学物質管理方針 

大阪ガス 
グリーンパートナー制度 
ロゴマーク 

　大阪ガスでは、「グリーン購買指針」（2000年
制定、2005年改定）に基づき、環境への負荷がよ
り少ない物品や工事等を購買する取り組みを取
引先さまと協力して推進しています。関係会社に
対しても、「大阪ガス版EMS」の中でのグリーン購
買の実践を必須化しています。また、導管材料に

ついて、取引先さまの環境への取り組みを評価する仕組み「グリーンパー
トナー制度」を2005年から実施しています。一定の基準を満たした取
引先さまを「グリーンパートナー」として登録しています。また、未登録の
取引先さま向けには、「大阪ガスエコアクション２１スクール」を開催する
など、全取引先さまが登録されるよう支援しています。 

　大阪ガスの主要設備、ガス機器等、建物におけるアスベスト使用状況は以下の通りです。 

＊1 汚染土壌に固化材や薬剤を混合して、物理・化学的に汚染物質の溶出を抑制する工法。 
＊2 基準に適合しない土壌について、遮水壁等により原位置において封じ込める工法。 
＊3 地盤中に薬剤等を注入して、汚染物質を分解する工法。　 

（注）数値はPRTR法に基づく届出値の合計（2007年度） 
※PRTR（化学物質排出移動量届出制度）とは、有毒性のある化学物質の排出量や 
　移動量を把握し、集計し、公表する制度 

jII
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環境情報の発信 

　2008年7月のG8北海道洞爺湖サミットに先立って開催

された、神戸環境大臣会合・大阪財務大臣会議の関連行

事に大阪ガスグループが環境先進企業として信頼を得るよ

い機会と捉え、出展・運営協力をしました。 

従業員の環境教育や各種団体への参画 kII

G8北海道洞爺湖サミット関連行事 lII

環境フェア in KOBE

環境シンポジウム2008

環境シンポジウム2008

グリーン電力証書 

環境フェア in KOBE

■ 主な参加団体・活動 
●チーム・マイナス6％ 

● WBCSD（持続可能な開発のための世界経済人会議） 

●日本経済団体連合会自然保護協議会 

● 国連グローバル・コンパクト 

●（財）世界自然保護基金（WWF）ジャパン 

WWFジャパン会員証 

http://www.osakagas.co.jp/company/csr/reportmap/詳細はウェブサイトのCSRレポートマップに掲載しています。 

　大阪ガスグループでは、チーム・マイナス６％、日本経済

団体連合会自然保護協議会等の各種団体・活動に参画し、

環境保全活動に取り組んでいます。 

　また、従業員の環境意識向上のため、階層別・部門別に

eラーニングや集合研修による環境教育を実施しています。

環境セミナーや環境貢献社長表彰を毎年行い、環境意識

の向上を図っています。その他、チーム・マイナス６％登録

キャンペーン、省エネルギー行動診断を実施し、従業員の

家庭での環境活動を推進しています。 

　さらに、社内理解を促進するため、「CSRレポート2007」

を全従業員に配布し「CSRレポートを読む会」を計8回開

催しました。寄せられた社員の意見は本レポート作成の参

考にしています。 

　G8神戸環境大臣会合に合わせ、2008年5月23日から4

日間にわたって開催された「環境フェア in KOBE」（来場

者数約３万人）にブースを出展しました。鴨下環境大臣（当

時）をはじめ、海外のVIPの方々等、多数が大阪ガス・（社）

日本ガス協会ブースを訪れ、燃料電池等の高効率機器・シ

ステムや環境への取り組みをご覧いただきました。 

　G8大阪財務大臣会議に先立ち、2008年サミット財務大

臣会議大阪推進協力委員会とともに、「環境と金融」をテー

マにした環境シンポジウムを6月4日に開催しました。社内外

から300人を超える方々にご来場いただきました。当日会場

となった大阪ガスビル全体の消費電力（約16,000kWh）には、

グリーン電力証書（バイオマス発電による）によるカーボン

オフセットを実施しました。 
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環境との調和と持続可能な社会への貢献 
CSR憲章 II

環境技術への取り組み 
技術開発 mII

A-ATG（Advanced Auto Thermal Gasification） 
パイロット装置（実証装置） 

環境にやさしいGTL用合成ガス製造プロセス 

家庭用燃料電池 

水素社会に向けて 

　大阪ガスは、（株）リキッドガス、大阪ガスエンジニアリング（株）

と共同で、水素製造装置HYSERVE-30とHYSERVE-100

の2種類を商品化しました。主に工業用のお客さまに対して、

（株）リキッドガスが水素をオンサイト供給しています。 

　また、究極のクリーンカーとして実用化が期待されている

燃料電池自動車（FCV）への水素燃料を供給する水素ステー

ションの技術開発に取り組んでいます。2006年度から、経

済産業省の補助事業であるJHFC（水素・燃料電池）実証

プロジェクトに参画し、商業地域としては全国初となる水素

ステーション（天然ガス改質型）を大阪府庁前に建設しました。 

固体高分子形燃料電池（PEFC） 

JHFC大阪水素ステーション 

工業用HYSERVE-100

　大阪ガスでは、発電効率が高く、CO2排出量の少ないシステム

である家庭用燃料電池コージェネレーションを開発しています。 

　電解質に固体高分子膜を用いるPEFCコージェネレーションシ

ステムの開発においては、2008年3月に、商品化の最大の課題

であった耐久性について、初期商品化の目標である40,000時間

にめどをつけました。今後、コストダウンと信頼性の向上に関する

取り組みを加速し、2009年度の商品化を目指します。 

　電解質に固体酸化物を用いるSOFCコージェネレーションシス

テムは、発電効率が45%（LHV基準）と高いため、熱需要が小さ

いお客さまにおいても、高い省エネルギー効果が期待できます。

2007年度より、（財）新エネルギー財団が行う「固体酸化物形燃

料電池実証研究」に参画し、20件の住宅において実証実験を

開始しました。 

　ＧＴＬ（Ｇａｓ ｔｏ Ｌｉｑｕｉｄｓ）は、石油由来液体燃料に比べ排ガス

中の窒素酸化物（NOX）が少なく、硫黄酸化物（SOX）を全く含

まない環境にやさしい液体燃料で、天然ガスや石油随伴ガス等

を原料に、合成ガスを経由して製造されます。大阪ガスは、日揮（株）

さまと協同で、Ａ-ＡＴＧ（Advanced Auto Thermal Gasification）

という、製造工程での炭酸ガス排出量を削減する合成ガス製造

プロセスを開発し、パイロット装置での実証試験に成功しています。

この技術はコンパクトで安価なため、石油化学工業用の合成ガ

ス製造装置や洋上油田随伴ガスの処理（有効活用）装置とし

ても適用可能で、早期実現を目指しています。 

（注）本研究は、（独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構（JOGMEC）から受託し
ています。 
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http://www.osakagas.co.jp/company/csr/reportmap/詳細はウェブサイトのCSRレポートマップに掲載しています。   

（株）葉山風力発電所 

再生可能エネルギーへの取り組み 

　大阪ガスグループは、地球温暖化問題への対応等、環

境貢献を目的に、風力発電事業にも取り組んでいます。高

知県の（株）葉山風力発電所（20MW）が2006年3月から

稼働中であり、和歌山県の（株）広川明神山風力発電所

（16MW）が2008年秋に運転開始予定です。 

　さらに、自然エネルギー「太陽光発電」と、クリーンで環境

性の高いエネルギー「天然ガス」を使って発電する「エコウィ

ル」との組み合わせによる、地球と家計にやさしい住宅「W

発電」（P.34参照）のご提案にも努めています。 

発電事業への取り組み 

バイオガスの有効利用 

■ バイオガス取引制度概要図 

■ バイオガス吸着貯蔵技術　環境に対する貢献効果 

に関するその他取り組みはウェブサイトでご覧いただけます。 レポート 
マップ 

CSR憲章 II

1II

2II

3II ● 省エネルギー情報の提供 5II

● 超高温可溶化技術を用いた 
高効率メタン発酵システムの開発 

4II

鶴岡市（下水処理場）における国土交通省　「消化ガスの吸着貯蔵モデル事業」　（1999～2002年度） 

原油削減量＝11万  /年　二酸化炭素削減量＝580ｔ-CO2/年 

バイオガス 

バイオガス購入依頼者（バイオガス発生事業者）設備　（注）メーターは除く 

自家消費 

余剰分 等 

バイオガス 
発生設備 

・精製設備 
・熱量調整設備 
・付臭設備　等 メーター 

大阪ガス導管 お客さま構内 

CH4
CH4CH4CH4

CH4

CH4
CH4

CH4CH4 CH4

吸着材骨格 

細孔 バイオガス分子 

液体に近い状態で 
高密度貯蔵が可能 

吸着剤 

■省スペース可能 
タンク容量       1/25（対低圧式） 
タンク容量       1/4（対圧縮式） 

■大幅なコストダウン 
イニシャルコスト、年間維持コスト 
　   約3割低減 
 
 
 

■前処理装置の簡略化 
不純物除去装置をなくすことが可能 
 

大阪ガス 
開発タンク 

消化槽 

　地球温暖化防止のため、大阪ガスはバイオ技術を駆使

した高効率メタン発酵システムの開発に取り組んでいます。

このシステムは、80℃の高温下で生ごみ等のバイオマスを

可溶化し、バイオガス発生量を120％に増加させるとともに、

メタン発酵処理の課題であった残渣・排水処理量を半減さ

せるイノベーション技術です。この技術の開発により、経済

性の向上と地球環境保全を両立させることができます。 

　その他、バイオガスを当社の都市ガス原料として購入す

る際の「バイオガス購入要領」を定め、2008年度よりバイ

オ取引制度の運用を開始しました。 

● LNGの鉄道輸送による省CO2への貢献 

● お客さま設備への省エネルギー活動への実践 

● 高効率ガスコンロ 
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社 会 と の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン と 社 会 貢 献  

CSR憲章 III
日々の業務の中でＣＳＲを
意識しマネジメントする 

ActionAction

地域社会活性化に 
貢献する企業として 

PlanPlan

外部評価とSRI

CheckCheck

DoDo
P.41

P.45

P.46

“小さな灯” 
社会とのコミュニ
ケーション 
財団活動 

大阪ガスの 
 取り組み 

“小さな灯”運動とは 

良き企業市民として 

　ガス燈の火をおおい包むガラスの円

筒に姿が似ていること、また、すずらんの

花言葉の一つに「いっぱいの善意・愛」

があることから、“小さな灯”運動のシン

ボルマークとして使っています。 

活動報告書 

■ シンボルマーク「すずらん」の由来 

ともしび 

● 

● 

ともしび 

　大阪ガスグループの事業活動は、地域の皆さまの生活に密着しています。それだけに、私たちには、地域社会の一員、つ

まり「良き企業市民」としての一層の自覚と行動が不可欠であると考えています。 

　当グループは、1981年に、企業ボランティア活動“小さな灯”運動を開始しました。1985年には大阪ガスグループ福祉

財団、1992年には大阪ガス国際交流財団を設立し、それぞれ高齢者の健康づくり支援や、アジア・オセアニアの天然ガス

産出国の教育支援等を行っています。 

　近年は、環境保護や次代を担う子ども・青少年育成の視点から、エネルギー環境教育や食育活動等を通して、地域社会

とのコミュニケーションに努め、当グループだからこそできる活動を積極的に展開しています。 

　これからも、当グループは、「良き企業市民」として、地域とともに歩んでいきたいと考えています。 

　大阪ガスグループの企業ボランティア活動“小さな灯”

運動は、1981年（国際障がい者年）に始まりました。「社員

一人ひとりが身近なことに関心を持ち、地域社会の様々な

問題の解決に自らの意志で積極的に取り組んでいこう」と、

一つひとつは、本当にささやかな活動ですが、その“小さな灯”

を絶やすことなく現在まで続けてきました。 

　2006年には、“小さな灯”運動25周年を記念し、運動開

始とともに社員の寄付で作った“小さな灯”基金を活用し、「子

ども支援市民活動助成プログラム」を実施し、次代を担う子

どもたちを支援している団体を公募し、助成を行いました。 

　現在も、地域清掃や献血等の身近なものから、児童養護

施設の子どもたちや障がい者の方を支援するイベントの開

催等、独自の多彩な活動に取り組んでいます。 

　また、顕著な社会貢献活動を行った社員を表彰する社長

表彰（地域社会貢献部門）やボランティア休暇、コミュニティ

ギフト（資金支援）等の制度を通して、社員の社会貢献活動

を支援しています。 ● 

● 

● 
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aIII

bIII

子どもたちとともに 

ご高齢の方々とともに 

癒しの音楽 

　1997年より、地域の皆さまに心やすらぐひと時を持ってい

ただくことを目的として、大阪ガスビルで音楽会を開催してい

ます。会場には募金箱を設置し、NPO等に寄付しています。 

　次代を担う青少年の健全な育成は、社会を挙げて取り組

むべき重要な課題です。 

　大阪ガスグループでは、NPOやボランティアと協力し合い、

一人でも多くの子どもたちの成長に役立つことを願って、「春

休み親子自然教室」をはじめ、「ともしびこどもクッキング」「と

もしびこども劇場」等、子どもたちに様々な体験を提供するイ

ベントを行っています。 

　社会の高齢化が急速に進むなか、社会を支えてこられたご高

齢の方が今後も社会の一員としていきいきと生活を送っていた

だけるように、NPO等と協力しながら、取り組みを進めています。 

ともしびこども劇場 

春休み親子自然教室 

癒しの音楽 

ボランティアお菓子作り 

ともしびこどもクッキング 

http://www.osakagas.co.jp/company/csr/reportmap/詳細はウェブサイトのCSRレポートマップに掲載しています。   

［ステークホルダーのコメント］ VOICE

遺児にとって大きな励みに 

伊藤 道男 様 
あしなが育英会 
神戸事務所 所長 

　「癒しの音楽」会場で募金をさせていただき、感謝していま

す。会場の皆さまの、私たちの訴えに真剣に耳を傾けてくださ

る姿や、募金箱にお金を入れてくださる温かいお気持ちに直

接触れられることは、遺児にとって大

きな励みになっています。これからも

一人でも多くの遺児が進学でき、心

のケアが受けられるよう頑張ります。 

［ステークホルダーのコメント］ VOICE

協働による外出介助活動 

永井 佳子 様 
NPO高齢者外出介助の会 
事務局長 

　私たちの会と大阪ガスとの協働のきっかけは、1996年に

始まった外出介助のイベントでした。私たちにとって大阪ガ

スに協力していただけることは、自分たちの活動が自己満足

でなく、認めてもらっている、共感して

もらっているという証であり、活動の

励みになっています。 

チャリティイベント 
「童謡・唱歌を歌いましょう」 

高齢者外出介助活動 

“小さな灯”運動の取り組み 
ともしび 
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CSR憲章 III
社会とのコミュニケーションと社会貢献 社
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„
小
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“
運
動
の
取
り
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御堂筋ふれあいバザー 

　障がい者施設への経済的支援と障がいを持つ方の社会

参加の場作りとして、施設で作られた手作り商品を展示・販

売するチャリティバザーを大阪ガスビル前で開催しています。 

　障がいのある方々にいきいきと暮らしていただくために、各種イベントを開

催し、社会参加の機会を提供するとともに、社会への啓発活動を行っています。 

1982年に、社内の講習会の受講生有志が2つのサークルを立ち上げ、以来、活動を継続しています。 

手話サークル“テーブルクロス” 

　手話の勉強会を中心にイベントでの手話通訳の活動を行っています。 

点字サークル“ともしび” 

　点訳したカレンダーや図書は地域の盲学校等に寄贈しています。 

cIII

と
も
し
び 

［従業員のコメント］ VOICE

［従業員のコメント］ VOICE

障がいのある方々とともに 

社内ボランティアサークル 

御堂筋ふれあいバザー 

手話サークル“テーブルクロス”の活動 

点字サークル“ともしび”による点字カレンダーの作成 

［ステークホルダーのコメント］ VOICE

社会参加のよい機会に 

高橋 寿一 様 
社会福祉法人 水仙福祉会 
総務部長 

　御堂筋ふれあいバザーに出展させていただいて、今年で4年目にな

ります。障がい者施設で製造するクッキーをはじめとした焼き菓子や陶

芸品等、オフィス街にふさわしい品物を出すよう努めています。おかげ

さまで、「おいしかった」と毎回買ってくださ

る方も増え、障がい者や施設スタッフにとっ

て、うれしい社会参加の機会となっています。 

点字サークルに参加して 

島田 芳紀 

　点訳作業は各自の空いた時間で

行い、仕上げ作業は就業後にメンバー

が集まり、OBの方も加わって、和気

あいあいと取り組んでいます。 

手話サークルに参加して 

岡崎 真由美 

　“指の動き”や“表情”で気持ちが伝

えられるって、とってもすてきなことだと思い

ませんか。はじめての方でも安心して参加

できるあたたかい雰囲気のサークルです。 

〈点字サークル代表〉 
総務部用地計画チーム 

〈手話サークル世話役〉リビング開発部 
販売企画チーム 
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［ステークホルダーのコメント］ VOICE

「なにわの語り部」に参加して 

西村 恵一 様 
ヴァイオリニスト・ 
俳優 

　「なにわの語り部」は大阪の歴史や文化を詳しく取り上げ、

街の魅力や価値を再認識できる、大変意義の深い活動です。

その演出は映像、音楽、語りを駆使したエンターテインメント

性に富んだもので、大阪の歴史や文化が「今」「ここ」に

つながっていることを実感できます。

もはやこの活動自体が大阪の文化

の一つになっていると言えます。 

http://www.osakagas.co.jp/company/csr/reportmap/詳細はウェブサイトのCSRレポートマップに掲載しています。   

大阪ガスグループの地域貢献活動 

地域社会との関わり 

関西文化への貢献 

　大阪ガスグループは、地域社会の一員として、関西文化の保存や生物多様性の保全の取り組み等、 

幅広い活動によって、地域に貢献しています。 

　大阪ガスでは、地域の美化のために、泉北・姫路の両製造

所周辺の清掃活動に参加しています。また、泉北では「サ

マーフェスタ」（2日間 2,143人参加）、姫路では「わくわくカー

ニバル」（2日間 2,411人参加）等、地域住民の方にご参加い

ただけるイベントを開催し、好評をいただいています。エネルギー

技術研究所では、30年以上にわたって「納涼フェスティバル」

を開催しており、2007年の来場者は1,200人を超えました。 

　また、姫路製造所では、兵庫県が実施している中学生のた

めの職場体験「トライやる・ウィーク」推進事業に参加し、中

学2年生の生徒を受け入れています。 

　他にも、ボランティアを募り、2007年8月に、新潟県中越沖

地震被災地で3日間の災害復興支援活動に参加しました。 

　新たな劇作家の発掘と中堅劇作家への刺激を兼ねて、

199４年に「OMS戯曲賞」を創設しました。多くの著名な劇

作家が育つなど、関西発信の戯曲賞として、全国的に注目

を集めています。 

製造所周辺の清掃（泉北製造所） 泉北・サマーフェスタ 

トライやる・ウィーク 被災地ボランティア活動 

「なにわの語り部」による研究成果の発信（エネルギー・文化研究所） 

　大阪の活性化を目指す観光振興の一環として、街の歴史

や文化を発掘し、街づくりの現在や将来を盛り込んだ物語と

して編集し、発信していく「なにわの語り部」活動に取り組ん

でいます。2007年度、ピアノやヴァイオリン、管楽器の奏者を

交えた独自の演出による公演も4回行い、大変好評を得ました。 

「なにわの語り部」 

�MS戯曲賞 

OMS戯曲賞選考会

OMS戯曲賞授賞式 

dIII

eIII
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生物多様性の保全 

NEXT21/ U-CoRo「緑と鳥の回廊、上町台地」展 

製造所における緑化活動 

森林保全活動「大阪ガスの森」 

姫路製造所で見られるタヌキ一家 

NEXT21の緑地でひなに餌を運ぶシジュウカラ（2008年4月 佐々木 勇氏撮影） 

CSR憲章 III
社会とのコミュニケーションと社会貢献 

　大阪ガスでは、製造所の緑化を積極的に推進し、緑豊か

で地域の自然と調和した環境作りを目指しています。 

　姫路製造所では、当初より地域の自然な植生を生かし、兵

庫県の県木クスノキや姫路市の市木カシを中心とした「環境

保全林づくり」（エコロジー緑化）を進めてきました。その結果、

敷地の20％以上を占める緑地には地域の生態系が再現され、

約20年前から野生のタヌキが代々棲みつき、親しまれています。 

　また、泉北製造所においても、泉州地域本来の生態系再

現を目指した緑地整備を目的に郷土種の育種に注力してい

ます。地元の山林で採取した木の実から苗木を作り、2005

年に子どもたちと一緒に植樹したクヌギ、コナラ、アラカシ等

の木が、今では、大人の背丈を越すまでに育っています。 

　和歌山県の推進する「企業の森・労働組合の森」事業

に参画し、労働組合とともに森林保全活動に取り組んでい

ます。2005年3月、世界遺産・熊野古道に近接する紀伊山

地の山林(1ha)に広葉樹の苗木2,600本を植樹しました。

毎年夏には従業員や家族が参加して下草刈り作業を実施

しています。 

　今後も、中辺路町森林組合さまをはじめとして地元の皆さ

まのご協力をいただきながら、育林活動に取り組みます。 

泉北製造所での記念植樹（2005年10月） 

　近未来の住まいと暮らしを探求する大阪ガス実験集合住宅

NEXT21の大きな特徴の一つが、1階のエコロジカルガーデン

から立体街路や住戸の専用庭、屋上庭園まで、建物全体に息

づく植栽です。NEXT21が立地する上町台地界隈には、崖地

の樹林や寺社の境内、学校等に多くの樹木があります。北の

大阪城公園から南の天王寺公園にかけて、様々な緑が連なり、

生き物を育んでいます。NEXT21の緑地は、こうした周辺地域

の緑と生き物のネットワークにつながるようにとの願いを込めて

設計されました。立体的に構成された緑地は、野鳥たちが羽を

休める、街のオアシスの一つに育っています。1993年秋の竣

工以来、22種類におよぶ鳥たちの飛来が確認されました。 

　NEXT21の1階に設けられた「U-CoRo（ゆーころ）＝上町

台地コミュニケーション・ルーム」のウィンドウ・エキジビションで

は、日本野鳥の会大阪支部との共催で、「緑と鳥の回廊、上

町台地」をテーマに、身近な環境の中で繰り広げられる生き物

の営みを見つめる展示を行いました（P.45参照）。 鳥や蝶が訪れるNEXT21の豊かな植栽 

 「大阪ガスの森」従業員やその家族らによる下草刈り作業の様子 

2007年6月現在、大人の背丈ほどに育っています 

fIII
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社会とのコミュニケーション 
エネルギー環境教育 

　大阪の歴史・文化の原点ともいえる上町台地に立地する大阪

ガス実験集合住宅NEXT21では、2007年春から始まった第3フェー

ズ実験で、新たに街と暮らしをつなぐコミュニケーションデザインの

実践研究に取り組んでいます。1階に設けた「U-CoRo（ゆーころ）＊1」

のガラス・ウォールを活用して、上町台地の文化の再発見や、多世

代・多文化共生、減災＊2の創造、自然・環境の再生等をテーマに、

地域の方々や大学等研究機関の方々の幅広い協力を得て、

ウィンドウ・エキジビションやワークショップを展開しています。 

　その他、新聞コラムや大学の講義等様々な機会を通じて、

環境に配慮しながら生活満足度も満たす「エコ住宅・エコラ

イフ」に関する研究結果の情報発信も行っています。 

＊1 P.44参照 
＊2 災害時において発生し得る被害を最小限に食い止めるための取り組みのこと。 

社会への情報発信 

http://www.osakagas.co.jp/company/csr/reportmap/詳細はウェブサイトのCSRレポートマップに掲載しています。   

「Ｕ-CoRo」におけるウィンドウ・エキジビションの展開 

■これまでの開催実績 
第1弾「上町台地まつり絵巻」 
第2弾「上町台地　子どもと遊び　いま・むかし」 
第3弾「『いのちをまもる智恵』を伝える　減災に挑む30の風景と上町台地災害史」 
第4弾「緑と鳥の回廊、上町台地」 

教員の民間企業研修 カナダ ブリティッシュ・コロンビア大学から
のインターン生 

0

100

200

300

400

2004 2005 2006 2007

20,000

10,000

0

■ 出張授業の実績 
回数 

出張授業の様子 

受講者数 

gIII

hIII

8,470
5,650

10,560

17,320

92 275 410

（人） 

（年度） 

（回） 

　大阪ガス泉北ガス科学館および姫路ガスエネルギー館は、

小学校高学年を中心に、エネルギーや環境に関する校外学

習の場としてご利用いただいています。2007年度の来館者

数は、約62,000人でした。 

　また、小中学校の「総合的な学習の時間」に「エネルギー

環境教育（出張授業）」を実施しています。社員やOBを講師

として多くの学校に派遣し、専門性の高い授業を行っています。

3つのプログラムを用意し、学年や習熟度に応じて選んでい

ただいています。実験や調理を通じて、エネルギーと地球環

境問題の関わりを身近にとらえ、楽しく学べるようにしています。

2007年度は410回の出張授業を行い、約17,000人の子ども

たちとともに学習しました。これらの取り組みが評価され、（財）

社会経済生産性本部エネルギー環境教育情報センター主

催の2007年度「エネルギー広報活動・広報施設表彰」にて

エネルギー環境教育情報センター運営委員長奨励賞を受賞

しました。学校の先生方からも高い評価をいただいています。 

　大阪ガスは、経済界と教育界のコミュニケーションの促進に

取り組む（財）経済広報センターの活動に協力し、主に大阪市

教育委員会さま等から教員の民間企業研修を受け入れています。 

　また、エネルギー技術研究所では1998年より毎年、半年

から1年間、海外からのインターン生を受け入れてきました。イン

ターン生は研究活動を通じて実践的な技術スキルや知識を

獲得でき、当社は新しい視点を得て独創的な研究につなげ

ています。 

開かれた会社「インターンシップ」 

● ● ● ● 

● ● ● ● 

● ● ● ● 
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高齢者支援 

　（財）大阪ガスグループ福祉財団は、近畿2府4県において、

高齢者を対象とした研究・調査への助成活動、高齢者の健

康維持・増進のための健康づくり事業という、2つの福祉活

動を行っています。活力あふれる長寿社会実現に向けた様々

な取り組みを今後も推進していきます。 

　（財）大阪ガス国際交流財団は、天然ガスを産出してい

るアジア・オセアニアの10カ所以上の地域の学校に対し

助成活動を行っています。主に、教育機材、試験研究、奨

学金、研修の4分野の助成を実施しています。さらに、日本

語短期研修、防災教育の支援等の新しい分野へ活動範

囲を広げ、より日本との相互理解を深める助成活動を充実

させていく計画です。 

国際貢献 

ウォーキング大会 

サラワク大学での奨学金贈呈式 助成活動実施先の学校にて 
 

笑いと健康体操の様子 

に関するその他取り組みはウェブサイトでご覧いただけます。 レポート 
マップ 

■ 2007年度の助成事業および健康づくり事業の実績 

■ 2007年度の分野別助成活動実績 

iIII

jIII

高齢者福祉助成 

研究・調査助成 

健康づくり事業 

開催回数 

257回 

参加人数 

15,300人 

教育機材 

試験研究 

奨学金 

研修 

その他 

［ステークホルダーのコメント］ VOICE

インドネシア被災地支援の援助を受けて 
　私たちジャンボミンダ財団は大津波で被災したインドネシア

アチェ州の子どもたちを支える活動を展開しています。大阪

ガス国際交流財団から奨学金や移

動図書館等のプログラムに積極的

な支援をいただき、復興活動の大き

な励みとなっています。 

［ステークホルダーのコメント］ VOICE

明るく、楽しく、いきいきと 

紙谷 寿 様 
 

兵庫県阪神シニアカレッジ 
教授 

　兵庫県阪神シニアカレッジ（高齢者大学）健康福祉学

科は、毎年大阪ガスグループ福祉財団が実施している「健

康のつどい」のお世話になっています。「自分の健康は自

分で守る」ことを一つの目標とし、「健康のつどい」の目標

でもある、いつまでも「明るく、楽しく、

いきいきと」頑張っています。今後と

も、応援よろしくお願いいたします。 

CSR憲章 III

CSR憲章 III
社会とのコミュニケーションと社会貢献 

● 大阪ガスビル周辺のクリーンアップ活動 ● 大阪ガスすずらん会（大阪ガスOB） 
    文化展のチャリティ募金 

1III 4III ● 未使用ハガキ・書き損じハガキ 7III ● 社内音楽クラブによるチャリティコンサート  
 

III

● 福祉セミナーを開催 ● ぞうきん作り在宅ボランティア活動 2III 5III ● 献血への協力  
 
 

8III ● オーストラリアにおける植林プロジェクト  
 
● 科学館への来館者 

III

● チャリティカレンダー募金  
 

● 障がい者団体さま向け料理講習会 3III 6III ● 使用済み切手・カードの寄贈  
 
 

9III 12III

件数 

90件 

17件 

金額 

2,300万円 

1,400万円 

金額 

650万円 

660万円 

914万円 

267万円 

164万円 
M. Ridha 様 

Jambo Minda財団 
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コンプライアンス 

CSR憲章IV
コ ン プ ラ イ ア ン ス の 推 進 と 人 権 の 尊 重  

http://www.osakagas.co.jp/company/csr/reportmap/詳細はウェブサイトのCSRレポートマップに掲載しています。   

　大阪ガス社長のもとにCSR推進会議、CSR統括およびCSR委

員会を設置し、コンプライアンスに関する方針・施策の審議や状況

把握を行っています。また、事業部および中核会社等ではコンプライ

アンス統括を選任し、コンプライアンス状況のモニタリング、啓発、助

言、勧告を行っています。さらに、大阪ガス各組織および各関係会社

ではコンプライアンス推進責任者・担当者を選任し、コンプライアン

ス活動の立案・推進、啓発・研修等を担当しています。 

　CSR委員会、コンプライアンス部会の事務局であり、コンプライアン

ス推進を専任する部署としてコンプライアンス部を設置しています。 

　また、取締役会の諮問機関として、大阪ガスグループのコンプライ

アンス活動および企業倫理の向上に対して社外の視点から提言を

行う企業倫理委員会も設置しています（P.10参照）。 

　コンプライアンスを浸透・定着させるため、毎年、経営幹

部から新入社員にいたるまで階層別にコンプライアンス研

修を実施しています。研修は社員が講師となり、社内外の

事例を織り込んだ具体的・実践的な内容としています。 

　2007年度までに大阪ガスグループの全社員を対象に、

延べ6万人以上にコンプライアンス研修を実施してきました。

今後も継続して研修を実施し、コンプライアンスを一人ひと

りに浸透・定着させていきます。 

　また、マンガやポスターを利用した啓発、コンプライアンス

に関する定期的情報発信、イントラネットを利用した各種啓

発等も行っています。 

コンプライアンス推進体制 

社内教育・啓発 

社外専門家による 
経営幹部向け講演会 

管理・監督者（新任者を含む）向け 
集合研修、eラーニング等 

コンプライアンス推進担当者 
向け集合研修 

一般社員（新入社員を含む）向け 
集合研修、eラーニング等 

年　度 2005 2006 2007

（注）上記以外に各組織主催のコンプライアンス研修を行っています。実績は延べ数で算出しています。 

170人 

811人 

110人 

8,084人 

170人 

802人 

93人 

29,487人 

180人 

1,906人 

98人 

16,514人 

2004

150人 

224人 

ー　  

6,389人 

（全管理者対象） 

大阪ガス社長 

CSR推進会議 

CSR統括 
CSR委員会 

コンプライアンス部会 
コンプライアンス部 

（各組織・各関係会社）コンプライアンス推進責任者・担当者 

（事業部・中核会社等）コンプライアンス統括 

相談・報告の受付窓口（コンプライアンス・デスク） 

■ 推進体制 

　大阪ガスグループでは、法令や社内ルールの遵守に関す

る相談や報告を受け付ける内部通報制度として「コンプラ

イアンス・デスク」を2003年度から設けています。当グルー

プの従業員や派遣社員から、年間約40～50件の相談や報

告が寄せられています。受け付けた相談・報告に対しては、

調査が必要かどうかを検討のうえ、公平かつ公正な事実調

査を行い、必要な是正策・再発防止策を講じています。 

　2006年4月の公益通報者保護法の施行に伴い、利用

対象者を取引先さまの労働者に拡大するとともに、より一

層通報が寄せられやすいように中核会社等にも通報窓口

を設置しました。また、匿名でも受け付けています。 

コンプライアンス・デスク（内部通報制度） 

相談・報告 

コンプライアンス・デスク 

コンプライアンス部／中核会社等／社外弁護士事務所 

CSR統括／CSR委員会／コンプライアンス部会 

フィードバック 

大阪ガスグループの従業員､派遣社員､取引先労働者 

電　話 面　談 文　書 電子メール 

■ コンプライアンス・デスクの仕組み 

■ 最近4年間のコンプライアンス研修の実績 
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CSR 憲章 IV
コンプライアンスの推進と人権の尊重 コ

ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
の
推
進
と
人
権
の
尊
重 

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス 

社内アンケート 

個人情報の保護について 

2007年9月 

件名 漏洩の状況 

■ 個人情報漏洩状況 

お客さま情報の 
紛失 

お客さま情報の 
紛失 

業務委託をしている個人事業主が、関
係会社が発行している無料情報誌の設
置先である法人お客さま先を巡回中に
巡回先の一覧表を紛失（82件）。 

業務委託先の関係会社の担当者が、
お客さま訪問カードを紛失（147件）。 2008年2月 

　コンプライアンスの定着状況を把握し、今後の施策に反

映させるため、コンプライアンスに関する社内アンケート調

査を毎年1回実施しています。大阪ガスグループ従業員か

ら無作為に選んだ4,000人を対象に無記名アンケート方式

で行っています。 

　5回目となった2007年度調査の回答率は79％でした。

　コンプライアンスの認知・理解状況は年々上昇しており、

コンプライアンスに関する意識や職場での取り組みは、着

実にレベルアップしていると考えています。一方で、法令等

のルールに関する知識不足が見受けられるため、教育や研

修において、法令知識の強化・浸透を図ります。また、コン

プライアンス浸透のためには、管理監督者による推進活動

の強化が重要と考え、管理監督者向けに教育の充実を図

ります。 

　今後とも定点観測としてアンケートを続け、コンプライ

アンスの一層の浸透を目指します。 

　大阪ガスグループでは、都市ガス供給等の業務を通じて、

数多くの情報を取り扱っています。なかでもお客さま情報に

代表される個人情報の保護は特に重要であり、個人情報

保護体制のもと、各種の安全管理措置を講じて個人情報

の保護に取り組んでいます。 

　しかし、2007年度には、大阪ガスおよび関係会社の業務

委託先で、個人情報の紛失事故が起きました。紛失したお

客さま情報が、外部に流出、利用された事実は確認されて

いません。 

　事故防止策として、リスクマネジメント自己点検システム「G-

RIMS」により個人情報に関するリスク管理を行うとともに、

コンプライアンス研修等で、個人情報保護をテーマの一つ

として取り上げています。2008年3月には全従業員を対象

としたeラーニング個人情報保護コースを実施し、未受講者

に対するフォローを行いました。引き続き個人情報の保護

措置を徹底し、再発の防止に取り組みます。 

個人情報管理者 

人事部担当役員 
総務部担当役員 

（　　　 ） 従業員等情報 
その他の個人情報 

個人情報保護管理責任者（CPO） 
 

総務部を担当する副社長 

大阪ガス組織長・関係会社社長 

従業員・業務委託先 

0

100

50

2003

86.0

2007

99.2

個人情報管理者 
（お客さま情報） 

リビング事業部長 
エネルギー事業部長 
導管事業部長 

（%） 

（年度） 2003

85.9

2007

94.9

2003 2007

53.6

97.1

■ アンケートの主な結果 

■ 個人情報保護体制 

企業行動基準を 
知っているか 

コンプライアンス・デスクを 
知っているか 

コンプライアンスの意味 
を知っているか 
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■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■ 

No.1【製造編①】 

■ コンプライアンス危険予知（CKY）シートのイメージ 
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コンプライアンス取り組み事例 

ガス製造・発電事業部メンバーが直面しがちな、身近なコンプ

ライアンス上のリスクを手描きイラストで示した、複数のＣＫＹシー

トを題材にして議論を行う。 

１） 
 
２） 
３） 
４） 
５） 
６） 
７） 

イラストに示されているような状況で、 
発生し得るコンプライアンス上の問題は何か 
このような状況において、自分ならどうするか 
似たような経験はないか 
ここから派生して考えられるリスクはないか 
日頃から心がけるべきことは何か 
そもそもこうした問題を未然に防ぐことはできないか 
自分たちの仕事の進め方のなかで改善すべきものはないか    など 

　大阪ガスのガス製造・発電事業部においては、全社的な

研修に加えて、独自の取り組みにより、メンバーへのコンプ

ライアンス意識の定着・向上を図っています。その際、事務

局からの一方通行ではなく、実際の企業活動に携わってい

る「社員一人ひとり」がルールや社会規範を「理解」し、「実

践」することで最大の効果を発揮するとの考えから、事業部

オリジナルのコンプライアンス危険予知シート（ＣＫＹシート）

を使用した勉強会を活動の柱の一つに設定し、チーム・グルー

プ単位で全員参画型の事例研究を実施しています。2007

年度は、延べ318人が参加しました。これにより、メンバーの

「リスクを見抜く眼力・感性」に磨きをかけ、組織と個人の

両面からコンプライアンスレベルの一層の向上を図ります。 

　また、事業部内のその他の取り組みとして、リスクマネ

ジメント自己点検、自主業務監査、環境監査、夏期・冬期

の保安点検活動の一環として自主保安監査等を実施し、

コンプライアンス意識の向上とともに各種制度面や運用

面での確実な点検および適正な改善を進めています。 

ガス製造・発電事業部での独自の取り組み 

　オージス総研グループ※では、コンプライアンスレベルの

向上を図って、コンプライアンス事務局の担当者が各拠点

に出向いて集合研修を実施しています。研修は、情報サー

ビス業界特有の注意点を踏まえた法令に関する講義・ケー

ススタディを用いて対面で話し合う受講者参加型のスタイ

ルとし、より理解が深まるよう工夫しています。また、コンプラ

イアンス体制構築のため、各組織にて選抜された10人のコ

ンプライアンスリーダーが、事務局との連携強化や現場で

のアドバイザーとして活躍しています。コンプライアンスリー

ダーは、法的な知識と感性を身につけるため、ビジネス実務

法務検定の資格を取得しています。 

※（株）オージス総研、（株）さくら情報システム、（株）宇部情報システム、 
　（株）システムアンサー 

（株）オージス総研での独自の取り組み 

http://www.osakagas.co.jp/company/csr/reportmap/詳細はウェブサイトのCSRレポートマップに掲載しています。   

★印コンプライアンスリーダー 

議論のポイント 

手書きイラスト 

簡単な状況説明 

社 長 

コンプライアンス統括 

営
業
本
部 

★ 

ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
開
発
本
部 

★ 

運
用
サ
ー
ビ
ス
本
部 

★ 

P
C
R
部 

★ 

Q
A
統
括
部 

技
術
部 

経
営
企
画
部 

経
理
部 

業
務
部（
事
務
局
） 

人
事
部 

監
査
室 

（株）さくら情報システム 

（株）宇部情報システム 

（株）システムアンサー 
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人権啓発への取り組み 
コンプライアンスの推進と人権の尊重 

 

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
の
推
進
と
人
権
の
尊
重 

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
取
り
組
み
事
例
／
人
権
啓
発
へ
の
取
り
組
み 

人権啓発体制・計画 

　大阪ガス人事部では全社員を対象としての集合教育と

各部門の人権啓発リーダーの育成を進めています。集合

教育では、管理者、新入社員を対象とした階層別教育を行

い、リーダー育成のために社外の各種講座を利用した教育

を行いました。また、新任管理者人権研修では、「人権問題

の基本」「ケース研修」の構成をとっています。「人権問題

の基本」は講義と相互討議を取り入れたビデオ学習で進め、

「ケース研修」ではセクハラ・パワハラ等の事例を取り上げ

て研修を進めています。また、関係会社管理者の人権研修

も実施しました。 

人権研修 

　人権に関する社会の意識の高まりとともに、企業行動の様々な局面で人権尊重の視点が、より一層、企業に求められる

時代になってきています。大阪ガスグループでも様々な人権課題に対して理解を深め、人権尊重の意識を高めながら、お

互いの人権を大切にする職場作りを目指して研修、啓発に取り組んでいます。 

　人事部担当役員を委員長とする「全社人権啓発推進

委員会」を組織し、人事部内に設置した「人権啓発センター」

が窓口となり、大阪ガスグループ全体として人権啓発活動

に取り組んでいます。また、大阪ガスの各事業部、中核会

社を単位として人権啓発推進委員会を設け、それぞれの部

署においても人権啓発活動を進めています。 

　2007年度は、「職場における多様性尊重の推進」をテーマ

に掲げて左記の項目を主要な柱として啓発活動に取り組

みました。 

■ 体制図 

■ 計画 

人権標語ポスター 

　1. 人権啓発体制の充実･強化 

　2. 人権啓発･教育の充実 

　3. 部門人権啓発推進リーダーの育成 

　4. 人権情報の収集と社内への発信 

　5. 企業の人権啓発団体への参加と情報収集 

全社人権啓発 
推進委員会 

事務局 

人権啓発センター 

各組織（事業部・中核会社等） 

人権啓発推進委員会 

人権啓発推進員 
人権啓発推進員 
人権啓発推進員 

人権啓発推進リーダー 

■ 集合研修 

■ 社外講座派遣 

（注）主として（社）部落解放・人権研究所等が企画するもの 

役員 

管理監督者 

一般社員 

新入社員 

関係会社管理者 

2月 

6、7、9、11、12月 

3月 

4月 

7、8月 

対 象 者  実施時期 参加人数 

講 座 名  参加人数 

同和・人権問題啓発講座（管理職層） 

人権・同和問題企業啓発講座 

部落解放・人権夏期大学講座等 

11人 

延べ207人 

456人 

94人 

642人 

延べ43人 

… 



［従業員のコメント］ VOICE

■ 従業員数 
大阪ガス 大阪ガスグループ 

2003 2004 2005 2006 2007（年度） 
（各年度3月末現在） 

0

5,000

10,000

15,000

（人） 

 

16,682

5,418

15,276 15,992 16,077 16,435

7,081
5,570 5,481 5,481

●離職率〈2007年度〉 

50歳未満在籍者の離職率 0.67％／年 

■ 大阪ガスの雇用状況 
●在籍人員データ〈2008年3月末現在（出向者除く）〉 

在籍人員数 

平均年齢 

平均勤続年数 

全体 

5,418人 

42.1歳 

21.0年 

男性 

4,675人 

42.5歳 

21.2年 

女性 

743人 

40.0歳 

19.7年 

●採用人数〈2008年4月1日〉 

新規採用数 

全体 

96人 

男性 

88人 

女性 

8人 

■ 大阪ガスの定年後再雇用斡旋状況 

定年退職時期 

定年退職者数 

再雇用希望者数 

再雇用就業者数 

希望者の就業率 

2006年3月 

24人 

11人 

11人 

100%

2006年9月 

28人 

17人 

17人 

100%

2007年3月 

46人 

22人 

22人 

100%

2007年9月 

36人 

23人 

23人 

100%

2008年3月 

54人 

22人 

22人 

100%

■ 大阪ガスの障がい者雇用率 

（数字は4月現在） 

年 

％ 

2004 

2.04

2005 

2.18

2006 

2.37

2007 

2.43

2008 

2.30

法定雇用率 

1.8%

雇用 
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雇用に関する取り組み 

　大阪ガスでは「人間成長の経営」を基本理念に掲げ、

個人の適性・ワークスタイルと、企業の求める能力・就業

要件とのマッチングを意識し、公平公正な採用を実施し、

障がい者の雇用にも積極的に取り組んでいます。また、社

員の定年後のセカンドライフ選択を支援するキャリア開発

センターを設置し、再雇用嘱託制度のメニューの充実にも力

を入れています。 

http://www.osakagas.co.jp/company/csr/reportmap/詳細はウェブサイトのCSRレポートマップに掲載しています。   

人 間 成 長 を 目 指 し た 企 業 経 営  

CSR憲章V

aV

インターンシップへの参加 

諫山 直亮 

大阪エネルギー営業部 
都市エネルギー営業第１チーム 
第2グループ 

　仕事とはどのようなものであるかを知るため、学生時代

に大阪ガスのインターンシップに参加し、エネルギー業界

の楽しさ・責任の重さを感じました。その際に魅力と感じた

自由で活発な社内風土は、入社して実際に業務をしている

現在においても変わりません。「こん

な提案はどうだろうか？」と日々頭を

使いながらお客さまに接しています。 

［従業員のコメント］ VOICE

再雇用嘱託制度の活用について 

山崎 正志 

北東部導管部 
建設第2チーム 
建設グループ 

　これまでの仕事での経験を定年退職後も生かそうと、再

雇用嘱託制度を活用しました。週3日、ガス導管工事現場

の立会等の業務に従事しています。

後進の育成を含め、日々やりがいを

持って働いています。 

人間成長の経営を通じ、
従業員の価値の向上を
図る 

PlanPlan

雇用 
人材育成 
安全衛生 
健康づくり 

DoDo
P.51
P.53
P.55
P.56

従業員満足度 
対話集会 
健康診断 

CheckCheck

P.54
P.56

大阪ガスの 
 取り組み 

研修メニューの充実 
肥満・生活習慣病 
対策 

ActionAction
P.53

P.56



（人） ■ 育児・介護休業取得者数 

年　度 

育児休業 

介護休業 

介護時間 

2003 

35 

1 

1

2004 

38 

5 

1

2005 

31 

0 

1

2006 

29 

4 

1

2007 

33 

2 

0
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ワーク・ライフ・バランス 
人間成長を目指した企業経営 人

間
成
長
を
目
指
し
た
企
業
経
営 

雇
用
／
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス 

仕事と生活両立支援 

　大阪ガスでは、社員の仕事と私生活をバランスよく調和さ

せ、充実した生活や社会との関わりを持てるように努めてい

ます。そのため、社員が、社会活動、ボランティア活動、裁判

員制度導入に伴う裁判員としての職務に参加することを

支援するために、「コミュニティ休暇」「ボランティア休暇」「裁

判員制度休暇」を制度化しています。また、次世代育成支

援対策推進法に基づいた社内制度の周知・理解促進を労

使で行っています。育児休業者の職場復帰プログラムをは

じめ、子が満3歳になるまで取得可能な「育児休業」制度や、

子が小学校3年生を終えるまで取得可能な「短時間勤務」

制度等を導入し、厚生労働大臣より次世代育成支援対策

推進法に基づき積極的に子育てを支援している企業であ

るとして、2007年4月に「認定」を受けました。 

bV

「くるみん」マーク 

 次世代育成支援事業主として認定を受けた企業が、 

 表示できる認定マーク。 

「仕事と子育て両立支援ガイドブック」 

山下 健 

兵庫導管部 
緊急保安チーム 
緊急保安第1グループ 

　第2子（長女）誕生に合わせ、3週間の育児休業を取ら

せていただきました。休業するにあたり色々な面でサポート

をしてくださった職場の皆さまにとても感謝しています。家

族にも大変喜ばれ、ゆったりとした時間の中で、じっくり育

児に関わり、毎日が明るく楽しくとても充実した、本当にかけ

がえのない時間を過ごすことができました。今後、私のよう

な育児休業取得者が増えていくよう、

この体験を色々な方に伝えたいと考

えています。 

育児休業を取得して 

［ステークホルダーのコメント］ VOICE

ワーク・ライフ・バランスで魅力的な企業に 

西村 智 様 
関西学院大学 
経済学部 准教授 

　大学では４回生の就職活動がほぼ終了しました。学生達は

企業研究を熱心に行い、期待と不安を抱きつつも最後の進路

を決定しています。彼らの話を聞いていると、企業を選ぶ際のポ

イントは、企業の将来性や給与水準だけでなく、私生活を大切

にできるかどうかにもあるようです。私の所属する経済学部は男

子学生の比率が７割強と高いのですが、「仕事後は趣味のため

の時間を持ちたい」、「育児休業制度を利用して子どもと過ごし

たい」という男子学生が少なくありません。特に、彼らのほとんど

が育児をしたいと思っているようです。 

　また、地元で働きたいという男子学生もいます。女子学生は

なおさらその傾向が強いようです。地元関西で自分の能力を存

分に発揮でき、家族や私生活を大切にできる企業は、彼らにとっ

てまさに魅力的な職場そのものです。そして、もちろん、企業にとっ

て働きやすい環境づくりは優秀な人材確保のチャンスです。大

阪ガスの充実した両立支援制度、また、

それらを利用していきいきとご活躍されて

いる先輩社員の姿は学生達へのアピー

ル効果を十分に持つことと確信しています。 

［従業員のコメント］ VOICE

CSR憲章 V

Plan

Do

Check

Action
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人材育成と処遇 

　社員のやる気、成長を促すため、「期待像を明確化し評

価を行い、本人に結果をフィードバックし、育成につなげ、処

遇にも適切に反映させる」というPDCAサイクル実現のため、

上司と部下の面談の充実に注力しています。 

　評価面では、自ら目標を設定しチャレンジする目標管理

制度による「業績評価」、業務プロセス等を評価する「コン

ピテンシー（職務行動）評価」、「業務スキル評価」を評価

要素とし、2008年度からは、さらにコンプライアンスへの取

り組みを評価要素に加えました。 

　また、社員が主体的に自己のキャリアを描き、進路希望を

表明して上司との面談を実施する「自己観察面談」、自ら

手をあげてやりたい仕事にチャレンジできる「人材公募制度」

を導入しています。既に、200人以上が新しい仕事で活躍

しています。 

人事評価・面談制度の整備 

　大阪ガスグループの競争優位を支える「価値の高い人材」

の育成のため、グループ全体のパフォーマンスを最大化す

るタフな人材づくりを目指した人材育成体系を構築し、各種

プログラムを実施しています。 

　近年においては、若年層社員育成の強化に取り組み、

入社前内定者段階での意識付け、新入社員研修、指導員

によるマン・ツー・マン教育、配属後半年・2年目・3年目研

修と、きめ細かく教育を実施しています。 

　マネジメント面においては、管理者のマネジメント力強化

のため、継続的に「管理者パワーアップ研修」を実施し、基

礎知識の習得（モデルの共有化）、360度評価による自身

の強みと啓発点の把握等を行っています。 

　また、全社のイノベーションの核となるリーダーの早期・

計画的育成を目指し、部長・課長クラスを対象に経営知識

全般の修得・異業種交流を行う「ビジネスリーダープログラ

ム」をはじめ、また現場第一線で活躍する若手社員を中心に、

将来の管理監督者候補としての能力開発を狙う「革新塾」

や「OSAT（大阪ガス高等技術スクール）」といった選抜者

型の研修を行っています。　 

　さらに、自由選択で、より高度なビジネススキルを身につ

けることのできるチャレンジセミナー研修（年間約30コース）

の実施や通信教育の受講を奨励し、これらの研修・教育の

受講料の一部援助等を行っています。 

「価値の高い人材」の育成 

http://www.osakagas.co.jp/company/csr/reportmap/詳細はウェブサイトのCSRレポートマップに掲載しています。   

dV

cV

例月賃金 
成果給 

賞　与 

人事考課 
ポイント 

■ ステージ研修 

■ マネジメント研修 

■ リーダー育成 

（マネジャー・チーフ向け） 

革新塾 

ミドルリーダー 
プログラム 

マネジメント 
プログラム 

MOT

留学・奨学制度 

大阪ガス高等技術スクール （若手技術者育成） 

（若手現場リーダー育成） 

（技術経営者育成） 

新任経営者研修 

新任監督者研修 

考課者訓練 

管理者パワーアップ研修 

業績評価 

目標管理制度 

（ビジネスリーダープログラム） （ビジネスリーダープログラム） 

職能評価 

コンピテンシー評価 

業務スキル評価 

職
務
に
照
ら
し
た 

「
人
事
考
課
」 

昇
格
・
昇
級
判
定   昇格・ 

昇級 

マネジメント職 
啓発 

プログラム 

新入社員研修 
フォローアップ研修  
ステップアップ研修 

指導職啓発 
プログラム 

業務レポート 

監督職啓発 
プログラム 
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人間成長を目指した企業経営 
CSR憲章 V

会社と従業員のコミュニケーション 

大阪ガス労働組合 
中央執行委員長 本田 敏一 

eV

VOICE

大阪ガス労働組合の取り組みについて 

　大阪ガス労働組合は、組合員約6,000人で構成しています。

労働組合では、組合員の生きがいや働きがいの向上を目指して、

様 な々取り組みを行っています。その一つに、「経営に対するチェッ

ク機能やパートナー機能の強化」を重点活動として掲げています。

具体的には、社長との懇談会や各事業部との懇談会等を通じて、

現場で働く組合員の声を直に伝え、施策提言を図るとともに、

事前協議の徹底のもと、必要に応じて、都度、会社と折衝や

意見交換を行い、労使間の協議・懇談の充実を図っています。

昨年、当社ではコンプライアンスに抵触する不適切な行為が発

覚しました。現在、労使とも、信頼回復に全力で取り組んでいる

ところです。今後とも、職場で働く者として、さらには社会的に見

てどうかといった視点で定期的に組合員

との対話活動を通じた総点検を実施する

など、コンプライアンスやＣＳＲの視点に立っ

た労働組合としてのチェック機能を果たし

ていきたいと考えています。 

社員意見調査の実施 

　大阪ガスでは、「社員意見調査」を実施しています。これ

は、従業員が自分の業務や職場環境・上司・制度・その他

会社全般について、日頃どのように感じ、どのような意見を持っ

ているかを定期的に調べるものです。 

　「社員意見調査」は過去約５年に１回のペースで実施し

ていましたが、2006年度からは、「定期的かつ継続的に従

業員の労働意欲を確認していく」「従業員の“生の声”を

これまで以上に積極的かつタイムリーに人事施策に取り込

んでいく」という考えから、年2回の実施に変更しています。

2007年度は、夏・冬それぞれ約1,600人の従業員を対象に

調査を行いました。2003年度以降、「会社への愛着」が調

査カテゴリーの中で毎回トップとなっています。「会社への

愛着」が上位に定着していることは、当社の大きな強みと

いえます。なお、「仕事のやりがい」「職場の人間関係」の

満足度は世間一般の企業と比べて高いものの、自由意見

では組織間のコミュニケーション、チームワークについて、よ

りお互いの理解促進や連携を強化するような施策を望む

声もありました。今後とも継続的に従業員の労働意欲を向

上させていく取り組みを続けていきたいと考えています。 

 

社長と社員の対話集会の実施 

　大阪ガスでは、2004年度より、社長が東京地区を含む各

事業所を巡回し、社員と直接対話する機会を設けています。

これは、「社長から社員に対して、当社の経営課題や将来

ビジョン、現場への期待等を直接伝える」「社員とのディスカッ

ションを通じて現場課題等の共有化を進め、現場力を高める」

ことを目的としています。 

■ 満足度の推移（抜粋） 

■ 開催実績 

（ビジネスリーダープログラム） 

2007年度 

開催数 参加者 

2004年度からの延べ数 

12回 

44回 

450人 

1,774人 

 

仕事のやりがい 会社への愛着 

2004 2006 
上期 

2006 
下期 

2007 
上期 

2007 
下期 

（年度） 
1

2

3

4

5
職場の人間関係 福利厚生 

5 ： 満足 
4 ： どちらかといえば満足 
3 ： どちらでもない 

2 ： どちらかといえば不満 
1 ： 不満 

3.72

4.06

3.69

3.78
3.86

3.99

3.58

3.26

3.84

4.05

3.60

3.10

3.68

4.29

3.77

3.24

3.73

4.32

3.70

3.28

芝野社長（当時）と社員の対話集会 
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安全衛生 

安全文化の深化 

　大阪ガスでは、労働安全衛生マネジメントシステムの考

え方に基づいた組織的・計画的な安全活動を推進してい

ます。各組織では、目標の設定→計画の策定→実行→評価・

改善という仕組みを業務の中に組み込み、PDCAサイクル

のスパイラル化を通じて、安全文化の深化を図っています。 

安全活動の評価制度 

　大阪ガスでは、労働災害が発生した際には、その詳細報

告を求め、再発防止のための対策が適切に実行されてい

るかを確認し、その内容を全社で共有化することによって再

発防止の徹底を図っています。また、労働災害の程度を独

自の算定式で定量化した「災害指数」を考案して各組織

の安全活動を評価しています。 

大阪ガスグループと協力会社さまが 
一体となった安全活動 

　大阪ガスは、ガス事業を行うにあたって、現場業務を関係

会社や協力会社さまと協力して行っています。安全活動の

徹底を図るために、各社との間で安全に関する情報交換

や研修を行うとともに、安全活動を推進するための協議会

活動等を行っています。 

大阪ガスグループは安心運転 

　大阪ガスグループと協力会社さまでは、業務に多くの車

両を使用しています。そのために、大阪ガスでは、社用車の

運転者には独自のライセンス取得を義務付け、その取得・

更新にあたっては、大阪ガス事業所敷地内に独自に設置

した「安心運転訓練センター」での講習受講を義務付けて

います。さらに当グループと協力会社さまが使用するカンパ

ニーカラー車についても地域の皆さまから「安心な運転」と

信頼していただけるよう、運転マナー向上活動を展開して

います。 

安全活動の取り組み 

■ 労働災害発生率（休業度数率） 

大阪ガス 全ガス事業 

2003 2004 2005 2006 2007（年度） 
0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

全産業 

http://www.osakagas.co.jp/company/csr/reportmap/詳細はウェブサイトのCSRレポートマップに掲載しています。   

1.78

1.85
1.95 1.90

1.83

0.74

0.19 0.19
0.09

0.27

1.33

0.77 0.78 0.70

0.57

　大阪ガスグループでは、従業員の安全と健康の確保を目的として、協力会社を含めた積極的な安全衛生活動に取り

組んでいます。労働安全衛生関係諸法令を遵守することはもちろん、独自に「安全衛生管理規程」を制定し、「社用自動

車の運転」等各種マニュアルを運用しています。施策の推進にあたっては、「安全衛生管理組織」が主要な役割を果た

しています。 

協力会社さまとの現場安全確認風景 

「安心運転訓練センター」講習風景 

社用車にて運転マナー向上活動を展開 
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fV

健康開発センターの設置 

　大阪ガスでは、人事部内に健康開発センターを設置し、

健康診断・健康相談の実施等、厚生労働省が推進する「健

康保持増進対策」に即したメンタルヘルス対策や生活習

慣病対策に取り組んでいます。また、関係会社の従業員も

会社単位で利用することができるようになっています。 

健康づくりを徹底サポート 

　健康診断については法令に基づき、疾病の早期発見と

予防のため年1回の受診を徹底し、受診率100%を達成し

ています。また、受診者の健康度に見合った健康づくりを

図るために、健診結果は当日のうちに明らかにし、健診後一

人ひとりに栄養・運動・休養・その他日常生活での留意点

について、産業保健スタッフが具体的なアドバイスを行って

います。また、2008年の法改正に伴い、特定健診・特定保

健指導の実施が義務付けられました。大阪ガスでは「腹囲

の検査（35歳以上）」「LDLコレステロール検査」を追加し

て実施しています。 

肥満・生活習慣病対策 

　肥満・生活習慣病対策として、肥満者に健診2カ月前に

目標を設定し、健診日までに前年度より2kg以上の減量を

目指してもらう減量支援プログラム｢脱・肥満大作戦｣を展

開しています。 

メンタルヘルス対策 

　管理監督者のメンタルヘルス教育については、大阪ガス

を対象に実施してきましたが、2007年度からは、関係会社

にも対象を広げて実施しています。また新任管理監督者向

け研修においてメンタルケアを必須項目として織り込み、「部

下の心の健康づくり」をマネジメントの重要項目として位置

付けています。 

　セルフケアについては、2007年度から健康診断受診者

全員を対象にしたストレスチェックを実施しています。2008

年度は、その中で特にストレス度が高かった受診者への個

別フォローを実施しています。 

健康づくり 

健康開発センターでの健康相談 

減量支援プログラム「脱・肥満大作戦」 



57

大阪ガスセキュリティサービス（株） 

　一人暮らしの高齢のお客さまのお宅に通話機器を設置し、

健康相談や緊急通報を受け付ける事業を行っています。自

社で運営しているナースコールセンターでは、看護師または

保健師の資格を持ったカウンセラーが、24時間365日お客さ

まからの相談や通報に対応しています。また、センサーをお

客さまのお宅に設置し、一定時間、人の動きをセンサーが感

知しない場合には、自動的にナースコールセンターへ通報す

るサービスを実施しています。お客さまがご自身で緊急通報

できない状況でも、異常を感知して対応できるようになってい

ます。 

　緊急通報サービスは、主に関西圏の自治体さまからの受

託事業として行っており、現在約50,000件のお客さまにご

利用いただいています。またご利用者と直接ご契約する場

合は、「おまもりコール」の名称でサービスをご提供しています。

今後も一人暮らしの高齢者さまの「安心」と「安全」を見守

り続けます。 

 大阪ガスセキュリティサービス（株） 
（株）オージースポーツ 

　シニア向け分譲マンションにおける「安心」「安全」「快適」

と「健康」に関わる運営サポートサービスを展開しています。

具体的には、大阪ガスの営業ネットワークを生かした地域病

院との協力関係構築や、健康チェックや運動教室の開催等、

居住者さまの健康サポート体制を盛り込んでいます。また、住

戸内に設置した緊急通報装置やセキュリティ機器により、24

時間365日居住者さまの生活を見守っています。さらに、マン

ション内にコンシェルジュや常駐管理員として総合管理のスタッ

フを配置し、居住者さまの快適な暮らしをサポートします。既

に関西圏において12物件にご採用（内定含む）いただきまし

た。今後もお客さまから選ばれるサービスを提供します。 

http://www.osakagas.co.jp/company/csr/reportmap/詳細はウェブサイトページのCSRレポートマップに掲載しています。   

　大阪ガスグループでは、ビジネスを通じて様々な社会問題の解決に取り組んでいます。高齢者単身世帯の安心・安全、今

後期待されているオフィス部門のCO2削減推進等、関係会社の取り組みをご紹介いたします。 

［ステークホルダーのコメント］ VOICE

マンション内のコミュニティづくりへ向けて 

西嶋 治 様 
エイジングコート堺東 
管理組合　理事長 

　管理会社である大阪ガスセキュリティサービス（株）の協力の

もと、ウェルカムパーティーやサークル活動支援、マンション内の

広報活動等を開催しています。その活動を通して、縁あってひと

つ屋根の下に住むようになった高齢者同士が、思いやりと支え

合いの心を大切にできるよう、コミュニティ

づくりに力を合わせて取り組んでいます。 

関係会社の取り組み 

一人暮らしの高齢者さまを守る緊急通報サービス 

■ サポートシステムの概要 

シニア向け分譲マンションのサポート提案 

■ 緊急通報サービスの仕組み 

緊急通報 

フリーダイヤル 
通話 

体調が悪くなったらハンドフリー通報、 
いつでも気軽に健康相談。 新機能追加で、さらに快適・安心・安全な暮らしに。 

緊急信号ハンドフリー通話 ご利用者へ 
電話にて 
安否確認 

OSSナースコールセンター 

出動 

出動 

緊急通報 

健康相談 

健康相談 

安否情報 
受信 

 活動データ 
蓄積 

一般管理 
標準タイプ 
ハイパー 

緊急時 状況確認 必要時 

標準タイプ 
ハイパー 火災通報 

ガス漏れ通報 
安否確認 

ハイパー 

ハイパー 

ハイパー 

健康相談 緊急係員 ご連絡先 
（親戚・知人等） 

緊急通報 安否確認 

パソコンからの 
活動データ 
確認 

異常信号 
等の 
メール通知 緊急出動依頼 

（標準タイプ） 

■ 導入実績 

50,000 
 
 
 
 

40,000 
 
 
 
 

30,000 
 
 
 
 

20,000 
 
 
 
 

10,000 
 
 
 
 
0 

2004 20052003 2006 2007

通常のマンション管理業務と 
各種日常生活サポート 

専門スタッフによる 
各種健康生活サポート 

一般管理 

共用部・ 
専有部 
機械監視 

日常生活サポート 
（フロントサービス） 

専有部分 

日常生活サポート 
（ケア部門） 

● 建物維持管理 
● 清掃業務 
● 事務管理業務 
● 管理組合 
   運営補助 

● アイルス 
● おまもり 
   コール 

ヘルスサポート 
● 健康相談 
   サービス 
● ナースコール 
   センター 
● AED設置 
  （自動体外式 
   除細動器） 

ワーク 
サポート 

ケア 
サポート 

医療サポート 

介護サポート 

ヘルスサポート 

レストラン運営 
サポート 

（オージースポーツ） 
● 健康維持増進サービス 

（アプリティセサモ） 

ナースコールセンターで健康相談
や介護のご相談に対応 

安全な住環境を守るために、
オンラインで24時間365日監視 

警備と現場のスタッフとのスムー
ズな連携 

24,680
28,905

34,590
39,033

46,436

（件） 

（年度） 



大阪ガスLPG（株） 

　安心してLPガスをご利用いただくためには、お客さまとのきめ細かい

接点が重要と考えています。当社は、お客さま一人ひとりとの接点の「予

定」と「その結果」を全て登録できる独自のシステム（顧客関係強化

情報システム“CRMサークル”）を導入し、個々人の経験に頼らない、

均質で的確なお客さま対応を目指します。例えば、長期間お会いでき

ていないお客さまをデータベースから即座に抽出し、優先的なフォロー

活動を実施することでお客さまの状況を把握し、最適な情報発信を行

うことができます。当システムを活用し、商品の提案や独自のガス料

金メニュー提案を行い、お客さま満足度の向上に努めています。 

（株）オージス総研 

　パソコンがビジネスに欠かせないツールとなっている昨今、

廃棄パソコンからの情報漏洩事故やパソコンの不法投棄等

が報じられています。（株）オージス総研は、企業さまに安心し

て利用済みのパソコンの処分をお任せいただけるデータ消

去ビジネスと、パソコンの再利用化を行うリユースビジネスを

展開してきました。2007年度実績で約6,000台のパソコンを

再生し、約683t-CO2の削減効果を出すことができました。私

たちは現在の活動を継続かつ拡大し、社会の一員として環

境に貢献していきたいと考えています。 

＊1 樹齢50年、直径26ｃｍ、樹高22mの木の年間CO2吸収量＝13.9［kg-CO2/年・本］（林業白書 平成9年）
＊2 中古情報機器協会 

［従業員のコメント］ VOICE

［従業員のコメント］ VOICE

CRMサークルを導入して 
　京都支社では全社に先駆けて2005年より“CRMサー

クル”を導入しています。お客さまと

の接点が定量的に確認できるので、

計画的かつ的確なお客さま訪問に

活用しています。 

小林 敦司 
大阪ガスLPG（株） 
京都支社営業チーム 

岡尾 真吾 
（株）オージス総研 PCR部 
PCR第2チーム 

　当社がPCリユースビジネスを始めて3年、お客さまは当初、

環境よりもコスト削減に重点をおかれるケースが多く見受

けられましたが、最近では「環境への配慮」を意識してこのサー

ビスをご検討されるお客さまが増え

て来ていると実感しています。 
（注）出典：「RITEA＊2評価CO2排出量削減効果値（第C-120（06-07）号）」 

環境意識の高まりを実感 

関係会社の取り組み 

迅速・的確なお客さまサービスを目指して 

■ リユースサービスの仕組み 

パソコンリユースによる環境保全への寄与 

高セキュリティ 
入退室管理 

情報漏洩 
対策も安心 

データ消去 中古市場・ 
中古品販売 

クリーニング作業 

買取価格確定 

作業場 

引取 

オージス総研 お客さま 

諸費用と買取価格を 
相談しご精算 

産廃処理したいが 
費用や手続きが？ 

■ CRMサークルのフロー図 

事務所で… 受付担当者 
コールセンター “CRMサークル” 

サーバー 

出先で… 〈営業担当者〉 

情報登録 
（訪問予定） 

情
報
登
録 

（
予
定
進
捗
） 

情
報
参
照 

情報登録 
（訪問予定・ 
訪問結果） 

情報参照 

どこでも・誰でも 
“的確な”お客さま対応 

〈お客さま〉 
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■ CO2排出量削減効果の推移 
（t） 

（年度） 

スギの木 
約5万本が 
1年間に 
吸収する 
CO2量に 
相当＊1
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（株）アーバネックス 

大阪ガスビル 

備後町ビル 

　㈱アーバネックスは、住宅、オフィス、商業施設等多彩な

不動産事業を展開している大阪ガスグループの中核会社

です。エネルギー会社の不動産事業者として、かねてより

環境問題に対し種々の取り組みを行っています。 

　1998年度の大阪ガスビルの空調熱源機更新の検討を

はじめとして、10年間にわたって省エネルギー活動を行って

きました。この間、ミラーサイクル・ガスエンジンによるコージェ

ネレーションシステムの導入、インバーター化や省エネベル

トによる搬送動力の削減、照明器具のインバーター化等に

よる消費電力削減等で、大阪ガスビルのCO2排出量は

1998年度の7,660tから、2007年度は5,308tと、30.7％削

減を実現しました。※ 

　この活動実績に基づき、他の所有ビルにおいても水平

展開を図っています。排気ファンに省エネベルトを採用し、

搬送動力を削減する取り組みを全ビル共通で行っています。

電気室・機械室の換気ファンの運転時間の見直しやセンサー

による制御、空調熱源機の最新型省エネルギー機種への

入れ替えも随時行いました。その他、誘導灯の高輝度省エ

ネルギー型への更新（備後町ビル）や、OAダクトへのダンパー

取り付けによる外気負荷削減（淡路町ビル）、トイレの照明・

換気扇の人感センサー制御化（森之宮スカイガーデンハイツ）

等、各ビルの設備に応じた省エネルギー対策も行っています。 

　改正地球温暖化対策推進法が2009年4月から施行さ

れます。これに備え、2008年度を準備期間と位置付け、

2009年度から当社全体としてCO2排出量を年間1％ずつ

削減する計画です。 

［従業員のコメント］ VOICE

大阪ガスグループとして地球環境貢献へ 

丸尾 恭造 

（株）アーバネックス 
 営業部オフィス・商業グループ 
 係長 

　大阪ガスの関係会社として、省エネルギーに取り組むの

は使命と考え、長年知恵を出してきました。 

　ビルマネジメント分野の省エネルギーは、小さなことも多い

のですが、積もり積もれば大きな成果となっていきます。今後

も引き続き、ガスグループの持てる技

術力を結集し、少しでも地球環境に

貢献できればと考えています。 

※火力電源平均係数で算出。 

オフィスビルでの省エネルギーへの取り組み 

http://www.osakagas.co.jp/company/csr/reportmap/詳細はウェブサイトページのCSRレポートマップに掲載しています。   

aK

大阪ガスビル 
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■ CO2排出量の推移 その他の所有ビル 
（t） 

（年度） 
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（株）アプリーティセサモ 

　食育・食コミュニケーション活動の一環として「親子ペア

クッキング」を開催しています。2007年からは、春休み・夏

休みに小学生とその保護者の方を対象に「脳力アップ！！

親子クッキングコミュニケーション講習会」を開催しています。

これは、大阪ガスと東北大学の川島隆太教授との共同研

究の結果、親子で料理をすることによって脳が鍛えられると

実証されたことから企画したものです。「第1回キッズデザ

イン賞」（NPOキッズデザイン協議会主催）を受賞しました。

2008年の春休みには、「朝ごはんの重要性」をテーマに、

バランスのとれた朝食作りに親子で挑戦していただきました。

これからも大阪ガスと連携して、親子で楽しみながら食に

ついて学んでいただける料理講習会を計画していきます。 

　大阪ガスグループの都市ガス事業者4社においては、環

境推進体制および環境方針を定め、エネルギー・廃棄物・

水等の環境負荷データを毎年取得しています。取得したデー

タは、大阪ガスグループCSRレポートに反映されています。 

　今年度はデータ取得に留まらず、PDCAサイクルが回るよ

うに、大阪ガス版環境マネジメントシステム（OGEMS ）を構

築します。 

　また、豊岡エネルギー（株）では、「たじまエコフェスタ」等

の環境行事への出展や、地域の清掃活動「但馬10万人

クリーンアップ大作戦」の協賛を通じて、地域に根ざした環

境保全活動を展開しています。 

豊岡エネルギー（株） ／ 名張近鉄ガス（株） 
篠山都市ガス（株） ／ 新宮ガス（株） 
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安静時 料理中（ガスコンロでホットケーキを焼く） 

赤：脳が活性化している部分 

「たじまエコフェスタ」 
大人気の燃料電池カーで遊ぶコーナー 

親子のコミュニケーションに貢献 

山本 一恵 

（株）アプリーティセサモ 
 事業本部　クッキングスクール淀屋橋 
 チーフインストラクター 

　受講された方から「おかあさんと一緒で今日はうれしい」「自

分で作ったお料理はおいしいなあ」「好き嫌いがなくなった」

「家でもお手伝いをしてくれるようになった」等のご意見が多

く聞かれます。食を通して親子のコミュニケー

ションや生きる力を育む機会となっている

ことが確信できる瞬間です。 

R

基準値の脳の状態 白 基準値より活性化が見られる部位 赤 

都市ガス事業者の環境保全活動 

■ 調理実習の様子 

■ 料理による脳の活性変化（子どもの脳） 

親子で脳を鍛える料理講習会を開催 bK

関係会社の取り組み 
そ
の
他 

関
係
会
社
の
取
り
組
み 

2007年 

2008年 

春休み 

505人 

680人 

夏休み 

580人 

550人（予定） 

■ 参加者実績 
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環境パフォーマンス・データ集 

 

■エネルギー使用量＊2  

　　（1）総使用エネルギー量（原油換算：ｋl）    

　　　　大阪ガス 

　　　　　　 都市ガス事業 

　　　　　　　　 製造所 

　　　　　　　　 事業所等 

　　　　　　 熱供給事業 

　　　　　　 発電事業 

　　　　関係会社   

　　（2）電力（千kWh）    

　　　　大阪ガス   

　　　　　　 都市ガス事業  

　　　　　　　　 製造所 

　　　　　　　　 事業所等 

　　　　　　 熱供給事業  

　　　　　　 発電事業  

　　　　関係会社   

　　（3）都市ガス（千　）    

　　　　大阪ガス   

　　　　　　 都市ガス事業  

　　　　　　　　 製造所 

　　　　　　　　 事業所等 

　　　　　　 熱供給事業  

　　　　　　 発電事業  

　　　　関係会社   

　　（4）車両燃料（ガソリン）（ｋl）    

　　　　大阪ガス：都市ガス事業   

　　　　　　　　 製造所 

　　　　　　　　 事業所等 

　　　　関係会社   

　　（5）車両燃料（軽油）（ｋl）    

 　　　　大阪ガス：都市ガス事業   

　　　　　　　　 製造所 

　　　　　　　　 事業所等 

　　　　関係会社   

　　（6）車両燃料（都市ガス：天然ガス自動車用）（千　）    
 　　　　大阪ガス：都市ガス事業   

　　　　　　　　 製造所 

　　　　　　　　 事業所等 

　　　　関係会社   

　　（7）その他燃料（石炭・重油等）（原油換算：ｋl）    

　　　　 関係会社 

■大気への排出  

　　（1）ＣＯ2（千t-CO2）＊2   

 　　　　大阪ガス   

　　　　　　 都市ガス事業  

　　　　　　　　 製造所 

　　　　　　　　 事業所等 

　　　　　　 熱供給事業  

　　　　　　 発電事業  

　　　　 関係会社   

　　＜参考：状態把握（千t-CO2）＞＊4
 

 　　　　大阪ガス   

　　　　　　 都市ガス事業  

　　　　　　　　 製造所 

　　　　　　　　 事業所等 

　　　　　　 熱供給事業  

　　　　　　 発電事業  

　　　　 関係会社   

　　（2）メタン（t-CH4） 

　　　　　　 大阪ガス：都市ガス事業（製造・供給）  

　　（3）NOx（t）    

 　　　　大阪ガス   

　　　　　　（内数）都市ガス事業 

　　 　　関係会社 

年　度 

619,718 

65,771 

58,631 

38,350 

20,281 

7,141 

 

553,946 

450,025 

137,004 

132,552 

98,064 

34,488 

4,452 

 

313,021 

213,848 

24,999 

19,835 

11,286 

8,549 

5,164 

 

188,849 

3,121 

1,186 

2 

1,184 

1,935 

444 

16 

7.1 

8.7 

428 

407 

372 

12 

360 

36 

251,985 

251,985

1,689 

155 

141 

94 

47 

15 

 

1,534 

1,495 

97 

84 

51 

32 

13 

 

1,399 

141 

141 

16 

16 

9

750,497 

114,360 

59,561 

41,445 

18,116 

6,768 

48,031 

636,137 

476,588 

144,247 

138,717 

106,426 

32,291 

4,536 

994 

332,341 

288,207 

65,394 

19,419 

12,101 

7,318 

4,825 

41,150 

222,813 

3,445 

998 

1 

997 

2,447 

355 

13 

4.9 

8.0 

342 

458 

370 

12 

358 

87 

289,340 

289,340

2,010 

252 

143 

101 

42 

14 

95 

1,757 

1,805 

191 

84 

56 

28 

12 

94 

1,615 

93 

93 

182 

29 

16 

153

873,798 

118,562 

60,741 

42,230 

18,511 

6,444 

51,376 

755,236 

466,523 

141,673 

136,542 

104,441 

32,101 

4,301 

830 

324,851 

409,644 

69,548 

20,882 

13,219 

7,663 

4,598 

44,068 

340,096 

3,809 

1,046 

1 

1,044 

2,764 

369 

15 

4.3 

11.0 

354 

474 

367 

11 

356 

107 

273,884 

273,884

2,226 

260 

145 

102 

43 

13 

101 

1,966 

2,070 

213 

100 

67 

32 

12 

101 

1,857 

127 

127 

469 

17 

9 

452

955,975 

118,357 

59,577 

39,875 

19,702 

6,557 

52,223 

837,618 

450,874 

132,596 

127,466 

95,801 

31,665 

4,343 

787 

318,278 

474,545 

71,362 

21,870 

13,104 

8,766 

4,686 

44,807 

403,184 

3,663 

1,058 

1 

1,057 

2,605 

664 

14 

3.7 

10.1 

651 

424 

380 

12 

368 

44 

284,634 

284,634

2,398 

258 

141 

96 

45 

14 

103 

2,140 

2,248 

214 

99 

64 

35 

12 

103 

2,034 

115 

115 

521 

24 

7 

497

2,356 

267 

160 

115 

45 

15 

93 

2,089 

2,182 

208 

102 

71 

31 

13 

93 

1,974 

105 

105 

343 

24 

6 

319

2003 2004 2005 2006 2007 関連ページ 
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－ 

 

 

 

 

 

 

 

－ 

－ 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※購入電力を削減した効果を適切に評価することを重視し、当社では火力電源平均係数を用いて算定したＣＯ2排出量を管理対象としています。 
＊3 熱量調整前のガスを含む 

購入電力 
9.97 

GJ/千kWh 

※　0.69 

ｔ-CO2/千kWh

単位発熱量 

 

排出係数 

 

都市ガス 

 45.0 

GJ/千m３N 

2.29 

ｔ-CO2/千m３N

ガソリン 
34.6 

GJ/kl 

2.32  

ｔ-CO2/kl

軽油 
38.2 

GJ/kl 

2.62  

ｔ-CO2/kl

LPG
100 

GJ/千m３ 

5.98  

ｔ-CO2/千m３ 

LNG
45.0 

GJ/kl 

2.23  

ｔ-CO2/kl

A重油 
39.1 

GJ/kl 

2.71  

ｔ-CO2/kl

36.7 

GJ/kl 

2.49  

ｔ-CO2/kl

26.6 

GJ/t 

2.41 

ｔ-CO2/t

灯油 石炭 

＊1 関係会社：海外およびデータ把握が困難なテナント入居会社を除いた会社を集計。ただし、会社の統廃合等により年度および項目によって、集計会社数は異なります。 
＊2 エネルギー使用量・ＣＯ2排出量の計算では、以下の単位発熱量および排出係数を使用。 

（出典） 
購入電力の排出係数（火力電源平均係数※）： 
中央環境審議会地球環境部会 
「目標達成シナリオ小委員会中間取りまとめ（2001年7月）」参照 
都市ガスの単位発熱量・排出係数：大阪ガス公表値 
それ以外：地球温暖化対策推進法省令 

関係会社　連結対象社数＊1 76社 81社 81社 81社 

957,005 

119,903 

65,837 

47,014 

18,823 

6,982 

47,083 

837,102 

512,982 

167,763 

162,636 

124,970 

37,667 

4,463 

664 

345,219 

486,103 

64,886 

19,454 

12,792 

6,662 

5,025 

40,407 

421,217 

3,676 

1,016 

1 

1,015 

2,660 

1,064 

11 

3.1 

7.5 

1,054 

509 

430 

12 

419 

79 

255,766 

255,766

77社 

＊3

m3

m3
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1,039 
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71,164 
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5,491 

4,715 
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1,009 
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157 

157 

100%

 

 

1,120 

177 

84% 

 

1,086 

850 

22% 

 

2,207 

1,027 

53% 

 

 

3,358 

198 

94% 

 

75,447 

7,869 

90% 

 

78,805 

8,067 

90% 

 

5,523 

4,811 

4,570 

953 

83% 

 

152 

152 

100%

 

 

1,177 

215 

82% 

 

1,062 

773 

27% 

 

2,240 

988 

56% 

 

 

2,913 

131 

95% 

 

78,286 

9,086 

88% 

 

81,198 

9,218 

89% 

 

4,786 

4,060 

3,900 

887 

81% 

 

155 

155 

100%

 

 

1,126 

122 

89% 

 

831 

540 

35% 

 

1,957 

662 

66% 

 

 

2,938 

157 

95% 

 

92,679 

10,047 

89% 

 

95,616 

10,204 

89% 

 

4,327 

3,894 

3,541 

786 

82% 

 

152 

152 

100%

P.24 
P.27 
P.28 
P.35

P.28 
P.35

P.28 
P.35

■廃棄物     

　　（1）一般廃棄物（ｔ）    

　　　　大阪ガス   

　　　　　　 発生量　  

　　　　　　 最終処分量 

　　　　　　 再資源化率  

　　　　関係会社   

　　　　　　 発生量　  

　　　　　　 最終処分量 

　　　　　　 再資源化率  

　　　　合計   

　　　　　　 発生量　  

　　　　　　 最終処分量 

　　　　　　 再資源化率  

　　（2）産業廃棄物（ｔ）    

　　　　大阪ガス（使用済みガス機器等は含まず）   

　　　　　　 発生量　  

　　　　　　 最終処分量 

　　　　　　 再資源化率  

　　　　関係会社   

　　　　　　 発生量　  

　　　　　　 最終処分量 

　　　　　　 再資源化率  

　　　　合計   

　　　　　　 発生量　  

　　　　　　 最終処分量 

　　　　　　 再資源化率  

　　（3）使用済みガス機器等（ｔ）    

　　　　　　 発生量　  

　　　　　　 回収量  

　　　　　　 再資源化量  

　　　　　　 最終処分量  

　　　　　　 再資源化率  

　　（４）ポリエチレン管のリサイクル（ｔ）   

　　　　　　 廃材量  

　　　　　　 リサイクル量  

　　　　　　 リサイクル率 

年　度 2003 2004 2005 2006 2007 関連ページ 

718 

158 

119 

39 

560 

 

41,358

735 

153 

110 

42 

582 

 

42,257

675 

151 

110 

41 

525 

 

41,782

842 

145 

107 

37 

698 

 

38,208

771 

150 

117 

34 

621 

 

38,827

P.24 
P.27 
P.28 
P.35

■水使用量     

　　（1）上水・工水（万　）   
　　　　大阪ガス（熱供給事業除く）   

　　　　　　　　 製造所 

　　　　　　　　 事業所等 

　　　　関係会社   

　　（2）海水（万m）    
　　　　大阪ガス:都市ガス事業 

1,058 1,316 1,631 2,068

193 

80 

113 

80 

71% 

26 

7

189 

82 

107 

79 

74% 

21 

6

183 

85 

98 

76 

78% 

18 

5

184 

83 

101 

83 

82% 

14 

4

183 

83 

100 

84 

84% 

12.5 

3.5

163 

4.3 

49 

73 

833

P.26 
P.28 
P.35

P.33

ー 

P.25

端数の関係で、数表内の足し算が合わない場合があります。 

■掘削土（万ｔ） 

　　①従来工法による発生想定量＊5 

　　②発生抑制量 

　　③発生量 

　　④再生利用量 

　　⑤再生利用率 

　　⑥有効利用量＊6 

　　⑦最終処分量 

 

 

（①－②） 

 

（④÷③） 

 

（③－④－⑥） 

■お客さま先の環境負荷抑制（家庭用部門除く） 

　　CO2排出抑制量 （千ｔーCO2） 

■コピー用紙使用枚数（万枚） 

　　大阪ガス 

7,766 8,053 8,448 8,737

2,171

154 

3.9 

43 

76 

860

8,887 P.28（参考）大阪ガス都市ガス販売量（百万　） 

273 

2.9 

38 

37 

480

234 

3.5 

43 

46 

575

196 

3.8 

46 

57 

680

■環境経営指標     
　　環境経営効率（円/千　）    
　　環境負荷抑制量金額（億円）    
　　環境負荷抑制効率（円/千　）    
　　顧客先での環境負荷抑制量金額（億円）    
　　顧客先での環境負荷抑制効率（円/千　） 

＊4 購入電力の排出係数は、以下の係数を使用。 
 
 
各年度、関西電力公表の直近値（前年度）を使用（ex.2007年度の排出係数は2006年度の実績値）。 
各年度の電力使用量×各年度の排出係数で購入電力消費に伴うＣＯ2排出量を算定。このため、各年度のCO2排出量算定で用いる電力の排出係数は異なります。従っ
て、各年度間のＣＯ2排出量の差異は、排出削減効果を表すものではありません。 

年　度 2003 2004 2005 2006 2007

kg-CO2/kWh排出係数 0.260 0.261 0.356 0.358 0.338

＊5 従来工法による発生想定
量とは、仮に、非開削工法
や浅層埋設工法のように
現在導入されている掘削
土発生量抑制技術が導
入されていない状況で工
事を行った場合に想定さ
れる発生量です。それと実
際の差が発生抑制量です。 

＊6 有効利用量とは、大阪ガス
グループ外で農地のかさあ
げ等により有効に利用さ
れた量です。発生量から再
生利用量と有効利用量を
除いた分が最終処分量で
す。 

3,602 4,033 3,608 3,851 4,004

m3

m3

m3

環境パフォーマンス・データ集 
そ
の
他 

環
境
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
・
デ
ー
タ
集 

　 3

m3

m3
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第三者レビュー 
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　大阪ガスグループの社会・環境経営活動がどのように計画・実行されてい

るのか、また、環境パフォーマンスデータの収集システム等について、審査を

受け、ご意見をいただきました。今回は、本社部門、泉北製造所および2007

年度にエコアクション２１を取得した関係会社（株）学園前ガスセンターの審

査をお願いしました。また、泉北製造所では、大阪ガスのマルチエネルギー事

業の拠点となる泉北発電所の建設現場、ガス科学館等での取り組みをご視

察いただきました。 

　こうした審査を踏まえ、中嶌教授と梨岡公認会計士から出田ＣＳＲ統括へ

のインタビューでは、当グループのCSR活動への取り組みを評価いただくとと

もに、CSR活動のさらなる深化を目指す観点から様々な助言をいただきました。 

 

　2007年度は、国連グローバル・コンパクトへの参加表明、これを受けて「大阪ガスグループ企業行動基準」の改定をはじめ

とするＣＳＲ推進体制を始動させた、いわゆる実践元年でした。 

　言うまでもなく、ＣＳＲ活動の基盤となる最も重要なものにコンプライアンスがあります。残念ながら、関係会社を含む当社グ

ループにおいて、補助金の交付を受けた事業の一部に不適切な行為が確認され、経済産業省等から補助金交付停止措置

等を受けました。事態を深刻に受け止め、5つの再発防止策を定め、コンプライアンス体制を強化するとともに、グループ全員に

改めて徹底したコンプライアンス教育を実施しました。 

　2008年度は、ステークホルダーの皆さまから選ばれる企業グループとしてさらなる進化を遂げるため、コンプライアンスは無論

のこと、環境を含めた社会に対する責任について、従業員一人ひとりが日々の業務活動のなかで意識し、また、マネジメントでき

るよう、ＣＳＲ活動推進に注力したいと考えております。そのためにも、環境面以外の社会面での評価指標も作成し、新しい

中期計画に基づいたＣＳＲ活動に取り組んでいく所存です。 

大阪ガスグループ  CSR REPORT 2008

経営トップインタビュー 

出田CSR統括より 

ガス科学館の視察 

（株）学園前ガスセンターでの審査 

泉北製造所での審査 

関西大学商学部  中嶌 道靖 教授 
環境管理会計研究所取締役 公認会計士・税理士  梨岡 英理子 様 
大阪ガス取締役副社長  CSR統括 出田 善蔵 

（中央） 
（右） 
（左） 

第三者レビュー 
そ
の
他 

第
三
者
レ
ビ
ュ
ー 
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大阪ガスグループの概要 

大阪ガス株式会社の概況 
本 　 　 社   
 
設 　 　 立   
事 業 開 始   
従 業 員 数   
 

〒541-0046 
大阪市中央区平野町四丁目1番2号 
1897年4月10日 
1905年10月19日 
［単体］5,418人（執行役員・理事・嘱託含む、出向除く）  
［連結］16,682人 

資 本 金  
主要な事業内容    
 
 
 
 

132,166百万円 
1. ガスの製造、供給および販売 
2. LPGの供給および販売 
3. 電力の発電、供給および販売  
4. ガス機器の販売 
5. ガス工事の受注 

（2008年3月31日現在） （2008年6月27日現在） 

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

連結 個別 

2006200520042003

729,923

951,324

722,755

975,340 1,065,961

786,350

1,174,456

851,299

2007

2006200520042003 2007

2006200520042003 2007

1,238,145

877,628

■ 売上高 

■ 都市ガス販売量 

■ 経常利益と当期純利益 

■ お客さま数（都市ガス取付メーター数） （注）法人名称でない組織はいずれも大阪ガス株式会社の組織 

戦略事業 

会社 

基幹事業 

関連会社 

資源事業部 

ガス製造・発電事業部 

導管事業部 

リビング事業部 

エネルギー事業部 

企画部 

関連事業部 

財務部 

経理業務部 

㈱リキッドガス 

日商LPガス㈱ 

㈱アーバネックス 

㈱オージス総研 

大阪ガスケミカル㈱ 

秘書部 

広報部 

人事部 

総務部 

資材部 

情報通信部 

環境部 

近畿圏部 

東京支社 

エネルギー・文化研究所 

コンプライアンス部 

監査部 

取
締
役
会 

技術戦略部 

エネルギー技術研究所 

エンジニアリング部 

燃料電池システム部 

経
営
会
議 

監
査
役
室 

技
術
開
発
本
部 

経
営
企
画
本
部 

会
長
／
社
長
／
副
社
長 

監
査
役
／
監
査
役
会 

事業部 

組織 

グループ本社 

スタッフ組織 
・ 
シェアド 

サービスセンター 

組織 

 

0
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40,000

0

60,000
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100,000

連結 個別 連結 個別 

連結 個別 

経常利益： 当期純利益： 

81,446

64,379

39,475

97,480

75,159

41,280

50,683

103,308

82,040

70,632

80,710
89,550

68,299

44,235

52,929

75,814

32,788

40,283
47,065 50,190

大阪ガスグループの組織体制 

（百万円） 

（百万円） 

（千戸） 

（年度） 

（年度） 

（年度） 

2006200520042003 2007
0

連結 個別 
（百万m3） 

（年度） 

6,881

6,913

8,887

8,917

8,738

8,764

8,448

8,469

8,053

8,072

7,766

7,779

http://www.osakagas.co.jp/company/csr/reportmap/詳細はウェブサイトのCSRレポートマップに掲載しています。   



 

 

兵　庫　県 

京　都　府 

滋　賀　県 

奈　良　県 

和　歌　山　県 

大　阪　府 

 
京滋事業所 
（KRPガスビル） 滋賀事業所 

奈良事業所 
 

南部事業所 
（堺ガスビル） 

泉北製造所 
第一工場 

泉北製造所 
第二工場 

兵庫事業所 
（神戸ガスビル） 

兵庫事業所 
（ポートアイランド事務所） 

姫路製造所 

本社 
（ガスビル） 

近 
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ン 

関西国際空港 
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高砂ライン 

三　重　県 

琵琶湖 京滋事業所 
（滋賀東事務所） 

北部事業所 

京阪事業所 

東部事業所 
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第1
東部
ライ
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イ
ン 

南部事業所 
（和歌山ガスビル） 

大阪事業所 
（ドームシティガスビル） 

近畿幹線京滋ライン 

三重・滋賀ライン 

近
畿
幹
線
滋
賀
ラ
イ
ン 
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篠山城址 

篠山市 

豊岡市 

京都府 
京丹後市 

日本海 奈良県 
山添村 

伊賀市 

名張市 

篠山都市ガス（株）の 
サービスエリア 

豊岡エネルギー（株）の 
サービスエリア 

名張近鉄ガス（株）の 
サービスエリア 

供 給 区 域  
ガス販売量（千m3/年） 

： 
： 
三重県名張市 
21,838

供 給 区 域  
ガス販売量（千m3/年） 

： 
： 
兵庫県篠山市 
1,497

供 給 区 域  
ガス販売量（千m3/年） 

： 
： 
兵庫県豊岡市 
7,292

新宮ガス（株）の 
サービスエリア 

供 給 区 域  
ガス販売量（千m3/年） 

： 
： 
和歌山県新宮市 
（1,433）※  

■ 大阪ガスグループの都市ガス事業者（2008年3月31日現在） 

熊野川 

新宮市 

※年度途中に編入されており、P.65の都市ガス販売量グラフのデータには反映していません。 

高圧幹線（既　設） 

高圧幹線（計画中・建設中） 

主要導管（既　設） 

本社・事業所 

研究所 

製造所 

供給所 

 （2008年3月31日現在） 

凡　例 大阪ガスのお客さま数 

供給区域 お客さま数 

大阪地域 1,520千戸 

南部地域 858千戸 

北東部地域 1,850千戸 

兵庫地域 1,716千戸 

京滋地域 937千戸 

　　　　　　　　　6,881千戸 

 

 （2008年3月31日現在） 

合計 

グループ会社のお客さま数 

名張近鉄ガス（株） 　　　　　　16千戸 

篠山都市ガス（株） 　　　　　　  3千戸 

豊岡エネルギー（株） 　　　　　   9千戸 

新宮ガス（株）　　　　　　　　　4千戸 

 

 （2008年3月31日現在） 

大阪ガスグループのサービスエリア 

大阪ガスグループの概要 
そ
の
他 

大
阪
ガ
ス
グ
ル
ー
プ
の
概
要 

　「たらいの水」の話をご存じでしょうか？「欲心を起こして水を
自分のほうにかき寄せると、向こうに逃げる。人のためにと向こ
うに押しやれば、わが方に還る。金銭も、物質も、人の幸福も亦
同じことである。」という、二宮尊徳の教えです。 
　CSR活動もまたしかり。直接、売上や利益につながるもので
はありませんが、回りまわって「社会からの信頼獲得」「先進的
な技術･製品･サービスの開発」「ステークホルダーさまとの感
動共有」となり、会社のサステナビリティ（持続可能性）向上に
つながるものといえます。その観点から顧みた時、諸先輩方が

積み上げてこられた、地道で誠実な取り組みが、今の大阪ガス
グループの評価となっている事実に思いを馳せずにはいられま
せん。 
　この一年間の当グループのCSR活動が、長きにわたる評価
に値するものかどうか、従業員を含め全てのステークホルダー
の方々に問いかけるため、このレポートを作成いたしました。 
　読者の皆さまからの忌憚のないご意見・ご感想などお寄せ
いただければ幸甚です。 

（大阪ガス　環境部） 

編集 
後記 



大阪ガスはグリーン購入に取り組んでいます 

2008年8月発行 


